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各地の都市近郊の閉鎖性海域では、前世紀を通じて、沿岸での産業の発展、人口の集中

と大量消費生活による過大な流入負荷や、埋立等の地形改変など、人間活動の影響を受け

続け、その結果として環境が悪化してきた。水質の悪化に対しては、規制等の施策が一定

の効果を挙げてきたものの、「負の遺産」とも言える有機性汚泥の蓄積、貧酸素水塊の発

生、生物多様性の著しい減少などの問題はますます深刻になっている。 

このような中で、われわれの環境に対する視点は、水質の保全から、生物多様性の回復

や、豊かな自然とのふれあいを取り戻すことなどへと進んできた。国においても、従来の

保全型施策の充実にくわえて、海岸法など各法の改正、瀬戸内海環境保全基本計画・府県

計画の改正、有明海及び八代海を再生するための特別措置に関する法律など、失われた良

好な環境を回復させる施策が展開されてきている。平成 15 年 4 月には、自然再生推進法

に基づいて自然再生基本方針が閣議決定され、過去の社会経済活動等により損なわれた生

態系その他の自然環境をとりもどすことや、科学的知見に基づいて長期的な視点で順応的

に取り組むべきこと、などの視点と方向性が明確に示された。また都市再生の面でも、海

域環境を含めた都市沿岸の再生が課題に位置付けられ、東京湾再生プロジェクトに続き、

大阪湾再生も行動計画が策定されようとしている。 

一方で、これらの海域の環境修復・再生を実現するための方法や手段は、確立されてい

るとは言えず、研究開発は緒についたばかりである。科学的知見に基づいた、効果的な技

術と論理的な方法が早急に必要である。 

 

本研究は、多様な技術の組合せにより閉鎖性海域の環境の修復・再生を図り、かつ、そ

のための科学的・論理的な方法を示そうとするものである。また、研究で得られた知見を

活かし、実験海域である尼崎港（大阪湾奥部）の環境修復事業に向けた提案検討も行って

いくこととしている。 

本研究が、尼崎港から、大阪湾をはじめ、同様の問題を抱える閉鎖性海域の再生につな

がっていくことを期待したい。 

 

本報告書は、環境省環境技術開発等推進事業[実用化研究開発課題]の助成を受け、平成
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はじめに 

 
閉鎖性海域では、20 世紀の大量生産・消費文明に起因する陸域からの過大な負荷等

により物質循環の「歪み」が生じ、過剰な栄養塩や有機性汚泥が「負の遺産」として

蓄積されている。環境の世紀と呼ばれる 21 世紀において、このような環境を修復し良

好な状態で次世代に引き継ぐことが我々の責務である。 
大阪湾奥に位置する尼崎港では、昭和初期から大規模な埋立てが行われ極めて閉鎖

的な水域が形成された。港内には河川や下水処理施設を通じて陸域からの負荷が流入

し続け、水質・底質が著しく悪化し、港内の底層～中層では夏季に貧酸素が拡がり、

底生生物や底魚が生息できない状態が毎年繰り返し発生している。 
兵庫県ではこのような背景を受け、尼崎臨海部における実効性の高い環境回復・創

造事業を実施するため「臨海部における環境回復・創造事業に関する調査」が平成 12
年度に行われている。また、海と陸とを一体的に捉えた環境修復・創造事業「21 世紀

の森づくり」が進められており、平成 14 年度から住民を主体とし、産学官が参加した

森づくり協議会が形成され、具体的な検討が開始されている。 
本研究開発はこのような背景と検討の経過を踏まえ、平成 13 年度に環境省補助事

業「環境技術開発等推進事業、実用化研究開発課題」の採択を受け、研究代表者：上

嶋英機、事務局：財団法人 国際エメックスセンターとし、表 1 および図 1 に示す産

学官のメンバーにて尼崎港内を実証実験のフィールドとして環境修復技術の最適組み

合わせを明らかにするための検討を進めてきた。 
 
 

表 1平成 15 年度閉鎖性海域における最適環境修復技術のパッケージ化プロジェクト推進委員会 

   氏  名             所               属 

委員長  上嶋 英機 

独立行政法人産業技術総合研究所産官学連携部門研究コーディ

ネータ－ 
海洋資源環境研究部門総括研究員 

 石川 潤一郎 (財)国際エメックスセンター 次長兼企画調査課課長 

 井田 徹 
㈱神戸製鋼所技術開発本部化学環境研究所環境技術研究室 主任

研究員 

 大塚 耕司 大阪府立大学大学院工学研究科海洋システム工学分野 助教授 
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 山崎 宗広 
独立行政法人産業技術総合研究所海洋資源環境研究部門 
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図 1 プロジェクトにおける研究開発実施体制 
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1 - 1 

１ 研究の背景 

 
1.1 都市型の閉鎖性海域の環境の現状 

 
閉鎖性海域は、陸地に囲まれた比較的静穏な海域である。沿岸に発達した浅場には、磯や、

河川からの土砂の供給や潮流による干潟や遠浅の砂浜など、さまざまな地形が形作られた。そ

れらの浅場では海底まで届く豊富な日射により付着藻類などの活発な生産が行われ、大型の海

藻・海草類による藻場も形成され、多様で豊富な生物の生息の場として機能していた。河川水

や地下水とともに陸域から流入する栄養塩類は、この多様な生態系によって形成される複雑な

物質循環の駆動力となり、より高次の生物へと円滑に移行し、外海や陸上への取り上げにより、

バランスを保っていた。沿岸の大都市化と工業化が進むまでは、人間もこの中で農業・生活廃

水などによる栄養塩類の供給と漁業による取り上げの両面でバランスの取れた役割を果たして

いたと言える。 
ところが 20 世紀、特にその後半に、閉鎖性海域の沿岸部で進展した産業の発展と人口の集中

により、こうした環境は急激に変わった。沿岸の浅場は、工業用地や産業を支える港湾として、

また都市の拡充のために埋め立てられた。多様な生物の生息場であった浅場は失われ、ごく限

られた種類と量の生物しか生息できない垂直護岸に置き換えられた。そのため、生態系は以前

の健全な状態と比べ極端に貧弱なものとなり、物質循環は単純な構造になり、ひいては滞って

しまった。また、入り組んだ埋立地や防波堤によって停滞性の高い海域が形成され、都市域の

産業や生活からそこに排出される大量の栄養塩類は、過大な負荷として海域に蓄積し続けてい

る。そして、これらが底層の溶存酸素濃度の低下など、生物生息環境のさらなる悪化を招き、

環境の状態は悪循環に陥っている。極論すれば、このような都市域の閉鎖性海域（以下、都市

型閉鎖性海域と呼ぶ）では、健全な自然環境はほぼ完全に喪失されていると言える。下水道の

整備や種々の水質保全の努力にも関わらず、富（過）栄養化や赤潮が解消されず、底質への有

機性汚泥の蓄積や、貧酸素水塊の発生などの問題がより顕著になってきているのは、このため

である。 
近年、失われた良好な環境の回復、多様な生物の生息空間の創出、自然とのふれあいの場の

確保など、自然再生への取組みが大きな動きとなっている中で、これらの海域における環境修

復・再生は重要な課題となってきた。一方で、都市の側から海辺を見たとき、沿岸部の環境修

復は、親水空間の再生や都市の活性化といった点から、都市再生の中にも位置づけられている。 
 
 
1.2 従来の環境修復の問題点 

 
健全な自然環境が失われてしまった都市型閉鎖性海域での環境修復とは、環境悪化の連関を

断ちきり、徐々にでも環境が改善されていくようなスパイラルとすることである。つまり、よ

り多様な生態系による物質循環の構造を修復することであり、そのことによって環境の持続的

な修復が可能となる。 
具体的な方策としては、陸域からの汚濁負荷を削減することが基本であるが、海域では前項

で述べた生態系と物質循環の現状を改善するため多様な生物生息場を修復、創出することが望

まれる。また、都市型閉鎖性海域では港湾利用にも配慮しなければならないが、これらのため

には干潟だけではなく、様々な環境修復技術を組み合わせることが必要となる。また、物質循

環の構造の面から見ても、対象とする物質には溶存態の栄養塩類や懸濁物質があり、それぞれ

に対応した技術が必要となる。さらに一般性を目指せば、まず対象海域の環境を充分に把握し、

技術の効果予測と事前評価にもとづく、個々の海域に対応した修復アプローチが必要となり、

本研究での調査方法や解析方法も一つの成果となる。 
環境修復目標の設定については、近隣に残された比較的健全な生態系をモデルにするとより

具体的で望ましい。しかしそれが叶わない場合には、そこに残存する生態系の復元ポテンシャ

ルを適切に見いだし、評価しつつ、実現可能性があり目標となる生態系とそれによる物質循環
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を設定しなければならない。その他の目標設定において考慮しなければならないことには、よ

り広域的な海域の環境目標や将来ビジョンとの整合性、都市住民が望む環境像、コストなどが

ある。実際の取組みでは、小規模な実験から始め、効果を長期間にわたって検証しながら修正

しつつ、技術の完成度を高め、それらを事業に反映するといった、順応的管理（アダプティブ

マネジメント）の考え方に沿って取組まなければならない。  
しかしながら、これまでの取組では、事前の当該海域の環境の現状把握、技術選定、適地選

定、目標設定や長期にわたるモニタリングが充分になされた上で実施されているものが未だに

少なく、その結果、成功失敗の判断がつかないものや、その要因を科学的に把握できない事例

も見られる。また従来の修復事業では、干潟や藻場の造成に偏っており、目標とする多様な生

態系による滞りの無い物質循環の形成を実現させるために、最も費用対効果の高い技術を港湾

の様々な場にあわせて考えるといった考えも充分ではなかった。 
以上のようにこれまでの環境修復の取組において、修復の成果を確実にしていくために不足

していたものは、論理的な手続きと科学的な調査実験や評価であり、まずはそれらを具体的に

示すことが緊急の課題である。同時に、港湾利用に配慮しつつ適応できる、干潟、藻場や磯浜

の機能を代替する新しい技術の開発も必要である。 
 
 
1.3 わが国を代表する都市型閉鎖性海域尼崎港と環境修復の必要性 

 
実験海域の尼崎港は、大阪湾の最奥部に位置し、西側には武庫川、東側にも淀川をはじめ多

くの河川が流入する場所で、かつては干潟の広がる地帯であった。大阪の西郊という地理的条

件もあって、昭和初期から大規模な埋立が行われ、臨海部は重工業地帯として発展したが、そ

れと同時に、海域環境は悪化した。現在の尼崎港は東西から馬蹄形に延びた埋立地に囲まれて

閉鎖性が強く、海岸は垂直護岸で、水質、底質の悪化が著しく、生息する付着・底生生物は非

常に乏しい。陸域からの負荷は、かつては工業地帯から、また現在も下水処理場などから流入

し続けている。先に都市型閉鎖性海域と述べた海域の典型と言える。 
一方、尼崎港臨海部では、産業構造の変化にともない、近年、低未利用地が発生してきたた

め、兵庫県は臨海部の再生を目指して「尼崎 21 世紀の森」構想と呼ばれるプロジェクトを開

始し、推進中である。「森と人と水が共生する環境創造のまち」をテーマに、50 年から 100 年

という長期スパンで臨海部の大規模なエリアに森を造成するとともに、森と一体となったまち

づくりを進める都市再生事業である。同時に同事業は、住民、行政、専門家などによる「森づ

くり協議会」を組織して事業の検討を行うなど、自然再生事業の仕組みを自然再生法に先行し

て実施している先導的な事業でもある。ここでは事業のテーマにも見られるように、水辺の再

生も重要な要素に位置付けられており、陸域と一体となった海域の環境修復の目標設定や方法

の検討が進められることになっているが、そのための専門的な知見が緊急に必要とされている。

前述のように都市型閉鎖性海域の環境修復については住民、行政のみならず、専門家の間にも

充分な知見が蓄積されているとは言えないため、尼崎港において実際に実験研究を行うことが、

的確な知見を提供する最も効率的な方法となる。 
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２ 研究の目的 

 
（１）多様な環境修復技術の開発と最適な組合せ（ベストミックス）を示すこと 

あらゆる港湾の場所を利用できる多様な技術の修復効果、各技術の適地条件、適用方法を

実験によって求め、それらを用いることによって最大の効果が得られる技術の組み合わせ、

適用方法を明らかにする。特に複数の技術適用による相乗的な効果発現作用（正の環境改善

スパイラル作用）に着目する。 
 

（２）ベストミックスの方法論の汎用化（環境修復技術のパッケージ化） 
環境修復事業のための論理的かつ科学的な実施手法の汎用性を目標に、本研究で得られた

知見を具体的に示しながら整理する。例えば、環境の現状把握方法、それに基づく環境修復

技術の選定、実証実験による実海域における効果の検証方法や、事業化した場合の効果の予

測（事前評価）方法など。 
 

（３）尼崎港における環境修復事業化のための提案 
以上の成果を尼崎港を対象に、具体的な環境修復事業の提案と期待される効果を示す。こ

の成果は、「尼崎 21 世紀の森」の検討会議で待たれているものであり、今後この案を中心に
事業化に向けた議論が展開される予定である。 
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３ 研究の進め方 

 閉鎖性海域における最適環境修復技術のパッケージ化を進めるため、尼崎港において環境修

復技術の組合せに関する検討を進めた。検討フローを図 3.1 に示した。図中の点線で囲んだ部
分が「最適環境修復技術・ベストミックス」に関する検討となり、この部分の評価の考え方に

ついては、「5 ベストミックスの評価」に示した。図 3.1 に示したフローを汎用化したものが
「方法論のパッケージ」に当たり、ここで適用した技術並びに、モニタリングや実験の結果か

ら得られたデータ（各技術が有する物質循環修復の原単位）を組み合わせたものが「技術の

パッケージ」に当たる。「方法論のパッケージ」並びに「技術のパッケージ」を合わせて、環境

修復技術を他の海域で適用できるように整理したものを「6 パッケージ化」に示した。 
 検討フローを構成する各項目について概要を以下に示した。 

 

(1) 現状の把握と評価 
 海域の環境を修復するためには、環

境の現況把握と評価が重要かつ不可欠

である。現況把握のための環境調査に

ついては、非生物的環境（水質･底質・

流況・波浪等）と生物的環境（ネクト

ン、プランクトン、ベントス等）を互

いに関連付けて調査することが重要で

ある。また、物質循環構造を修復する

という観点からは、港内における物質

（有機懸濁物や栄養塩類等）の現存量、

流入・流出量など物質循環の特性を定

量的に整理する必要がある。しかしな

がら、海域においては、埋立てなどの

開発事業にともなうアセスメント調査

や事後調査が実施されてきたが、すで

に悪化した環境を修復するという観点

で行われた継続的な調査は限られる。 

本検討においては、尼崎港における

フェニックス事業（埋立事業）のアセ

スメント調査及び事後のモニタリング

調査の結果を利用することが可能で

あったことから、これらのデータに基

づき、港内環境の変遷並びに現況を評

価した。また、不足する情報について

補足調査を実施した。 

 これらの結果から、尼崎港内における環境の現況は表 3.1、3.2 のようにまとめることができ
る。また、港内の物質（窒素）循環構造の概略は図 3.2に示すとおりとなった。 
 海域の環境を評価するための基準として、環境基準や水産用水基準がある。これらの基準と

対比した結果、尼崎港内の水質は富栄養状態よりもさらに汚濁が進んだ腐水域の状態であり、

生物生息場としても、また、親水空間としても非常に悪化した環境であると評価される。なお、

当海域が環境基準 C 類型に指定されていること自体、環境の悪化が著しい海域であるといえる。 
 窒素の循環構造を見ると、表層では PN 濃度は港内外でほぼ同様、DIN では港外から若干値
の低い海水が港内に流入することになる。港内の栄養塩の状態に最も強い影響を及ぼすのが下

水処理場からの負荷でその値は 2.23Nt/日に達し、表層の窒素現存量（17.1Ｎt）の約 13%に相
当する量が 1 日に流入する。これに対して海底からの栄養塩の溶出量は 0.05Nt/日と下水から
の流入負荷の約 1/50程度である。 

(1) 現状の把握・評価 

(2) 環境悪化の原因の明確化 

(3) 修復目標の設定 

(4) 目標達成のための方針検討 

(5) 技術の選定 

(6) 実証実験施設の計画･設計･施工 

(7) 実証実験施設
のモニタリング及

び室内実験 

(8) 生態系モデル
に よ る シ ミ ュ

レーション 

(9) 港内における最適配置と
規模の検討 

(10) 修復事業の提案 

図 3.1 尼崎港内における検討フロー 
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表 3.1 尼崎港内の環境の現況と評価 
区分（単位） 現況 基準の例 備考 

COD ( mg/l) [表層年平均] 11.0 不快感を感じない 8.0以下 環境基準 C類型 
TN ( mg/l) [表層年平均] 2.2 生物生息環境保全 1.0以下 環境基準Ⅳ類型 
TP ( mg/l) [表層年平均] 0.11 〃 0.09以下 環境基準Ⅳ類型 
透明度 (ｍ) [年平均] 2.5 ― ―  

水質 

DO ( mg/l) [夏季底層] 0 生物生息環境保全 2.0以上 環境基準 C類型 
COD ( mg/g)  26.7 30.0以上 
IL (% ) 11.6 10.0以上 底質 
T-S ( mg/g) 2.4 

底質暫定除去基準 
（運輸省資料） 

0.6以上 

いずれか 2 項目
該当する場合に

除去 
種数[春季] 3 ― ―  大型 

海藻 最大現存量[冬季] 29.0 ― ―  
種数[夏季] 2 ― ―  底生 

生物 多様度[夏季] ― ― ―  
種数[夏季] 40 ― ―  

生物 

付着 
動物 多様度[夏季] ― ― ―  
水色 黒～茶 ― ―  
COD ( mg/l) [夏季] 11 ｱﾝｹｰﾄ調査結果 5以下  親水性 
透明度 (ｍ) [夏季] 0.8    〃 5以上  

＊環境基準と現況に示した値では測定深度や表記方法など異なる点があり一概に対比できない項目もあ

るが、一つの目安として基準値を示した。 
 

 

表 3.2 尼崎港内の環境特性・問題点 
区分 問題点等 

物理的環境 

・港内には-5ｍ以浅の海域がほとんどなく-10ｍよりも深い部分が半分を占める。ま
た、航路として浚渫された-10ｍ以深の溝状の深みが存在する。 
・河川水は港内にほとんど流入しない。ポンプ等によって港外の河川へと放流されて

いる。干満の差によって港内外を出入りする海水の量が港内の水質を左右する。 
・港内の流速が小さく、港外との海水移動・交換が限られている。 

流入負荷 ・陸域からの流入負荷は、下水処理施設からの負荷がほとんどを占める。1 日約 2 ﾄﾝ
の窒素が下水から流入する。 

水  質 

・下水処理施設からの流入水の影響を受け、表層の塩分が低い。 
・CODが高く、透明度が低い。そのため藻類による光合成可能水深が限られる。 
・窒素、燐等の栄養塩濃度が高く、富栄養状態である。（区分：腐水域に属する） 
・表層では DO が高いが、底層では夏季（6 月～10 月の間）に貧酸素状態が発生し
ている。風の状態によって底層の貧酸素が表層まで 湧昇する。 

底  質 ・COD、強熱減量、全硫化物のいずれの値も高く、悪化が著しい。 
・栄養塩の溶出量は窒素量で 1日約 0.05 ﾄﾝと流入負荷に比べると非常に少ない。 

底生生物 ・種類数、個体数ともに限られている。 
・過栄養域の指標生物であるヨツバネスピオ等が優占している。 

付着植物 ・種類数、現存量（湿重量）ともに非常に少ない。 
・塩分や海中の光条件、海水の流動等が大型海藻の生育にとって好ましくない。 

付着動物 ・種類数が限られ、過栄養域の指標生物であるムラサキイガイが優占している。 

その他 

・一般市民が近づける海辺がない。 
・海辺に近づくことができても、垂直護岸で水にふれることができない。 
・魚影を見ることができない。 
・水の色が黒い（茶色）。 
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(2) 環境悪化の原因の明確化 
 効果的な環境修復事業を実施するためには、環境悪化の原因を明らかにする必要がある。

閉鎖性が強い沿岸域における環境の悪化は図 3.3 のように表現され、環境悪化の要因が複雑
に関連し合っていることが分かる。例えば藻場の減少は、海藻の繁殖に適した水深帯「浅

場」そのものが消失したことの他に、海藻の生育に適した流れの減少、透明度の低下が複合

的に影響しあった結果生じている。 
このことから、例えば環境修復技術として用いられる干潟の造成を捉えた場合、「砂浜減

少・干潟の減少」に対する措置として浅場（干潟）を造成するとともに、人工干潟を物質循

環上望ましい状態に保つために、「流れの変化」や「波あたり」に対する措置が必要となる。

海域において歪みが生じた物質循環構造を適切な循環システムに修復し、生態系を望ましい

状態にするためには、環境悪化の連関に示した個々の現象に対する修復措置をより効果的に

組合せ総合的に実施しなければならない。閉鎖性が強い沿岸域の環境を修復するためには機

能の異なる複数の技術を組合せて適用する必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 尼崎港内における環境悪化の連関 
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(3) 修復目標の設定 
  海域における環境指標は多様であり、環境修復目標を設定する場合の考え方も様々となる。 
 市民や NPO、環境保全にかかわる団体、漁業関係者などその立場によって修復のイメージや
目標が異なる。また、パブリックアクセスが非常に限られる尼崎港内では、多くの市民に

とって海・海岸が意識されることがなく、「修復」することの意識が希薄であり、目標を設定

すること自体が大きな課題となっている。 
  一般的には修復目標設定の考え方として、①過去の良好な状態を目標にする考え方、②対

照となる良好な地点の状態を目標にする考え方、③潮干狩りや海水浴といった目的となる行

動を実施できる状態を目標にする考え方などが挙げられる。ここでは、都市再生プロジェク

ト「21 世紀の森」構想が展開されており、水際部の「親水性」が課題として取上げられてい
ることに加え、毎年半年間以上海底が無酸素状態になりそのことが生物の成育・生息に多大

な影響を及ぼしていること等を踏まえ、透明度、DO、大型海藻の種類と量を修復目標設定
の指標に選定し、その目標を表 3.3のように設定した。 

  透明度については市民にとって分かりやすい親水性の指標であるとともに、港内の物質循

環上重要な役割を果たす海藻の生育環境を表すことからも重要な指標といえる。なお、目標

値は人がきれいと感じる値：5ｍとした。DO については海域の生物の生死に係わる重要な指
標であるとともに、様々な環境悪化の要因と関連する複合的な指標でもある。目標値は、表

3.4に示す中から底生生物の生存可能な最低濃度 2.0mL/Lを目安に 3.0mg/L以上とした。 
なお、海藻の種類・量については、高度成長期以前の海藻の種類数・量を目標とし、高度

成長期以前の状態に近い海藻種数が現時点で出現する st.3(ポートアイランド)の状態を再生
目標として設定した（図 3.4）。 

 

表 3.3 修復の目標 
  項目 目標値（状態） 現況 

透明度 年平均 5ｍ以上 年平均 2.5ｍ 
水質 

DO 夏季の底層で 3.0mg/L以上 夏季底層 0mg/L 

生物 海藻の種類 ポートアイランド西側緩傾斜

護岸での海藻 ― 

 

 

表 3.4 DOと生物の生理（参考） 
 mL/L mg/L 

底生魚類 1.5 2.2 魚介類の致死濃度 
甲殻類 2.5 3.6 
魚類、甲殻類 3.0 4.3 魚介類に生理的変化を引

き起こす臨界濃度 貝類 2.5 3.6 
底生生物の生存可能な最低濃度 2.0 2.9 貧酸素と底生生物の生

理、生態的変化 底生生物の生息状況に変化を引

き起こす臨界濃度 
3.0 4.3 

漁場形成と底層の酸素の

濃度 
底生魚類の漁獲に悪影響を及ぼ

さない底層の酸素濃度 
3.0 4.3 

参考資料：水産用水基準（2000年版）、（社）日本水産資源保護協会 
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 図 3.4 大阪湾奥部東西方向における海藻の分布 
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(4) 目標達成のための基本方針の検討 
  前項に掲げた修復目標を達成するため修復技術を選定するに当って基本方針を整理した。 
  尼崎港内の環境修復を進めるためには、陸側で取り組むべき事項と本検討の対象となる沿

岸域で取り組むべき事項にその対応策が分かれる。陸側で実施すべきものとしては下水処理

場から流入する負荷の削減が挙げられる。港内の窒素収支を見ると（図 3.2 参照）、表層の窒
素現存量の約 17％に相当する 2.23ｔの窒素負荷が 1 日に流入しており、これを削減するこ
とが港内の物質循環構造を修復するためには不可欠である。負荷を削減するためには、日常

生活からの排水量を削減するといった基本的なことに加え、合流式・分流式の改善、高度処

理といった措置があるが、これらについては本研究の対象に含まないものとした。 
物質循環構造を修復するための海域での措置として、ここでは、一旦海域に排出された過

剰な栄養塩、有機懸濁物、有機堆積物を生物体に置換え、海域から取り上げることを基本方

針とした。また、修復技術を適用するに当っては「修復技術が港内外で新たな環境影響を及

ぼさないこと」、「自然のエネルギーを利用する（化石燃料を消費しない）こと」、「維持管理

が不要であること」、「自然の材料を使用すること」を基本方針とした。 

その他、港湾機能に支障を来たす可能性があるものについては今後の港湾計画を勘案し、

現時点で支障が大きいと判断されるものを除いた。 
 

表 3.5 目標達成のための基本方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 目標達成のための技術の選定 
修復目標として掲げた項目を改善する「環境修復の連関」を作成し、環境修復技術の選定

を進めた。「透明度」「ＤＯ」を改善・修復するための連関図を図 3.5に示した。 
  透明度を改善するためには、海域のデトリタス（有機懸濁物）を削減する必要がある。デ

トリタスの削減については、陸域で対応すべき負荷の削減の他に、【内部生産の削減】⇒【植

物プランクトンの基礎生産の抑制】⇒【NP 等栄養塩の削減】・・・・というように修復方策
の連関として整理することができる。このようにして作成した環境修復の連関に基づき、各

事象に応じた技術を抽出した。 

この結果透明度を改善するための技術として、「外海からの負荷の流入抑制」「下水の高度

処理」「下水の港外放流」「浚渫」「覆砂」「海藻の生育基盤（藻場）の造成」「流れの創出」

「付着動物の生息基盤の創出」が抽出された（ただし下水の高度処理は除く）。また、ＤＯに

ついても同様に、「鉛直混合」「エアレーション」「浚渫」「覆砂」「干潟の造成」「干潟表層の

攪乱創出」「流れの創出」といった技術が抽出された。 

  このようにして抽出された技術を再度、基本方針に沿ってスクリーニングし、尼崎港内に

適用すべき技術を選定した。さらにそれらの技術を港内の環境特性に応じた形にアレンジし

適用技術を設計した。これら一連のフローは図 3.6 のように示すことができる。また、スク
リーニングの過程は表 3.6 のように整理でき、尼崎港内の環境特性に応じたアレンジは表
3.7 のように整理できる。これが環境修復技術を論理的にしぼりこんだ場合のベストミック
スとなる。 

 

 

 
① 下水処理水の負荷削減については本研究の対象措置に含まない 
② 修復技術が港内外で新たな環境影響を及ぼさないこと 
③ 自然のエネルギーを利用する（化石燃料を消費しない）こと 
④ 維持管理が不要であること 
⑤ 自然の材料を使用すること 
⑥ 港湾機能に支障を及ぼさない 
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図 3.5 透明度、DO修復の連関と抽出される技術 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 修復技術選定の手順 
 

 

環境修復の連関を整理 

環境修復技術を抽出 

基本方針に基づくスクリーニング 

港内の環境特性に応じたアレンジ 

その他の諸条件を勘案した配置の決定 
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表 3.6 基本方針に基づく技術のスクリーニング 
基本方針に基づくスクリーニング 

技術 ①陸域

で対処 

②他へ

の影響

③ｴﾈﾙ

ｷﾞｰﾌﾘｰ

④維持

管理 

⑤自然

の材料

⑥港湾機

能に支障 

適用性

港外負荷流入抑制        
下水の高度処理        
下水の港外放流       *1 
浚渫       *2 
覆砂       *3 
藻場造成       ○ 

流れの創出(海藻の生育)       ○ 

生息基盤の造成(ﾍﾞﾝﾄｽ)       ○ 
礫間接触浄化構造の造

成 
      ○ 

鉛直混合        

エアレーション        

干潟の造成       ○ 

干潟表面の攪乱創出       ○ 

流れの創出(懸濁物拡散)       *4 
*1：他への影響が大きいと判断されたが、模型実験を行い結果を今後の検討の参考とした。 
*2：発生する浚渫土砂の処理・利用上の課題が大きいと判断した。港内の物質収支に占める栄養塩溶出の
割合が小さく、底層の DOが改善されない状態では効率的ではないと判断した。 

*3：効果の持続性に課題があり、浚渫と同様底層の DO を改善しない状態では効率的ではないと判断した。 
*4：他への影響が大きいと判断されたが、模型実験を行い結果を今後の検討の参考とした。 
 

 

 

表 3.7 尼崎港内への具体的な適用 
選定技術 港内環境の環境特性に応じたアレンジ  適用技術名 

藻場の造成 

・浮体式藻場にすることによってより広い面積の繁殖

基盤を安価で容易に創出。潮汐の干満に左右される

ことなく基盤が繁殖場として機能。 

・浮体式藻場にすることによって、海面付近の表層に

おいて光環境を確保。干満に左右されることなく一

定の光環境を確保。 

・冬季のみ海面を専用。海面利用の妨げとならない。

 

 

 

⇒ 
 

 

 

浮体式藻場 

ベントスの生

息基盤の造成 

・多孔質材を利用。多様性に富んだ生息基盤を確保。

・鉛直護岸部の利用にあたり船舶の係留を妨げない棚

状の基盤を創出。 

 

⇒ 
 

エコシステム

護岸 

干潟の造成 

・岸沖方向ではなく、護岸に沿って干潟を造成（地盤

改良費の低減、干潟の攪乱確保） 

 

⇒ 
 

人工干潟 

礫間接触浄化

構造の造成 

・石積浄化構造と干潟を組み合わせ。静穏性・攪乱の

度合いを制御。 

 

 

⇒ 
 

石積堤を用い

た閉鎖性干潟

流れの創出 

・港内の海水交換を促進。 

・海藻の生長に適した流れを創出 

・干潟の攪乱に必要な流れを創出。 

 

⇒ 
 

流況制御 
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図 3.8 実証実験施設の概要  

浮体式藻場 

石積堤を用いた閉鎖性干潟 人工干潟 
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(7) 実証実験施設のモニタリング及び室内実験 

  このような検討経過を経て造成した以下の①～④の実証実験施設において、個別の技術が

発揮する効果とその組合せによる効果を明らかにするため、継続的なモニタリング調査を

行った。各施設の整備時期とその後のモニタリングの概略工程を表 3.8 に示した。また、

（独）産業技術総合研究中国センターの室内模型を用いて流況制御実験を実施した。 

  各施設における調査・研究、解析の結果については「4 実証実験」に示した。 

 

① 浮体式藻場 

② 石積堤を用いた閉鎖性干潟 

③ 人工干潟 

④ エコシステム護岸 

⑤ 流況制御 

 

 

表 3.8 実証実験施設の造成とモニタリング期間の概要 

平成 13 年度 平成 14～15 年度  
6 7 8 9 10 11  12 1 2 3    

実用化研究課題公募            
応募から採択決定            
補助金交付決定            
            
環境調査            
修復方針の検討、技術の選定            
海底地形測量等事前調査            
施設計画・設計            
実証実験施設の造成・設置            
            
モニタリング            

 
 
 

(8) 生態系モデルによるシミュレーション 
  実証実験施設におけるモニタリング調査の結果得られた、各施設が有する効果に関する定

量的なデータに基づき、生態系モデルを構築し、実海域に施設を拡大した場合の効果につい

て予測評価した。また、個別の技術を組み合わせて導入することによる相乗効果について定

量的に評価した。 
ここで得られたシミュレーション結果によって、尼崎港内に各技術・施設を適用・展開す

る際の必要規模とその効果を明らかにした。 
  シミュレーションの詳細については「5 ベストミックスの評価」に示した。 
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(9) 港内における最適配置と規模の検討 
  このようにして最適技術を抽出し、規模に関する検討を行った結果を踏まえ、尼崎港内で

の配置を検討した。検討に当たっては、さらに各種の制約が生じた。制約は表 3.9 のように

整理することができる。実際の海域ではさらに多くの制約条件の下で修復技術を計画・配

置・設計していくことになる。 

 

表 3.9 港内での配置と規模を決定する上での制約 
区分 内容 

社会的制約 
・護岸や背後地の利用 

・航行船舶等による海面利用 

物理的制約 
・水深         ・波当たり、流れ 

・地盤条件       ・既設護岸の構造 

経済的制約 

・イニシャルコスト 

・ランニングコスト 

・費用対効果の評価 

 

 

(10) 修復事業の提案 
  このような検討結果に基づき、尼崎港内における環境修復事業を提案した。提案について

は「7 尼崎港における環境修復提案」に示した。この提案が今後 21 世紀の森事業が展開され

る際の基礎的な情報を提供することになり、本研究における実用化の意味を果たすことにな

る。 

 

 

 

参考資料 

 1）平成 12 年度臨海部における環境回復･創造事業に関する調査報告書,(財)国際エメックス

センター,2001. 
 2）ECOSYSTEM ENGINEERING,6 号,2001. 
  3）生態系環境修復技術の動向に関する調査,通産省工業技術院中国工業技術研究所,1999. 
 4）水産基盤整備事業における環境配慮ガイドブック,社団法人全国漁港協会,2003. 
 5）水産用水基準（2000 年版）,社団法人日本水産資源保護協会. 
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４．実証実験 

 

4.1 バックグラウンド 
 

4.1.1 尼崎港の環境の変遷と現況 
 (1) 尼崎港の環境の変遷 
実証実験の対象に選定した尼崎港及びその周辺海域では、明治時代までは武庫川河口に形成さ

れた砂嘴と蓬川、庄下川等から供給された土砂によって砂浜が形成されていた。 
大正時代に入り繊維や重化学工業の工場が立地され大阪湾内ではいち早く埋立てが進んだ。戦

後尼崎港築港計画に基づきさらに港湾の整備、埋立てが進み、発電のまち、鉄のまちとしての経

済成長の道を歩んだ。 
昭和 25年にはジェーン台風により市域の広範囲が浸水・被災したため防潮堤の整備が進めら

れた。また時期を同じくして地下水利用による地盤沈下が進んだため、防潮堤の整備が加速され

た。その結果、安全性が確保されたものの親水性が低下する結果となった。 
昭和 62年からフェニックス事業が開始され、事業の進捗に伴い港内の閉鎖性が高まった。ま

た、昭和 59年に武庫川流域下水処理場が整備され、下水処理水が港内に流入することになった。 
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図 4.1.1 尼崎港の変遷 
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(2) 尼崎港内の環境の現況 
現在の尼崎港内の水域面積は約 300ha であり、平均水深は約 8.5m、港内の半分以上が 10ｍ
以深となっている。また、港内の航路部分は浚渫によって－12ｍ前後の水深が確保されている。 
港内には蓬川、庄下川、旧左門殿川が位置し、東・西・南・北堀運河を通じ港内水面に接して

いる。これらの運河は閘門、水門で海と隔てられており、河川水のほとんどが常時はポンプ場や

排水機場によって港外に排出されるため、河川水は港内にほとんど流入しない。一般的には河川

を通じ海域に流入する陸域からの負荷が海域の富栄養化を助長しているとされるが、当港内では

河川からの流入負荷がほとんど無い。これに対して港内には武庫川流域下水道（処理人口約 60
万人）からの排水の約半分程度が放流されており、窒素量で日平均 2.23トンの負荷が港内に流
入する。 
 フェニックス事業の埋立てによって閉鎖性が強ま

り、港内の静穏性が高まった。ここに、下水処理施

設からの淡水が流入し、加えて淀川･武庫川からの河

川水の影響もあり、港内は密度成層が形成されやす

い状態となっている。また、港内にはある程度のう

ねりが進入するものの、常時はほとんど波浪が無く、

主な波浪は航行船舶の曳き波であり静穏性が非常に

高く、海水の攪乱が生じにくい。このような状態で、

栄養塩濃度が年間を通じて高く、これに伴う内部生

産に起因する懸濁物、有機泥の堆積も多いため、夏

季には底層に貧酸素水塊が拡大分布する（図 4.1.2参
照）。 

(3) 港内の利用 
 港内には発電所や化学工場が立地し、燃料や資材、

製品の搬出入のための船舶利用が頻繁であった。し

かしながら工場の撤退、発電所の閉鎖により、大型

船舶による港の利用は減少している。現在では、丸

山水門内側の係留箇所に停泊する釣り船、プレジャ

ーボートの航行が港の利用の多くを占める。 

 

 

 

4.1.2 港内におけるモニタリング結果 
（1）モニタリグ調査の概要 
 港内においては図 4.1.3に示す調査を平成 14年 2月～16年 2月の間に定期的に実施した。ま
た、平成 15年度は表 4.1.1に示した調査を行い港内水質の変動、各実証実験施設の状態を把握
した。 
 このうち、修復目標として掲げた DOと透明度、付着生物についてその概況を以下に示した。 
（2）港内における貧酸素の発生 
 前述のように、港内は躍層が生じやすく、およそ半年の間（5 月～11 月）海底が貧酸素化・
無酸素化する。また、北風が継続的に吹いた場合、表層の海水が港外に流出するのに対し、港外

から底層の補償流が発生し、その結果港内の底層の貧酸素水塊が表層近くまで押し上げられ、い

わゆる青潮現象が生じる。図 4.1.4に、浮体式藻場の筏に設置した連続観測計（海面下-2ｍ、-4
ｍ）の水温、DOの変動を、図 4.1.5に石積み閉鎖性干潟、人工干潟での水温、DOの変動を示
した。 
 このように港内では-4ｍの水深では、８月～11月の間に 3mg/Lを下回る貧酸素状態が頻発し、
-2ｍの水深でも貧酸素状態が生じる場合がある。さらに干潟の潮間帯近傍でも突発的に貧酸素状
態が生じる場合があり、生物の生息に大きな影響を及ぼしている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①：下水処理施設からの流入負荷 

②：植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝによる光合成 

③：有機懸濁物の沈降・堆積 

④：栄養塩の溶出 

⑤：有機懸濁物・堆積物の分解に伴

う酸素消費 

図 4.1.2 貧酸素の発生メカニズム 

  

PON 

DIN 

有 機 汚 泥 

①

②

③ ④

⑤

躍層
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（3）港内における透明度 
 港内の透明度はおよそ 0.5～5.0ｍの範囲で変動し、夏季には透明度が著しく低下する。透明
度（海中光量）は浮体式藻場での大型藻類の生長量を左右する重要な因子であるとともに、干潟

や石積み表面の付着珪藻の光合成に影響を及ぼす。透明度の改善によってより深い場所で光合成

が行なわれ、その結果より深い場所に酸素が供給されることになる。 

 また、透明度は親水性の面からも重要な指標となる。 

（4）港内に分布する生物 
 実験開始前は、港内護岸のほとんどが垂直構造であり、一部防波堤基礎の石積みに傾斜部が見

られた。そこで生息･生育する生物は非常に限られ、底生生物では夏季には 3種が確認されるの
みであった。付着藻類は 6 種が確認され、その現存量は最大でも 50ｇ/ｍ2程度と非常に少なか

った。 
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 港 内 浮体式藻場 石積み閉鎖性干潟 人工干潟 石積み堤 エコシステム護岸 

定期確認調査（毎月） 

－ 

・海藻類増養殖 
・連続機器観測（１点） 

水温、塩分、DO、照
度 

・機器観測（２点） 
 水温、塩分、DO、濁度、

pH等 
・水質調査（２点） 
・底質調査（４点） 
・付着珪藻（４点） 
・地盤高 

・底質調査（５点） 
・付着珪藻（５点） 
・地盤高 

・地盤高 ・機器観測 
水温、塩分、DO 
ﾋﾞﾃﾞｵ撮影 

集中調査（四季） 

・機器測定（11点） 
水温、塩分、濁度、

ｸﾛﾛﾌｨﾙ、光量子、DO 

・海藻類増養殖 
・連続機器観測（１点） 
水温、塩分、DO、照度

・機器観測（２点） 
 水温、塩分、DO、濁度、

pH等 
・水質調査（２点） 
・底質調査（４点） 
・底生生物（４点） 
・付着珪藻（４点） 
・地盤高 

・底質調査（５点） 
・底生生物（５点） 
・付着珪藻（５点） 
・地盤高 

・目視観察及び写真、ﾋﾞﾃﾞ

ｵ撮影 
・地盤高 

・機器観測（１点） 
水温、塩分、DO 
・堆積物（８点） 
・大型生物（５点） 
・付着生物 
 定性（15点） 
定量（12点） 

・底生生物（４点） 
・沈降物（25層・点） 

連続機器観測（平成 14年７
月 17日から観測開始）

( )：設置水深（高さ）
－ 

・水温、塩分、DO 
（海面下 2、4ｍ） 

・水温、塩分、DO 
（O.P約 0.8ｍ） 

・水温、塩分、DO 
（O.P約 0.4ｍ） － 

・水温、塩分、DO 
（D.L-1.5ｍ） 

波高観測 

－ － － 

・人工干潟 
 容量式波高計 
・潜堤全面 10ｍ 
 水圧式波高計 

－ － 

アサリ調査 ・浮遊幼生（港内７点） 
     （港外３点） 
・着底稚貝（港内２点） 

 － ・浮遊幼生（干潟１点） 
・着底稚貝（干潟２点） － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           調査位置（実証実験施設周辺海域）             港内水質調査状況         閉鎖性干潟での調査状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             浮体式藻場の概要                  波高計設置状況             連続観測機器設置状況     

4.1.3 調査の概要 
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表 4.1.1 平成 15年度の調査概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海域 ｱｻﾘ 干潟 閉鎖性干潟 ｴｺｼｽﾃﾑ護岸 水質 筏

水質 幼生 稚貝 底質 底生生物 地盤高 石膏球 漁獲物 底質 底生生物 地盤高 付着生物 底生生物 堆積物 底部材料 ｾｼﾞﾒﾝﾄ 脱落生物 一次生産 水質 連続計 浮体式 ﾛｰﾌﾟ式

機器測定 機器測定 分析 分析 分析 測量 流動調査 定置網 機器測定 分析 分析 分析 測量 分析 分析 分析 分析 分析 分析 分析 機器測定 連続観測

水温、塩分 ﾈｯﾄ曳網 ｺｱｻﾝﾌﾟﾙ 濁度 SS,ｸﾛﾛ 粒度、密度 石膏球 測定 水温、塩分 SS,DOC 粒度、密度 生物分析 生物分析 C･N･P 生物分析 C･N･P 生物分析 DO 水温、塩分 水温

濁度、DO ５ｍ曳き φ５㎝ 強熱減量 及び 胃内容物 濁度、DO POC,T-N 強熱減量 目視観察 AVS ｸﾛﾛﾌｨﾙ 濁度、DO DO

ｸﾛﾛﾌｨﾙa TOC,AVS 電磁流速計 pH T-P,TIN TOC,AVS ﾌｪｵﾌｨﾁﾝ ｸﾛﾛﾌｨﾙ

光量子 PO4-P,ｸﾛﾛ 光量子

平成15年 4月17日 ○(1) ○(1) ○ ○(2) ○(2) ○ ﾜｶﾒ回収

5月14日 ○ﾖｼ確認

19日 ○(4) ○(3) ○(1) ﾜｶﾒ回収

補足調査 6月16日 ○(11) ○(8) ○(3) ○(1) ○(1) ○ ○(2) ○(2) ○ ○(1)

補足調査 7月14日 ○(11) ○(1) ○(1) ○(2) ○(2) 　

15日 ○(1) 設置

8月25日 ○ ○

夏季調査 27日 ●(11) ●(1) ●(1) ●(24) ●(12) ●ﾎﾄﾄｷﾞｽﾏｯﾄ分布 ●(2) ●(2) ●(8) ●(4) ●(6) ●(4) ●(5) ●(6) ● ●(4) ● ●(1)

28日 12点２層 12点 ● ４点２層 ４点 ● ● ４層３ｾｯﾄ ●(1)

29日 ●(95)

31日  ●(95)

補足調査 9月26日 ○(11) ○(1) ○(1) ○(2) ○(2) ● ●(4) ○(1)

27日 ●

10月21日 ○(11) ○(3)

補足調査 24日 ○(11) ○(1) ○(1) 　 ○ ○(2) ○(2) ○ ○(1)

28日 ○(11)

31日  ○(3) 　 　 　

11月10日 ○(11) ○(3) 回収

17日 　 ﾜｶﾒ仮置

秋季調査 25日 ●(11) ●(1) ●(1) ●(18) ●(9) ●(1) ●(2) ●(2) ●(8) ●(4) ●(1)

26日 ９点２層 ９点 ●(1) ４点２層 ４点

12月2日 　 　　 　 　 ﾜｶﾒ設置

6日  ﾜｶﾒ観察

補足調査 22日 ○(1) ○(1) ○ ○(1) ○(2) ○(2) 　　 ○ ﾜｶﾒ観察

23日 ○(1)

平成16年 　

補足調査 1月23日 ○(1)  ○(2) 　

30日 　 ﾜｶﾒ観察

冬季調査 2月19日 ●(6) ●(4) ●(5) ●(6) ● ● ●(1)

20日 ●(1) ●(18) ●(9) ● ●(2) ●(8) ●(4) ● ● ●(5) ３層３ｾｯﾄ ﾜｶﾒ観察

3月19日 ９点２層 ９点 ４点２層 ４点

21日 TOC,AVSのみ分析 TOC,AVSのみ分析 ●(5) 回収

詳細内容

調査内容

水質水質
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図 4.1.4 浮体式藻場（筏）設置場所での水温、DOの変動（上：水深-2ｍの水温、DO、下:水深-4ｍの水温、DO） 
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図 4.1.5 石積み閉鎖性干潟、人工干潟での水温、DOの変動（上：石積み閉鎖性干潟の水温、DO、下:人工干潟の水温、DO
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4.2 浮体式藻場による海藻類育成と海藻バイオマス利用 

 

4.2.1 目的 

尼崎港のような透明度が著しく低く、懸濁物が多い海域においては海藻類の生育に不可欠な光

が到達する水深が非常に浅く、さらに夏季には底層に貧酸素層が発達することなどにより、そこ

に生育している海藻類の種類はきわめて限られている。しかし，これらの沿岸で多様な海藻類の

育成をはかることにより、１）海藻類自体の繁茂による無機栄養塩類の固定、２）海藻類の繁茂

にともない増殖する小型動物類による有機物の固定・消費および懸濁物の軽減をはかることがで

きる。そこで現状では生育していないが、繁殖の可能性がある海藻類を明らかにするために様々

な海藻類を対象とした育成実験を行うとともに、その成果に基づき選定した大型海藻類を育成し、

その取り上げによる無機栄養塩類軽減に向けた実証実験を行った。 
 収穫されたワカメなどの海藻類の利用方法としては、１）食用；２）工業原料；３）飼料；４）

肥料；５）有機エネルギー源などが考えられる。ここではワカメについては食用としての利用は

付着動物が多く、適さないと考えられるため、「尼崎２１世紀の森計画」における利用を想定し、

肥料としての利用を検討した。 

 また、尼崎港のような湾奥部の停滞水域に干潟・浅場が造成された場合、夏季にアオサやアオ

ノリといった短命の緑藻類が大量発生する可能性が高い。これらは炭素/栄養塩固定効果が大き
く、水質浄化効果が期待される半面、大発生した後一気に枯死して有機汚泥の原因ともなる。ア

オサなどを環境改善に常に役立つものとするためには、爆発的に増加した後、枯死する前に何ら

かの形で利用することが重要である。利用方法としては、食品、餌料、工業品の原料なども考え

られているが、浅場に大量に打ち上げられたものは砂泥や枯死体、腐敗体の混入があるため、こ

れらの利用は難しい。ここでは、このような状態のものでも利用可能なバイオマスガス化を取り

上げ、超臨界水およびメタン発酵によるガス化効率、ならびに前処理工程の影響について調べた。 
 

4.2.2 浮体式藻場 

 (1) 育成種の選定 
平成 13年冬から平成 14年夏にかけて、大阪湾周辺に生育するスサビノリ、フダラク、ムカデ

ノリ、ツルシラモ、ミゾオゴノリ（以上紅藻）、カジメ、ワカメ、シダモク、タマハハキモク、

イソモク（以上褐藻）およびアナアオサ（緑藻）などの海藻類を、スサビノリとワカメについて

は養殖用種苗を用いて、その他の種については若い自然藻体（ムカデノリ、ツルシラモ、ミゾオ

ゴノリ、シダモク、タマハハキモク、イソモク、アナアオサ）、または培養株から作製した種苗

（フダラク、カジメ）を用いて、尼崎港内で育成実験を行った。 
実験には図-4.2.1に示す実験筏を用い、アナアオサ以外の種については海藻類の種苗または藻
体を固定したロープを垂下した。またアナアオサについては後述するように筏の下に設置した実

験かごの中で育成した。その結果、ワカメは非常に良好な成長を示し、成熟に至った。またツル

シラモもある程度の成長を示したが、２ヶ月程度で枯死するに至った。アナアオサを含むそのほ

かの海藻類は藻体表面に付着した懸濁物や付着動物により光合成が著しく阻害された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.2.1 実験筏 （左：外観、右：上部および側面から見たイメージ図） 
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図4.2.2 実験筏において育成を試みた主な海藻類 

 

(2)籠によるアオサの育成 

 平成 13年 12月 21日，尼崎港南西域における海藻養殖筏設置時に，アオサの繁殖状況を確認
するとともに，藻体を大量に籠に入れたときのアオサ自身の遮光効果による成長阻害を調べるこ

とを目的として，湿重量 1kg および 4kg のアナアオサを入れた２つの大型アオサ籠（図 4.2.2
左）を設置した．平成 14年 1月 9日，大型アオサ籠を引き上げ，中に入っていたアオサの湿重
量を調べたところ，それぞれ 0.5kgと 1.7kgで，大幅に減少していた．この原因としては，籠が
大きいためにアオサが生息する水深（籠の底面）が深くなりすぎ，十分な光強度が得られなかっ

たこと，そのためにアオサ藻体が衰弱して細かくちぎれるようになり，網目から出て行ったこと，

が考えられる． 
そこで新たに小型で網目の細かいアオサ籠を製作し（図 4.2.2右），平成 14年 2月 5日，再度，
湿重量 1 kg，2 kg，3 kgのアナアオサを入れた３つのアオサ籠を筏に設置した．平成 14年 3月
11日，アオサ籠を引き上げ，中に入っていたアオサの湿重量を調べたところ，1 kgが 400 gに，
2 kgが 600 gに，3 kgが 600 gにそれぞれ減少していた．この原因としては，アオサ籠の網目に
ついた付着物（珪藻と泥とが混ざったものと考えられる）により光が遮られ、光合成に必要な十

分な光強度が得られなかったこと，また，アオサ藻体が大量に付着していたヨコエビ類により摂

食されていたこと，が考えられる． 
これらの結果から，本実験海域においては，筏に籠を取り付ける方法ではアオサを効率よく増

殖させることは難しいことがわかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.3 籠を用いたアオサの育成実験の様子（左：大型アオサ籠、右：小型アオサ籠） 
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 以上の結果から、本実験ではワカメを主たる対象種として大規模育成を行い、そのバイオマス

利用についての検討を行うこととした。しかし、磯場、人工干潟など本研究における他の実験区

においてはアオサが大量に発生することも予想されることから、アオサ類のバイオマス利用につ

いても検討を加えることとした。 

 

(3) ワカメの大規模育成 

 平成 13年度冬から平成 14年度春にかけて行った、ワカメを対象とした実験筏を用いた育成実
験により、以下の結果が得られた。 

 水深 0.5-2.5 m程度でもっとも良好な成長が見られ、ワカメの藻体は全長 2.3 m程度に達し
た。一方、水深 3-4 m程度がワカメの生育限界水深であり、それ以下ではほとんど成長が
みられない。 

 収穫は４月頃が適当であり、垂下ロープ１本あたり湿重量で 5-10 kg、乾燥重量で 450-800 g
程度の収量が得られた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図4.2.4 実験筏で育成した褐藻ワカメ（全体と胞子葉）と紅藻ツルシラモ 

 

 上記の結果をふまえ、より低いコストでワカメを育成するため、平成14年冬から平成15年春
にかけては、水面に水平に設置したロープを用いた方法での育成を行った。また平成15年冬か
ら平成16年春にかけては、高密度に育成した場合の影響を明らかにするため、異なる育成密度
条件下での比較実験を行った。 
 平成１４年度の実験では、水平に設置したロープから垂下する方法でも、筏による実験と同

様の育成結果が得られた。しかし、平成15年11月は水温が下がるのが遅く、そのためワカメ種苗
のかなりの部分（特に水深 3 m 以深の部分）が障害を受けた。このため、収穫時にも全体とし
て平成１３年度、１４年度よりは相当程度収量が低く、また設置場所により種苗の状態が大き

く異なるため、育成密度の効果については十分な検討が行えなかった。しかし、それぞれの実

験区の中で比較的収量の高い垂下ロープが含まれる比率や最高収量を考えると、今回もっとも

高い密度で育成したものでは、より低い密度で育成したものと比べるとやや収量が低くなる傾

向が認められた。すなわち、垂下ロープを密植することにより単位面積あたりに設置できるロ
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ープの数は増えるが、密稙によって藻体に到達する光量が減少したり、栄養塩の吸収やガス交

換に必要な海水の流動が不十分になるためワカメの生育が阻害される。結論として、垂下ロー

プを水平距離で0.5-1 m 程度の間隔を開ければ育成は十分可能で、この場合、水面 100 m2 あた
り乾燥重量で 30-100 kg 程度のワカメが収穫できると判断した。 
 

 

 
 

図4.2.5 水面と水平に設置したロープから垂下したロープでのワカメの育成 

 

 

 
 

図4.2.6 育成密度の影響を明らかにする実験による育成結果 

（左側手前低密度；右側奥高密度；右側手前中密度） 
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4.2.3 海藻バイオマスの利用 

(1)収穫されたワカメの成分分析と肥料化 

  肥料としての利用を検討するためには材料となる海藻類のリン酸・窒素・カリウムの含有比、

有害物質の濃度などの把握が必要であり、このため尼崎港において収穫されたワカメの乾燥藻体

を対象に、主要無機成分と重金属の含有量を調査した。また、堆肥化したのち、肥料としての有

効性を確かめるため、コマツナをもちいた育成試験（農林水産省農蚕園芸局長通達 1943号の「植
物に対する害に関する栽培試験方法」をもとに実施）を行った。 

 育成されたワカメの成分分析、堆肥化・食害試験により、以下の結果が得られた。 

 収穫されたワカメには乾燥重量あたり約 2-2.5 %の窒素、約 0.3 %のリン酸、約 10 %のカリ
ウムが含まれており、垂下ロープあたり窒素 10-20 g、リン酸 2-3 g、カリウム 40-70 g 程
度を取り上げることが出来る。これは水面 100 m2 あたり、窒素 0.6-2. kg、リン酸 0.09-0.3 
kg、カリウム 3-10 kgに相当する。 

 収穫されたワカメに含まれる重金属は、乾燥重量あたりヒ素 0.0012 %、カドミウム 
0.000018 %、水銀 0.000005 %、ニッケル 0.001 %以下、クロム 0,003 %、鉛 0.00037 %程
度であった。これらはいずれも肥料としての利用には問題のないレベルにある。 

 収穫されたワカメは堆肥化することにより、肥料としての利用が可能である。しかし、通

常の生ゴミなどと比較すると堆肥化に相当程度長い期間を要し、効率的な堆肥化にはさら

に研究開発が必要である。 
 堆肥化したワカメはコマツナを使った実験から発芽阻害は見られず、また植物育成促進効

果があることが確かめられた。しかし、その性能はバーク肥料と比較するとやや劣るため、

混合成分などにさらに検討が必要である。 
 

 
図 4.2.7 収穫されたワカメの堆肥化 

図 4.2.8 ワカメ肥料植害試験 コマツナ播種 21 日後  

（上段ワカメ肥料；中段対照肥料；下段非施肥） 

標準 2倍量 3倍量 4倍量

海藻堆肥 

対照肥料 

標準区 

標準 2倍量 3倍量 4倍量
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CH4 CO2 その他

バッチ試験 37.0 0.0 3.5 0.0 59.5
連続流通試験 15.7 7.8 15.6 19.8 41.1

ガス回収比率（％） 非回収比率
（％）

液回収比率
（％）

(2) バイオマスガス化 

  
実験試料としては、大阪湾内に生息しているアオサを適宜採取したものを用いた。このうち平

成 14年 2月 4日にりんくう公園にて採取し、洗浄後乾燥させたアオサの成分を表4.2.1に示す。
ドライベースで炭素成分が 37.8％であった。 
アオサバイオマスガス化の前処理として、①アルカリ処理（90℃の NaOH溶液中で 10分間処

理）、②酸処理（90℃HCｌ溶液中で 10分間処理）、③粉砕処理（蒸留水を加えてミキサーでペー
スト状に粉砕）、④熱処理（蒸留水を加えてオートクレーブ 170℃、30分間処理）、の４種類の方
法で可溶化を行ったところ、図 4.2.9のような状態となり、表 4.2.2の可溶化率となった。可溶

化率は熱処理が一番高く、約 50％となった。 
 
表 4.2.1 実験用乾燥アオサの成分       表 4.2.2 アオサの可溶化試験結果 

 
分析項目 単位 測定結果 
水分 (%) 14.3 

灰分 (%-DB) 17.3 
C (%-DB) 37.8 

H (%-DB) 5.1 

N (%-DB) 4.9 
P (%-DB) 0.2 

元
素
分
析 

S (%-DB) 3.2 

※%-DBはドライベースを示す 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.2.9 各種可溶化処理を施したアオサの様子 

 
a) 超臨海水によるガス化 
 超臨海水を用いたガス化実験は、可溶化を行わないアオサを用いたバッチ試験と、熱処理によ

る可溶化を行ったアオサを用いた連続流通試験の 2種類を行った。バッチ試験では、内容量 800 
mlの撹拌器つきオートクレーブを用い、30 gの試料を、400 ℃、30 Mpaの条件下で 60分間反
応させた。また連続流通試験では、450 ℃、30 Mpaの条件下で反応時間が 5分間になるように
熱処理後の試料を連続供給した。 
各実験によって得られた生成物のうち、炭素成分をアオサ試料中の炭素量で割った値を表

4.2.3に示す。可溶化していない試料を用いてバッチ試験を行った結果、ガス化できたものがわ

ずか 3.5％に留まり、そのほとんどが二酸化炭素であった。これに比べ、可溶化した試料を用い
て連続流通試験を行ったところ、43％がガス化し、メタンガスとして 7.8％が回収された。 
 

表 4.2.3 各実験で得られた炭素成分の比率（炭素収支） 
 
 
 
 
 

S-TOC(mg/L) 可溶化率(%)
アルカリ処理 3800 23.3
酸処理 6600 40.4
粉砕処理 2730 16.7
熱処理 8290 50.8

 

注）S-TOC：可溶化処理した溶液の 
溶解性全有機炭素 
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b) メタン発酵によるガス化 
 メタン発酵によるガス化実験は、10lのジャーファーメンターを用いた馴養期間を調べた実験
と、100 ml バイアル瓶を用いたアオサの洗浄前処理の有無による発酵効率の違いを調べた実験
の 2 種類を行った。馴養期間を調べた実験では、種汚泥として下水処理場より得た下水汚泥を
35 ℃に保ち、洗浄粉砕処理したアオサを稼働開始日より毎日 20～30ｇの割合で投入し、ガス発
生量を測定した。また洗浄処理の影響を調べた実験では、あらかじめジャーファーメンターで十

分馴養された種汚泥を 35℃に保ち、洗浄粉砕処理したアオサおよび粉砕処理のみ行ったアオサ
を 2 g/lの割合で投入し、ガス発生量を測定した。 
図 4.2.10に示した馴養期間を調べた実験の結果を見ると、実験開始後約 20日でガスが発生す

ることがわかる。図 4.2.11に示した洗浄処理の影響を調べた実験の結果を見ると、ガス化効率

は落ちるものの、無洗浄のアオサペーストでもガスが発生することが確認できる。また洗浄アオ

サペーストでは 20日後でアオサ 1gあたり約 400 mlのガスが発生しており（ブランクでの発生
量を差し引けばよい）、その 50％がメタンとすれば，乾燥アオサから得られるメタンガスの発生
量は約 200 ml/gで、約 34％の炭素がメタンとして回収されたことになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2.10 ジャーファーメンターを用いた馴養期間に関する実験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2.11 バイアル瓶を用いた洗浄処理効果に関する実験結果 
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4.3 エコシステム護岸 

 

4.3.1 目的 

 溶存酸素の不足することの無い水深帯に護岸付帯式の床を設け、そこに堆積物食生物を

はじめとする多様な生物の定着を促し、滞りの無い物質循環を形成させることを目的とす

る。 

 

4.3.2 実験プラント設置および調査方法 

(1) 事前調査 

1) 溶存酸素の鉛直分布 

2001 年 10 月 2 日に溶存酸素濃度の鉛直分布を測定し、

貧酸素の影響を受けない水深帯を把握することができた

（図 4.3.1）。秋季にも関わらず貧酸素水塊は残っており、

底層では 1.5mg/l 以下を示す。実験プラントの設置水深帯

の表層部でも 4mg/l 以下と生物が忌避を起こす濃度

3.5mg/l に近い値であった。 

2) 生物調査 

 尼崎港湾内の緩傾斜護岸の壁面、各水深帯で付着生物の

剥ぎ取り調査を行った。 沖洲港と比較して付着生物の種類

数は少なく、沖洲港では潮間帯下部の方が種数は増加する

ものの、尼崎港ではその傾向はみられない。また堆積物食

生物が多いことと藻食の動物がほとんど見られないことが特徴であった。付着動物量は潮

間帯下部では両港湾ともに減少するが、その傾向は尼崎港で著しかった。また一般には緩

傾斜護岸上では単位水深帯あたりの生物生息場が増加するために、生物種、量ともに豊か

になると期待されたが、尼崎港ではそのような傾向は見られなかった。このように尼崎港

湾内では物理的な環境よりも水質の方が支配的な要因となっていることが示唆された。 

(2) 実験プラントの概要 

 実験プラントは護岸に敷設する形式をとる。図 4.3.2 に示すように形状はＬ字型をして

おり、1 基の底面は横幅 3.0ｍ、海側に 1.5ｍの大きさを持つ。また底面は夏季に発生する

貧酸素の影響を受けない高さ、DL-0.5m、DL-1.0ｍ、DL-1.5m にそれぞれ 3 基（以下、type 

A、B、C）設けた。また底面は連続性を保つため、各基の段差 50cm を部材で傾斜にした。 

 

 構造物の底部には φ80-150mm の礫と骨材粒径 15-20mm を持つ φ15cm の球状ポーラスコ

ンクリート（以下、PC）を敷設した。底面部材を敷き詰める厚さは 30cm 程度とし、表層部

に礫、下層部に球状 PC を置いた部分とそれらの順を入れ替えた部分の 2 通りの方法で敷設

した。 

(3) 検討項目 

 2002 年度と 2003 年度の調査結果から以下の解析を行った。 

①夏季の貧酸素化、②生物多様性と堆積物食生物、③ムラサキイガイの摂餌、排泄および 

図 4.3.2 エコシステム護岸正面及び断面図 

図 4.3.1 DO の鉛直分布
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脱落に伴う物質循環、④沈降物の酸素消費活性、⑤港湾における負荷削減効果 

(4) 調査方法 

1) 水質 

水質調査は、2002 年 3 月に構造物を設置した後、水質計を用いて約 1 ヶ月毎に溶存酸素

を測定した。調査地点は既設構造物前とした。  

2) 底質 

沈降物は実験プラント底部と海底、既設構造物の底部で、直径 82mm、高さ 255mm 筒形の

容器を設置し、 24 時間後回収した。採取された沈降物は遠心分離し、酸素消費実験の試

料とした。分析は O2 UP TESTER を用いて水温 25℃の暗条件下で攪拌しながら行った。 

3) 生物相 

生物調査は、坪刈り調査、目視観察、水中カメラを用いた撮影観察、脱落生物調査をお

こなった。坪刈り調査は、既設構造物の壁面の 1m 間隔を剥ぎ取り、採取した。また、構造

物 A、B、C の底部の礫、 PC を採取し、実験室内で破壊し、そこに生息する生物を採取し

た。試料中の生物は種の同定と、個体数、湿重量を測定した。  

 

4.3.3 調査結果および考察 

(1) 夏季の貧酸素化 

DO は夏季において 2003 年の夏季には type B、C の水深帯である D.L.-1.0m 以深でも貧

酸素化の基準である 3.5mg/l を下回ることがあった。2003 年夏季以降の DO は前年と比較

して DO の回復が遅く、2003 年 10 月 24 日の調査において D.L.-1.5m では 2.9mg/l であっ

た。また、プラント底部直上水の DO は同水深帯のそれと比較して継続的に低かった。これ

は底部材料の礫や PC に付着した生物活動などによって DO が消費されていたためと考えら

れる。 

 
(2) 生物多様性と堆積物食生物 

 図 4.3.4 に既設護岸海底、type A、type B、type C 底部における種類数および堆積物食

生物の個体数の季節変化を示す。種類数は 2002 年 5 月において実験プラントを設置して 2

ヶ月程度しか経過していないものの、既設護岸と同程度であった。また、一年を通じて実

験プラントが既設護岸よりも概ね高い傾向にあった。これは底部に生物の定着を促す PC

などの部材を用いたことや DO の豊富な水深帯に底部を設けたことが要因であると考えら

れる。堆積物食生物の個体数は既設護岸と比較して、実験プラント底部において高い傾向

にあった。特に貧酸素化の進む夏季においては個体数の差は顕著であり、2003 年 8 月には

既設護岸の 10 倍以上の堆積物食生物が実験プラント底部で確認された。これも同様に PC

などの部材を設けた結果であると考えられる。これらの結果から既設護岸と比較して実験

プラントでは多様な生態系が形成されており、特に堆積物食生物が多いことから、エコシ

ステム護岸は有機物の負荷を受け止める機能、すなわち懸濁物を起点とする物質循環の改

善を促す機能を有していることが示唆された。 
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図 4.3.3 DO の季節変化 
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(3) ムラサキイガイの摂餌、排泄および脱落に伴う物質循環 

 ムラサキイガイの殻長組成、個体数、水温から摂餌、排泄量を推算することを試みた。

用いた各パラメータを表 4.3.1 に示す。ここでの POC 濃度は 0.5mg/l を用いた。また 2003

年 8月に剥ぎ取り採取したムラサキイガイの殻長を測定し、パラメータに用いた（図 4.3.5）。  

 既設護岸の単位幅壁面上のムラサキイガイ個体群は 527.6gC/day を摂餌し、318.7gC/day

を排泄しており、type C では 336.0gC/day を摂餌、203.0gC/day を排泄している結果とな

った（図 4.3.6）。type C よりも深い水深帯の壁からは 115.7gC･day-1の排泄物が海底に負

荷されていると考えられる。脱落生物同様に排泄物は貧酸素化した海域の中では汚濁負荷

となるが、エコシステム護岸の設置によって排泄物由来の汚濁負荷を 64％削減していると

試算された。また既設護岸におけるムラサキイガイ脱落量は 1ｍ幅あたり 585gC/month で

あった。矢持ら(3)が行った大阪湾南部の尾崎地先の調査では 900 gC/month であり、類似し

た結果が得られた。また 2002 年 8 月の調査結果からは、ムラサキイガイの脱落量の約 56％

を受け止めることを把握できた。これらのことからエコシステム護岸の設置によって、ム

ラサキイガイ由来の有機物負荷量の 64％を削減する効果を有していることがわかった。 

表 4.3.1 ムラサキイガイパラメータ 

ＤＬ+1.0 ＤＬ±0.0 ＤＬ-1.0 ＤＬ-2.0 ＤＬ-3.0

 個体数 （ind・ｍ
-2

） 620 13600 6400 6530 140

 水温 （℃） 28.5 28.1 27.1 25.9 25.7

 軟体部乾燥重量推定式 （dry mg)

 軟体部炭素量換算式 (mg C)

 炭素同化率

 摂食量推定式
86.4×（0.0000496×L

2.72
）

0.77
×Rt×POC（mg・ｌ

-1
）

Rt=0.00326×T+1.78　　（25＜T≦30）　　　　
(1)

39.6%     
(2)

（mg C・ind
-1

・day
-1

）

0.0281×L
2.86

　　L：殻長(mm)

0.33939×DW
1.0154

　　DW：軟体部乾燥重量　(mg)

 
 

    a) 種類数           b) 堆積物食生物個体数 

○：type A □：type B △：type C ●：既設護岸 

図 4.3.4 種類数および堆積物食生物個体数の季節変化 
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図 4.3.6 ムラサキイガイの物質循環 
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(4) 沈降物の酸素消費活性 

 図 4.3.7 より、単位炭素重量あたりの沈降物の

酸素消費量は既設護岸前が護岸沖と比較して高か

った。またこのときの沈降物の TOC flux も既設護

岸前が高かった。護岸近傍に設置したセジメント

トラップには、懸濁物食動物の排泄物由来の沈降

物が多く採取されており、護岸から 20ｍ離れた所

で採取された沈降物とは性状などは大きく異なっ

ていた。このことから護岸近傍の沈降物には懸濁

物食動物の排泄物を含む、酸素消費活性の高い物

質が多く負荷されていると考えられる。有酸素層

に設置されたエコシステム護岸はこのような酸素

消費活性の高い物質を一旦受け止め、好気性分解

や生物利用を促し、海底での酸素消費を削減する

機能があると言える。 

(5)尼崎港の環境改善効果の試算 

 沈降有機炭素量と(4)で測定した沈降物の酸素消費速度から 1m2 あたりの酸素消費量を

算出すると、既設護岸直下では 1.96gO2/m
2/day、沖では 0.64gO2/m

2/day と、既設護岸直下

の方が約 3 倍酸素消費量は大きかった。また同時期の一次生産量 2.76gO2/m
2/day と単純に

比較すると、既設護岸直下での沈降物による酸素消費量は一次生産量の 71％に相当してい

た。次に尼崎の港湾全体で考えると、護岸近傍を除く水域では沈降物によって 131kgO2/day

の酸素が消費されるが、護岸近傍では全沈降物の酸素消費量の 17％に相当する 27kgO2/day

の酸素消費が生じていると推定された。港湾内の一次生産量は 569kgO2/day と酸素消費量

よりも大きいが、これは水面から 2ｍ以浅の表層部で生じていることである。 

 エコシステム護岸はこの有酸素層で活性の高い酸素消費物質を一旦受け止め、そこで好

気分解や堆積物食動物などの餌として利用させ、海底付近での激しい酸素消費を防ぐとい

う考えである。実測すると 1.96gO2/m
2/day の酸素消費速度に対し、2.76gO2/m

2/day の一次

生産があり、エコシステム護岸の床付近の表層部では酸素収支は足りており、かつ海底部

での沈降物由来の酸素消費量の 11％を削減することができると言える。 

 

4.3.4 まとめ 

 エコシステム護岸のプラント実験から、本護岸を設置することで下記に示すように港湾

の懸濁物を起点とする物質循環を改善できることが示唆された。 

① エコシステム護岸は既設護岸と比較して、種類数は一年を通じて高く、貧酸素の進行

する夏季において堆積物食生物の個体数が維持されることが期待できる。 

② ムラサキイガイにおける海底への負荷は脱落生物によるものよりも、排泄物によるも

のの方が大きかった。このムラサキイガイ由来の有機物負荷はエコシステム護岸を設

置すると 64％削減されると評価できた。 

③ 酸素消費活性の高い物質を受け止め、エコシステム護岸底部の有酸素層において好気

的に分解または生物に利用され底層での酸素消費量を低減していることが示唆された。 

④ 港湾すべての護岸にエコシステム護岸を採用すると、沈降物の酸素消費量を 11％抑制

し、港湾全体の物質循環経路を改善する機能を有していることが示唆された。 
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4.4 人工干潟 

4.4.1 研究目的 
沿岸域における有機汚濁対策として、下水道整備に代表されるような流入負荷削減のための対

策や、浚渫，覆砂などの底質改善策などがかなりの費用をかけて実施されてきている。しかしな

がら、東京湾・大阪湾などのように過度に富栄養化が進行した水域では、あまり実効があがって

いないのが現状である。これは、かつて干潟や藻場が担ってきた水質浄化機能が、場の物理的喪

失によって大きく損なわれたことが大きな原因ではないかと推定されている。そのため劣化した

干潟を修復したり、あるいは人工的に干潟を造成することにより、少しでも過去の自然浄化能力

を取り戻し、水質改善につなげることが求められている。 
 尼崎港において、様々な環境修復の要素技術を最適に組み合わせ、生物体を中心とした有機物

や栄養塩の有効利用を通して、総体として物質循環の機能が円滑に行われ、海水の浄化や生態系

の回復を図ることが求められている。要素技術の組み合わせを考える前提として、富栄養化が過

度に進行した尼崎港において、個々の要素技術が果たして機能するかどうかを見極め、機能する

とすればその条件を整理することが必要である。ここでは干潟を取り上げ、尼崎港内に実証試験

の場として造成し、基盤としての干潟地形や生物の定着をモニタリングする。 
本研究においては、特にアサリなどの生息が可能な干潟を造成するため、必要な底質材料を選

定し、干潟地形が安定して存在するように、周辺の波動条件などから地形の勾配を算定するなど

の設計を行った後に、干潟を現地施工する。造成後には、地形の変化特に沈下量や、波等による

洗掘・堆積量を追跡調査するとともに、生物加入・定着状況を詳細にモニタリングする。生物の

加入については、特に幼生や親生物の加入の有無など、加入の機構がわかるような調査を実施す

る。また、特にアサリの定着を促進するため、予め赤穂干潟沖で採取されたアサリを養成かごに

入れ、人工干潟上に設置し、その後の成長をモニタリングする。 
自然再生の技術は未完成であり、様々な環境条件に依存するために不確実な部分が多い。従っ

て、ある事業が目標像を定めて始められても、しばしば当初の目標とは異なる結果が生じやすい。

予めこのような不確実性を見込み、作っては少しずつ手直しをする、順応的管理（Adaptive 

Management）が必要とされる。人工的に造成した干潟の管理においても、造成後に当初設定した

目標とのズレを修正することは重要である。従って，当該実証実験では、干潟の洗掘・沈下など

の物理的な地形変化の様子や、生物の定着の様子から、必要に応じて手直しを行う、Adaptive 

Management 手法の考え方を導入し、その手法の確立を目指す。 
 
4.4.2 人工干潟の概要 

 図 4.4.1 に干潟実証実験施設（以下，人工干潟と記す）の平面図を示す．図のように、人工干

潟は、側面は護岸と石積み堤，沖側は潜堤によって囲まれた 32m×12m の砂質干潟である。造

成時には中央粒径 0.56mm の海砂

が投入され，砂流出防止のため既

設護岸は吸出し防止材，石積み堤

は遮水シートで覆われている。 
 
4.4.3 人工干潟の形状・底質・底

生生物の追跡調査 

（1）現地調査概要 

  本研究では、尼崎港内に整備さ

れた人工干潟において、生物の生

息基盤となる地形の変化を追跡し

ながら、生物の定着をモニタリン

グする。図 4.4.2 に調査地点を示

す。さらに、アサリの生息が造成

干潟においてどの程度可能である

かを調査する。ここで、アサリの
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生息が困難な場合には阻害因子を探る事とした。 

 

（2）現地調査結果 

1)地盤高 

図 4.4.2 に示すように、干潟の沈下量を観測する目的

で干潟域に沈下板 3 基の測量ポイントを設置した。観

測は、1 回/月の頻度で実施し、各測点の沈下量の経時

変化を求めた。 
図 4.4.3 に各測点における沈下量の経時変化を示す。

図より、干潟域の沈下について、6 月までの造成後約 3
ヶ月で約 3cm の沈下量が確認されたものの、6 月以降

1cm 以内の変動値に収まっている。以

上から、施設の地盤沈下はほぼ収束す

る傾向を確認されており、沈下量に対

しても当初設計予測の範囲内に収ま

る結果を得た。 
 

2）砂面変動 

干潟域を図 4.4.4 に示すように 114
地点の格子にて分割し、（測線は、縦

方向に砂留潜堤を起点に 3m間隔の測

線を 5 本，１ｍ間隔の測線を 15 本設

定し、横方向に A～F の 6 測線を設定

した）各格子点における地盤高を 1 回

/月計測した。図 4.4.4 に代表的な砂面

変動を示すことを目的に、Ｃ測線，Ｅ

測線の断面形状の経時変化を示す。各

測線について、造成後 2 ヶ月までの 3 月

～5 月にかけて砂留め潜堤背後域（0～６

測線）で約 30cm～40cm 層厚の砂の流失

が確認された。造成後 4 ヶ月が経過した

7 月以降には大きな砂の流失はほとんど

確認されていない。砂面の変動は、潜堤

から岸へ向かって（水深が浅くなるに従

って）６測線～18 測線までの範囲で砂面

変動が小さく、18 測線～30 測線までの範

囲で 10cm 程度の変動が確認された。 
2002 年度及び 2003 年度は、尼崎付近

を通過する大きな台風も無かったことか

ら、造成材を補充する様な大きな外力が

干潟域に働かず、その結果として上記に

示した範囲で変動が収まったと考える。 
 

3）底質 

①粒度 

図 4.4.5 に平成 15 年 8 月に測定した粒度分布の結果を示す．岸沖方向の粒度変化をみると，潜

堤背後（潜堤から 3m）および岸側（潜堤から 23m）の地点は，潜堤から 10，17m 地点に比べて

粗砂分の割合が大きく細砂・中砂分の割合が小さいことが分かった。潜堤から 10，17m 地点付

近の粒度は，平成 14 年度の調査によると干潟造成以降，粒度変化が小さいことが報告されてお
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り，今回の調査結果と平成 14 年度後半の結果を比較すると，変化は小さかった。そのため，こ

の地点では，干潟造成に用いた盛砂の粒度が現在も比較的に維持されていることが分かった。潜

堤背後および岸側の地点での粒度は，10，17m 地点のものに比べて粗砂の割合が大きいが，こ

れは細砂・中砂分が流出したためと考えられる。 
②強熱減量 

図 4.4.6 に強熱減量の結果を示す。強熱減量は，1.0～2.5%となった。分布に関しては，比較的

に土粒子の粒径が大きい潜堤背後（潜堤から 3m）および岸側（潜堤から 23m）の地点で低く，

土粒子の粒径が小さい潜堤から 10，17m 地点で高くなる傾向を示した。 
③酸揮発性硫化物 

 図 4.4.7 に酸揮発性硫化物の結果を示す。B 測線上の潜堤から 10m 地点において 0.29mg/g と高

い値を示したが，その他の地点では 0.2mg/g 以下であった。分布に関しては，潜堤背後（潜堤か

ら 3m）および岸側（潜堤から 23m）の地点で低く，潜堤から 10，17m 地点で高くなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）底生生物（マクロベントス） 

①調査概要 

  図 4.4.8 に示す St.1～5 の 5 地点において、底生生物の種類数・個体数・湿重量を測定した。 
②主な結果 

  図 4.4.8 に底生生物調査結果を示す。干潟域の底生生物についてみると、各調査地点ともに湿

重量・種類数ともに増加傾向にある。個体数についてみると、干潟造成後の初期にはヨコエビ等

の節足動物が優占し、その個体数が大きく影響して５月にはマクロベントス総個体数が極大値を

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0 5 10 15 20 25

潜堤からの距離 (m)

強
熱

減
量

 (
%
)

LINE B

LINE D

LINE E-F

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0 5 10 15 20 25

潜堤からの距離 (m)

酸
揮

発
性

硫
化

物
(㎎

／
g)

LINE B

LINE D

LINE E-F

 図 4.4.7 酸揮発性硫化物の分布 

図 4.4.8 底生生物調査結果 
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示した。この時期の節足動物を除外すれば、個体数についても調査期間にわたってほぼ増加傾向

にあるといえる。優占する種類については、動物の門ごとにみても、季節ごとに大きく変動して

いる。造成初期には節足動物が優占していたが、H14 年８月以降に軟体動物（主として二枚貝類）

が出現し、同年 11 月には優占するようになった。また、底生生物の個体数，湿重量は、岸側の

地点から沖側の地点に向かって増加し、潜堤に最も近い地点で減少する傾向を示した。底生生物

の湿重量でみると、軟体動物が卓越しており、軟体動物のほとんどがイガイ科（主にホトトギス

ガイ）とアサリで構成されていた。特に、イガイ科（ホトトギスガイ）が潜堤背後から 18m の

地点の範囲でマット状に生息していることが現地調査で確認された。 
図 4.4.9 はイガイ科とアサリ湿重量の岸沖方向分布を示す（調査日：H15 年 8 月）。イガイの湿

重量は潜堤から 3，9m の B 測線上で特に大きいことが分かる。一方、同 3、9m におけるアサリ

の湿重量をみると、B 測線上での値は D、E-F 測線上に比べて小さくなる傾向を示した。 

 

5）干潟前面での航跡波 

干潟内へ入射する波高の大きな波は，主に航跡波であることが分かった。そこで，干潟前面で

航跡波を対象とした波浪観測を行った。その結果，波高は平均で約 10cm，大きなものでは 20cm
程度であることが分かった。また，周期は 2～4s 程度であった。 
 

4.4.4 Adaptive Management に対する考察 

（1）目的 

人工干潟では、物理的な攪乱が小さく砂面の

安定した場所で生物が多く出現したが、特定種

（主にイガイ科）に偏る傾向があった。本検討

では、流れ場の数値計算などを行い、人工干潟

における物理環境条件と二枚貝の種類や個体数

の関係を整理し、二枚貝の生息条件を考察した。 
 

（2）二枚貝の岸沖分布に対する考察 

1）現地調査結果の考察 

①底質の化学的性質 

酸揮発性硫化物とイガイの個体数，湿重量の

結果を比較すると，双方の分布形状がよく一致

していることが分かる（図 4.4.7，4.4.9）。その

ため酸揮発性硫化物は，主にイガイ科のマット

化によって，マット下部が嫌気化して発生した

と考えられる。 
②アサリとイガイの関係 
アサリとイガイの湿重量の結果をみると，潜

堤から 3，9m 地点の B 測線上では，イガイの湿

重量が特に大きいことが分かる。この 3，9m 地

点のB測線上におけるアサリの湿重量は，同3，
9m 地点の D，E-F 測線での値に比べて小さくなっていることから，高密度に生息したイガイが

アサリの定着や成長に悪影響を与えた可能性が考えられる（図 4.4.9）。 
 

2）岸側領域の検討 

岸側の地点で生物量が減少する原因として，冠水時間の減少，砕波による底質攪乱の影響が大

きいと考えられる。以下に，冠水時間と砕波点について検討した。 
①冠水時間 
図 4.4.10 は，11，2，5，8 月および年間の干潟内における冠水時間割合を示したものである。

冠水時間割合は，生物量が減少傾向を示す領域では同様に減少することが分かった。また，冠水
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時間割合は月毎に変化するが，代表として年間の冠水時間割合をみると，生物量の多い潜堤から

9m 地点（割合：0.99）と少ない 23m（割合：0.87）での割合差は，約 0.1 であった。 
②砕波点 
観測された中で特に波高の大きな航跡波の波浪条件（波高 H=0.2m，周期 T=3.0s）で砕波点の

検討を行った。地形条件は，潜堤での地形変化を考慮せずに，海底勾配 1/35 の一様斜面とした。

砕波水深 hBは，首藤の解で換算沖波波高 0H ′を計算し，その値を用いて合田の砕波限界の実験曲

線より求めた。計算の結果，hB＝0.37m となり，M.S.L.においては，砕波点は潜堤から約 24m 地

点であることが分かった。この航跡波の砕波による底質攪乱の影響によって，生物の定着・成長

が抑制されている可能性が考えられる。 
 

3）潜堤背後領域の検討 

 潜堤背後の地点は，その他に比べ土粒子が粗いため，底面せん断力や渦，乱れのエネルギーが

大きいと考えられる。そのため，この地点で生物量が減少する原因として，底面せん断力や渦な

どの流れ場の影響が大きいと考えられる。そこで，「数値波動水路の耐波設計への適用に関する

研究会」が開発した数値波動水路（CADMAS-SURF（V4.0））を用いて，潜堤背後領域の流れ場

の計算を行った。 
①計算条件 

 計算は，観測された中で特に波高の大きな航跡波を対象として，波高 H=0.2m，周期 T=3.0s
の波浪条件で行った。潮位条件は M.S.L.とした。図 4.4.11 に計算領域を示す．潜堤は捨石と被覆

石により築堤せれているため，図中の で塗り潰す潜堤部は，空隙率 0.44，抵抗係数 1.00，慣性

力係数 1.20 のポーラスセルで与えた。 
 
 
 
 
 
 
 

②計算結果 
 図 4.4.12 に渦度絶対値 ζ の最大値，図 4.4.13 に流速ベクトルを示す。図 4.4.12 から，潜堤背

後の領域には，大きな渦度が発生していることが分かる。この渦度の発生は，図 4.4.13 に示すよ

うな，押し波時において潜堤と干潟の境界部で生じる剥離が主な原因であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

③波と生物の関係についての考察 

 数値計算により，潜堤背後領域では渦度の発生が確認された。この領域では，土粒子の粒径が

粗く，また，生物量も減少していることから，この渦による底質攪乱作用が生物の定着や成長に

悪影響を与えていると示唆される。 
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4.4.5 まとめ 

 現地調査ならびに波・流れの数値シミュレーションを行い，地盤や底質の変化過程や干潟生物

の定着に関する検討を行った。特に人工干潟における二枚貝の生息環境条件に着目し，その問題

点や改善方策を検討した。検討結果をまとめると以下の通りである。 
1）干潟砂面は，造成後約 4 ヶ月間は潜堤背後と潮間帯の一部で大きく変動したが，その後は安

定しており，大きな潜掘や堆積が生じていない。 

2）干潟内の通常時における物理的な攪乱は航跡波によるものであることが明らかになった。航

跡波の波高は大きなもので 20cm 程度，周期は 3s 程度であった。 
3）マクロベントスの生物量は，地形の変化が少ない地点で最も多く，岸側や沖側の潜堤背後で

減少する傾向が見られた。但し，イガイの湿重量が特に大きい地点では，アサリの湿重量が

相対的に小さめであった。 
4）酸揮発性硫化物の分布は，ホトトギス貝を中心としたイガイ生物量の分布とよく一致してい

るため，主にイガイのマット直下が嫌気化したことにより硫化物が発生したと考えられる。 
5）高密度に生息したイガイが，アサリの定着を阻害したり、あるいはイガイのマット下部で発

生した硫化物がアサリの成長に悪影響を与えた可能性が考えられる。 
6）岸側の生物量が減少する領域では冠水時間が相対的に少く底質の粒子が粗いこと，航跡波の

砕波点はこの領域内にあることが分かった。また，イガイのマットが覆う面積は，平均水位

が低下して冠水時間割合が減少する秋期において，減少した．これらにより，岸側では，冠

水時間の減少による乾燥化と砕波による底質攪乱が生物量の減少や種間競争に大きな影響を

与えていると考えられる。 
7）数値計算により，潜堤背後の領域では，他の領域に比べ非常に大きな渦度が発生することが

分かった。この渦による底質攪乱が，生物の定着や成長に悪影響を与えていると示唆される。 
8）尼崎港内部のような過栄養で静穏な水域において，アサリなどの有用二枚貝の生息場を確保

するためには，競合するホトトギス貝のマット化を防止することが重要である。そのために

は，物理的な攪乱を増やす対策を講じる事が順応的管理手法の一環として重要であると考え

られる。 
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4.4.6 二枚貝による水質浄化手法の開発と評価 
 
(1) 目的  

尼崎港内において実施する環境修復の目標は、透明度の向上および溶存酸素(DO)の改善であ

り、これを実現するためには、流入する栄養塩類を低減させ、また、港内で栄養塩を有効に循

環させることが必要となる。本プロジェクトの一環として、尼崎港内に人工干潟（以下、人工

干潟とする。）が造成されたことから、人工干潟を用いた生物による水質浄化の実証実験を行っ

た。ここでは、ろ過食性による浄化機能を有する二枚貝であり、我が国の干潟での在来種であ

るアサリによる水質浄化手法の開発と評価を行うことを目的とした。さらに、将来的には港内、

沿岸あるいは干潟生態系を修復し、食物連鎖を介した物質循環系による栄養塩類の循環および

低減が必要となることから、アサリに対する競合種を含めた浮遊幼生・着底稚貝調査を実施し、

さらに系外への栄養塩類除去の主要な担い手となる魚類調査を実施し、物質循環系構築のため

の布石とした。 
  

(2) 調査手法と結果の概要 

1）人工干潟におけるアサリの生残率、成長、再生産 

人工干潟においてステンレス製かご（図 4.4.14）中に、標準サイズ（殻長 20～34mm 殻高

10～17mm、殻幅 12～24mm 湿重量 2～8g）のアサリを 100 個体入れて養成した。１ヶ月に１回

の頻度で生残率、湿重量、殻長、殻高、殻幅を測定した。2002 年度３月の養成開始後、同年度

７月までは順調な成長を示した。しかしながら、同年度８月の海水の貧酸素化、競合種（ホト

トギスガイ）による底質のマット化が起こると、生残率は激減し、養成中の全個体が死亡した

（図 4.4.15）。 

 同時期に干潟内でアサリの稚貝（殻長 9～18mm、殻高 6～12mm、殻幅 4～8mm、平均湿重量

0.13～0.91g）が多数発生した。これらをかごの中で養成したところ、良好な生残率、成長（図

4.4.16）を示した。人工干潟上で稚貝が着底し成長することは、2002 および 2003 年度の両年

度において見られ、人工干潟におけるアサリの再生産が可能となっていることを示している。 

 

図 4.4.14 アサリ養成用ステンレス製かご（上写真；斜め前方から 下写真；上方から） 

かごのサイズ等；縦および横 45cm、深さ 25cm、網目 5mmの正方形 

図4.4.15　人工干潟におけるアサリの

生残率の変化

0

20

40

60

80

100

M
ar
-0
2

A
pr
-0
2

M
ay
-0
2

Ju
n-
02

Ju
l-
02

A
ug
-0
2

生
残
率

(%
)

図4.4.16　人工干潟における稚貝の
湿重量の変化

0.00
0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
1.20

S
ep
-0
2

O
ct
-0
2

N
ov
-0
2

D
ec
-0
2

Ja
n-
03

Fe
b-
03

M
ar
-0
3

湿
重
量

(g
)

 
 



4 - 26 

2)人工干潟におけるアサリによる栄養塩類の固定 

1)におけるアサリの養成において、順調な成長を示した 2002 年 3 月～同年 7月までの 4ヶ月

間に、アサリにより、窒素 18.8(g/m2)、リン 1.86(g/m2)の固定が行われたと計算される。この

値は新舞子干潟、甲子園干潟等の既存の干潟に匹敵するものである。この結果から、尼崎港内

の全窒素現存量(22.3(t)9)=22.3×106(g)）をアサリによって固定するとすれは、必要な干潟の

面積は以下のように推算される。 

22.3×106(g)／ 18.8(g/m2)=11.9×105m2 

 尼崎港内の港内総面積が 22.7×105m2、また、水深 10m 以浅の海域の面積が 12.6×105m2である

ことを考慮すると、港内海域総面積の 52.4%、水深 10m 以浅の港内海域総面積の 94.4%に相当す

るアサリが生息可能な干潟は、机上の計算の上では尼崎港内の全窒素を 4 ヶ月間で除去する能

力を持つと算出される。 

3)アサリ養成手法の検討 

アサリをかごの中で養成することによる生残率の減少、成長の阻害の有無を確認するため、

アサリが自生する半自然海岸である赤穂海岸（兵庫県赤穂市）において尼崎港内と同じ条件で

養成実験を行い、生残率、成長を比較した。対前月の生残率が 92%を下回ることはなく、急激

な生残率の減少は見られなかった。また、18 ヶ月間のかごの中の養成で湿重量が 2 倍になる等

の結果が得られたことから、成長の阻害は見られなかった。これらの結果から水質浄化を評価

する手法として、本研究で行った、かごを用いるアサリ養成手法を適用することに問題はない

ことが確認された。 

4)生息環境調査 

 アサリ等の生物の生息に適した環境条件を把握するため、人工干潟内の溶存酸素(DO)、塩分

量、底質の硫化物等を測定した。2002 および 2003 年度の７月から 11 月にかけて DO が 3mg/L

を下回る貧酸素化が見られた。塩分は 9～30‰の間で推移した。また、硫化物は貧酸素化に

伴って増加した。さらに、夏季にはホトトギスガイ、コウロエンカワヒバリ等のマット形成を

行う競合種の増加が見られ、多様な生物が生息するための環境の悪化が示された。 

5)種の保存または非難場所の確保 

 貧酸素化等の突発的な環境変動により生物の大量死が起きると、生態系の破壊に伴う物質循

環の途絶により、水質浄化能が大幅に減少する。このようなアクシデントを乗り越えて水質浄

化を途切れなく行うためには、人工干潟とは別の海域に種の保存または避難場所を設け、生き

残った個体による浮遊幼生の供給を行うことが、人工干潟における早期の生物個体数の回復を

もたらし有効である。この目的で、干潟とは別海域で砂を入れた養成容器を筏から係留してア

サリを養成した。本養成方法では人工干潟において生残率の激減が見られた 2002 年度の夏季に

おいても、40%の生残率が認められ（図 4.4.17）、種の保存または非難場所としての有効性が示

された。 

 

6)底質の攪拌（耕耘）による競合種の増殖阻

害 

 アサリの生残率の激減の原因となる、競合

種（ホトトギスガイ）のマット形成による、

大量死を防ぐため、養成容器の底質の攪拌

（耕耘）を行い、競合種の生育を阻害しアサ

リの生残率の向上を図った。１ヶ月に１回の

頻度（7;8 月は２週間に１回）で底質を攪拌

すると、マット形成は見られず、60%以上の生

残率が認められ（図 4.4.18）、この手法の有

効性が認められた。また、この攪拌はアサリ

の成長には影響を与えなかった（図 4.4.19）。 

 

図4.4.17　中間層に係留した養成器における
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図4.4.18　アサリの生残率に対する底質攪乱
(耕耘)の効果
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図4.4.19　アサリの成長に対する底質攪乱(耕

耘)の効果

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

Ju
l-0
3

Au
g-
03

Se
p-
03

O
ct
-0
3

湿
重

量
(g
)

 
 

7)浮遊幼生、着底稚貝 

 干満による海水の交換等を通じての近隣の海域から浮遊幼生が供給され、人工干潟内のアサ

リの再生産に対して影響を与える。この影響を把握するため、浮遊幼生、着底稚貝調査を実施

した。2002 および 2003 年の 5;6;10;11 月に浮遊幼生または着底稚貝が尼崎港内または人工干

潟で確認された。着底稚貝については、その検出値が低いこと、浮遊幼生については、観測さ

れた個体数の変動が大きいことから今後の継続的な調査が必要であるが、以下の点を示唆する

結果が得られた。人工干潟におけるアサリの再生産については、近隣の海域からの浮遊幼生の

供給による影響がある。また、浮遊幼生、着底稚貝には多数の競合種（ホトトギスガイ、コウ

ロエンカワヒバリ、ムラサキイガイ）が存在し、それらの成長、増殖への注意が必要であるこ

とが示唆された。 

8)魚類調査 

 魚類は、干潟における底生生物または付着藻類の捕食者であり、移動能力の大きさから過剰

な栄養塩類を港外へ排除することも期待されている。魚類について、現存量と成長量を把握す

るため、干潟に定置網を設置し、魚類を捕獲し湿重量等を測定した。2003 年 11 月 26 日調査で

は、マハゼ、セスジボラ、スズキ等 5種、湿重量 272g、2003 年 12 月 23 日調査ではスズキ、コ

トヒキ、カタクチイワシの 3 種、湿重量 69.7g を捕獲した。冬季の調査としては、一定量の存

在が確認できたことから、成長が盛んになる春季から秋季には魚類による栄養塩類の排除が行

われる可能性がある。 

 

(3) まとめと考察 

1）人工干潟において、アサリの生存の脅威となるものは貧酸素化と競合種によるマット形成と

考えられる。貧酸素化に対しては、成貝の生残率が激減した後にも稚貝発生が見られたことか

ら、種の保存の場を設けることにより早期の回復が見込まれることが明らかになった。競合種

のマット形成に対しては、底質の攪拌（耕耘）が有効であり、二枚貝の採取や浜遊びの場等と

して人が干潟に入ることも干潟の保全にとって考慮に値する。いずれの場合においても、近隣

海域からの浮遊幼生の供給が、回復を加速する。 

2)餌となる植物プランクトン等が豊富で、水温が比較的高めに維持される人工干潟では、1)に

示した脅威による生残率の激減がなければ、既存の干潟に匹敵する良好な栄養塩類の固定が行

われる可能性がある。 

3)干潟は魚類にとって産卵場、餌場、稚魚の育成場として重要な役割を持つ。本調査において、

魚類について一定量の存在が確認されたことから、今後は生活史の中で干潟を利用する魚類の

増加が予想される。魚類の増加により、生物による物質循環における、栄養塩類の港外への排

除量が増加する。このことは、人工干潟における水質浄化に対して、アサリのろ過食性による

透明度の向上と海水中の過剰な栄養塩類の低減との相乗効果を付与することになり、水質浄化

能の向上が期待できる。 
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4.5 磯および石積堤を用いた閉鎖性干潟 

4.5.1 目的 

  尼崎港内のような閉鎖性の強い海域においても水質浄化が期待される土木技術として、石積
堤（捨石堤）を用いた閉鎖性干潟がある。当該技術は赤井(1)によって提唱され、石積堤体の空

隙間に付着した微生物によって行われる接触酸化、水面の静穏化による沈殿作用、堤体での波

浪曝気など、様々な水質浄化機能を有しているといわれている。また、人工干潟の護岸は大型

の礫で被覆されており、磯としての生物生息空間を創出している。ここでは、閉鎖性干潟の石

積堤が有する水質浄化効果と付着珪藻や底生動物出現の特性を明らかにするとともに、磯の機

能を持つ人工干潟護岸における付着生物の出現状況を把握することを目的とする。 
4.5.2 閉鎖性干潟実験施設の概要 

尼崎港内に設置された石積堤を用いた閉鎖性干潟の様子を図 4.5.1 に、その形状・規模を図

4.5.2 にそれぞれ示す。施設を構成する石積堤は、堤体延長が 41m、堤体幅が堤体前面で 4m、
堤体側面で 1.5m～2m とした。また、堤体を通じて行われる内外水域の海水交換が堤体前面の
みで行うことを目的に堤体側面に遮水シートを敷設した。石積堤で囲まれた内水域は、幅 5m
×奥行 9m の矩形形状となっており、水深が満潮時には最大 OP+2.1m、干潮時には全域が干出
する構造となっている。また、内水面に造成した干潟の地盤高を OP＋0.75m～OP+1.5m の間で
4段に分割し、0.25m間隔の段差を設けた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.5.1 石積堤を用いた閉鎖性干潟の実証実験施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.5.2 石積堤を用いた閉鎖性干潟の形状および規模 
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4.5.3 閉鎖性干潟の調査方法 

  閉鎖性干潟実験施設造成直後から、水質、底質、底生生物の調査を行った。調査頻度は、水
質、底質については 1 回/月とし、底生生物は四季調査（4 回/年：5 月、8 月、11 月、2 月）と
した。水質調査は、石積堤による懸濁物質除去を中心とした水質浄化効果を確認することを目

的とし、石積堤内外（図 4.5.3 の St.4 および St.10）にて多項目水質計（堀場 U-10）またはバ
ンドン採水器を用いた採水により、表 4.5.1 に示す項目について計測・分析を実施した。底質

調査は、人工干潟との違いを明らかにすることを目的とし、閉鎖性干潟で 4 地点（St.1～St.4）、
人工干潟で 5 地点（St.5～St.9）において、表層下約 20mm 層まで採泥、粒度組成、全硫化物濃
度、強熱減量の各分析に供した。底生生物調査も人工干潟との比較を目的とし、底質の採泥地

点と同一の場所において、表層下約 20mm 層まで採泥、Chl.a（付着藻類量）を分析するととも
に、30cm×30cm の枠を用いて採取した泥を目あい 1mm のふるいに通し、ふるいに残った底生
動物を分析室にて測定した。 
 
 
        表 4.5.1 水質調査項目 

 

項目 調査地点 計測方法 

水温・塩分 

ｐH・DO 

電気伝導度 

堤内外水域 1

点 

・多項目水質計 

・表層から 50cm 間

隔 

濁度・ＳＳ 

Chl.a 

堤内外水域１

点 

・採水後室内分析 

・OP +1.75 で採水 

TOC・DOC 

T－N・T－P 

堤内外水域 1

点 

・採水後室内分析 

・OP +1.75 で採水 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5.3 閉鎖性干潟および人工干潟での調査地点 

 
4.5.4 閉鎖性干潟の調査結果 

(1) 水質 

水質チェッカーによる水質計測の結果を図 4.5.4 に示す。水温は各測点で差はなく、St.10 の
表層と底層にも顕著な差は見られない。塩分は港内の処理場および淀川の影響を強く受けるこ

とで値にばらつきが大きく、特に St.10（表層）では平均して 25 程度と低かった。なお、7 月
の調査時には降雨の影響のために各測点とも低い値となった。DO は St.4 の値が St.10（表層）
に比較して低くなっており、礫間接触酸化の効果が現れている。 
次に、採水後の室内分析結果を図 4.5.5に示す。濁度、Chl.aともに夏場まで内外の値に大き

な差が確認されなかたものの、8月以降に St.4の値が St.10の値に比較して低い傾向にあり、現
地では真夏に堤外域の海水がコーヒー色に懸濁した時にでも、堤内域は透明感のある水域を形

成していた。懸濁物質の除去率は堤外域の濃度が高いほど大きく、最大約 75%の除去率となっ
ている。これらの結果から、石積堤を用いた閉鎖干潟は、石積堤のフィルター効果と礫間接触

酸化効果により、外水域の懸濁物質濃度が高い場合でも内水域の透明度を確保できることがわ

かった。 

測線 L1 

測線 L2 

測線 L3 
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図 4.5.4 水質チェッカーを用いた石積堤内外の水質計測結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.5.5 採水分析による石積堤内外の水質計測結果 
 

(2) 底質 

図 4.5.6 に石積堤内の St.3 および人工干潟内の St.6 の粒度分布の経時変化を示す。ここで、
St.3 と St.6 は造成時には同じ地盤高であった。St.3 では施設が完成して約 1 年経過後も当初と
比較して大きな変化が見られないが、St.6 では完成当初に比較して細粒分が減少する傾向にあ
り、同じ時期に同じ材料で施工した St.3 より細粒分の割合が少ない。この結果から、石積堤で
干潟を囲むことで、当初の干潟域の設計条件である材料粒径、勾配、地盤高が安定して確保さ

れることわかった。 
(3) 底生生物 

図 4.5.7に各調査地点における Chl.a（付着藻類量）の経時変化を示す。調査地点別の比較で
は、閉鎖性干潟に設定した St.2，St.3 の Chl.a が他と比較して多い傾向にある。St.3 の 8 月の出
現量に着目すれば、同じ地盤高にある St.6 に比較して 2 倍以上確認された。また、現地での目
視調査でも閉鎖性干潟の付着藻類は夏場以降に密生していることが確認されている。これは、

内水域の底質が安定することで付着藻類が着生し易すくなったことや、内水域の透明度が高い

ことから付着藻類の一次生産量が人工干潟に比較して大きくなったためと推測できる。 
図 4.5.8、図 4.5.9 に閉鎖性干潟および人工干潟の底生動物の個体数および湿重量をそれぞ
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れ示す。人工干潟では各調査地点とも個体数・湿重量が増加傾向にある。干潟造成後の初期に

は節足動物（ヨコエビ）が優占しているものの、8 月以降には軟体動物（二枚貝類）も確認さ
れた。また、軟体動物の個体数は、水深が深い場所では増加傾向を示し、浅い場所では減少傾

向を示している。一方、閉鎖性干潟では、底生動物の個体数・湿重量ともに人工干潟に比較し

て極めて少ない。これは、石積堤で干潟を囲ったために底生動物の加入が減少又は遅れる傾向

にあるためと考えられる。これら結果から、今後も付着藻類を摂餌する底生動物の移入・加入

がなければ、閉鎖性干潟ではさらに付着藻類が繁茂し、内水域で有機物が蓄積されることが予

想される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5.6 St.3 および St.6 の粒度分布       図 4.5.7 各調査地点での chl.a 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.8 各調査地点での底生動物の個体数（左：閉鎖性干潟、右：人工干潟） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9 各調査地点での底生動物の湿重量（左：閉鎖性干潟、右：人工干潟） 
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2002.5.28

アオノリ属 1.6～2.9m ＋＋ 1.6～2.9m ＋＋ 1.7～3.3m ＋＋
3.7～6.0m － 3.5～6.5m ＋ 3.4～6.7m ＋

6.5～8.0ｍ － 6.7～8.0m －
イギス科 6m付近 ＋ 6.5～8.0m ＋ 6.0～8.0m ＋

2002.8.23

タテジマフジツボ．ヨーロッパフジツボ．イワフジツボ 0.9～4.2m ＋＋＋ 0.9～2.6m ＋＋＋ 1.0～3.5m ＋＋
カンザシゴカイ科．チギレイソギンチャク 4.2～5.6m － 4.9～8.2m － 3.7～9.9m －

2002.11.20

タテジマフジツボ．シロスジフジツボ．イワフジツボ 3.0～4.1m ＋ 3.0～4.0m ＋＋ 2.7～3.8m ＋＋
ミドリイガイ．コウロエンカワヒバリガイ 5.1～6.5m － 4.8～7.5m ＋ 3.8～7.1m ＋
アメリカフジツボ．ヨーロッパフジツボ 4.5～6.0m ＋＋ 4.8～8.2m ＋＋ 4.5～8.0m ＋
カンザシゴカイ科 4.8～6.0m ＋ 6.3～8.2m ＋＋ 6.0～9.9m ＋
アオサ属 4.5～6.0m ＋
イギス科 4.5～6.0m ＋ 6.5～8.2m ＋＋ 6.5～9.9m ＋

2003.2.18

タテジマフジツボ．シロスジフジツボ．イワフジツボ 2.6～3.6m ＋ 3.2～4.3m ＋＋ 2.9～3.5m ＋＋
コウロエンカワヒバリガイ 3.8～6.5m － 5.0～8.0m ＋ 3.5～4.6m ＋
アメリカフジツボ．ヨーロッパフジツボ 4.0～5.5m ＋ 4.5～8.5m ＋ 4.1～7.5m ＋
カンザシゴカイ科 5.5～7.0m ＋ 5.0～8.0m ＋ 4.2～7.5m ＋
アオサ属．セイヨウハバノリ．イトグサ属 5.0～6.5m + 6.0～8.5m － 7.0m付近 ＋＋
アオノリ属 4.0m付近 － 3.7～5.4m ＋

L1 L2 L3

L1 L2 L3

L1 L2 L3

L1 L2 L3

アオサ属

4.5.5 磯の調査方法 

 磯機能を持つ人工干潟護岸については、付着生物の目視観察を中心に行った。2002 年 3 月に
人工干潟実験施設が造成された後、平成 14年度の調査では、2002年 5月 28日、8月 23日、11
月 20日、2003年 2月 18日の 4回、図 4.5.3に示した測線 L1～L3において付着生物の目視観
測を行った。2003 年 2 月に干潟の基盤を安定させるために護岸前面に捨石が投入され、水深約
3ｍ、幅約 8m のテラス状の磯が形成された。そこで平成 15 年度の調査では、このテラス状の
磯に繁茂する海藻類の動態を調べるため、2003 年 4 月 9 日、5 月 20 日、6 月 18 日に目視観測
を行った。また、2003 年 9 月 4 日にはアオサの坪狩りを行い、現存量を把握するとともに、生
育面積を掛けることによって総湿重量を求めた。 
 
4.5.6 磯の調査結果 

 表 4.5.2に平成 14年度に行った護岸測線での目視観測結果を示す。人工干潟造成 2ヶ月後の
2002 年 5 月では、動物はほとんど見られず、いずれの測線においても表層に近いところでアオ
ノリ属が多く見られ、アオサ属も点在していた。また下層ではイギス科がパッチ状に繁茂して

いた。夏場の 8 月にはアオノリ属が衰退し、代わりに表層でフジツボ類がびっしりと生息する
ようになった。その後 11月には水深が少し深いところでもフジツボ類、カンザシゴカイ科が見
られるようになり、2003 年 2 月には水深が深いところでセイヨウハバノリやイトグサ属もみら
れるようになった。 

 図 4.5.10は、2003年 4月 9日、5月 20日、6月 18日に撮影されたテラス状の磯表面の様子
を示している。捨石投入 2ヶ月後の 2003年 4月からアオサが付き始め、5月から 6月に掛けて
一気に磯表面を覆いつくすように増殖した。また 6 月調査時には大量のミズクラゲが浮遊して
いるという現象も見られた。 

2003年 9月に行った坪狩りの結果を表 4.5.3に示す。このときは 6月に比べてやや現存量は
低下していたものの、現存量は 1.83kg-wet/m2ので、テラス状の磯の面積 336m2を掛けると、総

湿重量は 616kg-wetと推定された。 
これらの結果から、磯を造成した場合には、造成後約 2 ヶ月でアオサやアオノリなどの緑藻

類が付き始め、半造成半年後にはフジツボやカンザシゴカイなどの付着動物も多く生息するよ

うになることがわかった。特にアオサなどの緑藻類は加入後一気に増殖し、磯表面を覆いつく

すように繁茂することがわかった。 

 
表 4.5.2 人工干潟護岸の各測線における付着生物の出現状況 
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分布面積 現存量 総湿重量

（m
2
） （kg-wet/m

2
） （kg-wet）

336 1.83 616

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.5.10 テラス状磯表面の付着生物の様子 

 
表 4.5.3 テラス状磯に生育するアオサの現存量および総湿重量推定値 

 
 
 
 
 
4.5.7 まとめ 

 閉鎖性干潟における水質・底質・底生生物調査、ならびに磯機能を持つ人工干潟護岸におけ

る付着生物観察調査を行い、以下の結果を得た。 
・ 閉鎖性干潟の石積堤は、外水域の懸濁物質が多い場合には高いろ過効果を持つ。また礫間

接触酸化効果により内水域の溶存酸素を低下させる。 
・ 閉鎖性干潟内は、静穏性が高く、透明度も高いことから、開放性の干潟に比べて付着藻類

の活性が高くなる。 
・ 石積堤によって仕切られていることから、閉鎖性干潟は開放性干潟に比べて底生生物の移

入・加入が少ない。 
・ 磯を造成すると、約 2 ヵ月後には、アオサやアオノリなどの緑藻類、フジツボやカンザシ
ゴカイなどの付着動物等が生息するようになる。 

 
参考文献 

1) 赤井一昭：水域の浄化システム，第 11 回建設技術発表会論文集，pp.76-79，1984 

写真１ 2003/4/9 撮影 

写真２ 2003/5/20 撮影 

写真３ 2003/6/18 撮影 

写真４ 2003/6/18 撮影 



4 - 34 

諸 元 縮 尺 現 型 模 型

水平縮尺 1/500 1km 2ｍ

鉛直縮尺 1/63 10ｍ 15.9cm
時間縮尺 1/63 1day 22m51s
流速縮尺 1/7.9 10cm/s 1.27cm/s
粗度係数 1/0.71 0.025 0.035

流量縮尺
（淀川）

1/250000 10ｍ3/s
275ｍ3/s

40cm3/s
1100cm3/s

潮位振幅 1/63 35cm 0.56cm
潮汐周期 1/63 12h25m 11m50s

表 4.6.1 尼崎港水理模型の縮尺諸元
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4.6 流況制御 

 

4.6.1 目的 

 停滞性の強い尼崎港の水質を改善するためには港内の海水が流動し、港外の海水と交換する必

要がある。ここでは水理模型実験により港内の海水流動を活発にし、それによる海水交換促進工

法を開発するとともに、海水交換促進による海域環境修復への寄与についての検討を行う。また

尼崎港の水質は、下水処理場から排水される処理水が大きく影響することから、この処理水の影

響把握と、それを低減させるための放流口の位置や制御方策の検討も行う。 

 

4.6.2 実験施設 

 実験は、独立行政法人産業技術総合研究所中国センターにある中型平面水槽内の尼崎港水理模

型を用いた。 

図 4.6.1 に尼崎港水理模型の概観を示す。縦 18ｍ、横 10ｍの平面水槽に、水平縮尺 1/500、
鉛直縮尺 1/63 の大きさで尼崎港を製作してある。図の下端にあるのが空気圧式の起潮装置であ

り、また右端に設置されたポンプにより、簡易的に淀川の河川水の流出を再現することができる。 

表 4.6.1 に尼崎港水理模型の縮尺諸元を示す。水理模型の縮尺はフルードの相似則によってい

る。但し、乱流拡散の相似を満たすために、鉛直縮尺は水平縮尺の 2/3 乗に設定している。水

平縮尺と鉛直縮尺を設定すれば他の変数の縮尺は自動的に表 4.6.1 のように決められる。 

 

4.6.3 海水交換促進実験 

 (1)実験ケースと実験条件 

図 4.6.1 に示す模型端に設置された空気圧式起潮

装置により、半日周潮のＭ２潮を模型内に発生させて

尼崎港の潮流を再現している。実験条件は表 4.6.1

に示すように、潮位振幅 0.56cm（原型で 35cm）、

周期 11 分 50 秒（原型で 12 時間 25 分）に設定した。 

海水交換を促進する工法として、表 4.6.2 に示す

４ケースについての実験を実施した。各々の実験ケ

ースに関する工法を図 4.6.2 に示す。Case0 は現況

地形の場合である。Case1 は、現況地形に尼崎港東

部埋立地の一部に水路を開削し、水路内の海水の出

入りによって海水交換を促進する方法である。

Case2 は、港口部に剥離構造物を設置し、港内に渦

を発生させて海水交換を促進する方法である。なお

剥離構造物は、大谷ら（１）が提案したものであり、

設置位置についても彼らに習った。Case3 は、埋立

地の一利用法として遊水池（Wetland）を作り、港

内に出入りする海水の流量を増加させて海水交換を

促進する方法である。 

 実験は淀川河川水を考慮し、図 4.6.3 に示すよう

に河川流量を与えた。水理模型では淀川の形状を全

て再現していないために、河川水の流入形態が大き

く異なることが予想される。そこで、河川の形状も

再現している瀬戸内海大型水理模型（水平縮尺

1/2000、鉛直縮尺 1/159）の淀川河口の流況から、

河川水の放流時間を判断し設定した。すなわち、Ｍ２

潮の１周期 710 秒において、満潮直前の 121 秒から

干潮直後の 590 秒までの時間帯で配管バルブを開と

して河川水を流し、その他の時間帯でバルブを閉と

して河川水を止めた。なお、与えた河川流量の値は 

図 4.6.1 尼崎港水理模型の概観図 
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表 4.6.2 海水交換促進工法の実験ケース

図 4.6.2 実験条件（地形条件） 図 4.6.3 淀川河川水の放流条件 

図 4.6.4 水位変化（Stn.1） 
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66ℓ/min であり、淀川の年平均流量 275 ㎥/s に相当する。 
 実験は、水位計による潮位変動の測定、電磁流速計による潮流の測定、浮標の軌跡をビデオ撮

影することによる流況測定、浮標の港内での残存率を求める海水交換測定を実施した。 
 

(2)水位測定結果 

図 4.6.4 は、現況地形（Case0）と水路開削工法（Case1）
の港奥部 Stn.1（図 4.6.2 参照）における水位の時間変化曲

線を示したものである。両ケースとも振幅・位相が殆ど同

じ曲線を描いており、水路開削工法を適用しても潮汐には

影響を及ぼさないことが分かる。なお、他の実験ケースも

殆ど同じ傾向であり、工法による違いはみられなかった。 

 

(3)潮流測定結果 

 港口部での流速は、断面流速を一様と仮定すると港内の

面積と潮位振幅、および港口部の断面積（港口幅×水深）

で規定される。この流速を大きくすることと、港内の循環

流を発生させることが海水交換を促進させることに繋がる。

図 4.6.5 は、現況地形（Case0）と遊水池造成工法（Case3）
の港口部 Stn.C（図 4.6.2 参照）における流速の時間変化

曲線を示したものである。Case0 に比べて Case3 の方が港

口部での流速が速くなっている。これは遊水池の造成によ

って港内の面積が増加し、港口部を通過する海水の流量が

増加したことを意味する。次に、水路開削工法（Case1）
を適用したときの水路部 Stn.D における流れを図 4.6.6 に

示す。水路部内の流れは、大部分の時間は港内に流入する

強い流れとなっており、上げ潮最強時の短い期間に弱い流出の流れとなっている。このような、

港口部および水路開削部からの海水の流入、流出による変化が港内の循環流を変化させ、海水交

換を促進させるものと推論される。 

番 号
ケース名

（海水交換促進工法）
工法の条件

（図4.6.2参照）

Case0 現況地形
(a)面積1.75km2

　　 平均水深10ｍ

Case1 水路開削工法

(b)水路幅100ｍ
      長さ475ｍ
      水深6ｍ

Case2 剥離構造物設置工法
(c)港口幅330ｍ
      剥離点幅230ｍ

Case3 遊水池造成工法
(d)面積0.53km2
   水深3ｍ

この時間帯に
河川水を流す

0 121 590 710秒

潮汐
満潮

干潮

Case0（現況地形）

Case1
(b)水路開削工法

Case2
(c)剥離構造物設置工法

剥離構造物の位置：▲

Case3
(d)遊水池造成工法

(b)

(c)

(d)

Stn.1

Stn.D

Stn.C
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図 4.6.5 潮流変化（Stn.C） 図 4.6.6 潮流変化（Stn.D） 

図 4.6.7 流跡図（浮標を一潮汐周期間追跡）
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図 4.6.8 浮標残留率の時間変化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)港内の流況測定結果 

図 4.6.7 は、模型表面に浮かぶ浮標の動きを一潮汐周期間に渡って追跡して得た流跡図である。

現況地形 Case0 の浮標の移動距離は、港口部で大きく港奥部に行くにしたがって徐々に小さく

なっている。剥離構造物を設置した Case2 の場合は、流況のパターンは現況と似ているが、剥

離構造物によって左側に反時計廻りの、右側に時計廻りの循環流が形成される。水路を開削した

Case1 の場合は、前の２ケースとは異なり、港奥部でも比較的大きな浮標の移動距離の結果と

なっている。これは、図 4.6.6 でみてきたように水路内を通して上げ潮時に若干の海水が流出し、

下げ潮時に大量の淀川河川水が流入したためである。この傾向は遊水池造成 Case3 の場合でも

同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)海水交換測定結果 

 港内の海水交換の測定方法は、初期状態として港内に

浮標を均一に分布させ、潮汐によってその浮標が港外に

出ていく個数（ここでは逆に、港内に残っている浮標の

数を数える）を測定することによって行った。図 4.6.8

は初期状態の浮標の個数（合計 178 個）で規準化された

浮標の港内での残存率である。海水交換が大きいほど、

この残存率の減少が速いことを意味している。どの工法

も適用することで残存率の値は小さくなり海水交換が

促進されている。この浮標残留率変化より、海水交換速

度の尺度となる平均滞留時間を求めると、Case0、1、2、
3 の順に 33、15、18、16 潮汐周期と評価される。なお

水路開削 Case1 では、密度流による海水交換も考えられ

るため、この効果を取り入れた数値計算により平均滞留時間の値を計算すると 6 潮汐周期とい

う結果が得られた。 

Case1
(水路開削工法)

Case2
(剥離構造物設置工法)

Case3
(遊水池造成工法)

Case0
(現状地形)
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1ｍ 模型
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1ｍ 模型
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0
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0
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1ｍ

-2

-1
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水路開削部における流速変化
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-1

0
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2
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港口部における主流方向の流速変化

Case0(現況地形)

Case3(遊水池造成工法)
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図 4.6.9 処理水の（染料水）の拡散パターン図

表 4.6.3 港内における染料存在量 

CaseD0 CaseD1 CaseD2 CaseB0

 5周期後 1.00 1.06 0.51 0.82

10周期後 1.00 1.11 0.55 0.69

4.6.4 処理水の放流口の位置に関する染料拡散実験 

 (1)実験ケースと実験条件 

 武庫川下水処理場（第１放流口）から排水される処理水の拡散パターンについて検討を行う。

実験は、現地の排水量 148,959 ㎥/day から、流量縮尺により放流する模型流量 413.8cc/min.
を決め、可視化と濃度測定のためにインジゴカルミン染料 20ppm 溶液を定量ポンプにより連続

放流した。放流位置は、現況位置放流（CaseD0）、現況位置から南東方向へ 500ｍ移動した沖合

放流（CaseD1）、港口部放流（CaseD2）とした。なお、現況位置における放流パターンの制御

を目的に、港中央部にある防波堤を 100ｍ延長する実験（CaseB0）も実施した。 

 

(2)染料拡散測定結果 

 図 4.6.9 は、ビデオ撮影より得られた処理水の染料拡散パターン図を示したものである。図は

染料の前線をスケッチしたものであり、図中の数字は放流開始からの経過周期を示す。沖合放流

CaseD1 の場合は、CaseD0 に比べて広範囲に染料水が拡がっている。港口部放流 CaseD2 の場

合は、染料水は港外へ流出するものが多く、処理水の港内への影響が小さい。また防波堤を延長

した CaseB0 の拡散パターンは、CaseD0 と同様であるが拡散スピードは速くなっている。これ

は、防波堤を延長することによって防波堤背後にできる残差流が大きくなったことに起因する。 

 表 4.6.3 は、港内における染料存在量を示したものである。港内の存在量は、詳細な濃度測定

結果（一斉採水 12 測点、光学式濃度計 4 測点）を基に、港内を 34 個のボックスに分割し、各

ボックス内の容積と染料濃度から染料の重さを算出し求めた。なお表の値は、CaseD0 で規準化

している。沖合放流 CaseD1 は CaseD0 の値と殆ど同じであるが、放流位置を現況位置から港

口部 CaseD2 に変更すると、港内での存在量が約 1/2 に減少する。また防波堤を延長すること

で、港内での存在量が約 2～3 割減少する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6.5 まとめ 

 水理模型による尼崎港の海水交換促進に関する

実験と放流口の位置に関する実験を実施した。実

験結果をまとめると以下の通りである。 

①水路開削工法は、淀川河川水を港内に導いて海

水流動を大きくし、海水交換に大きく寄与する。

また遊水池造成工法は、港口部での流速の増大と淀川河川水の流入により、海水交換促進の効

果がみられ、環境修復技術として有効な手段となる。 

②下水処理場から排水される処理水の放流位置を港口部に変更すると、拡散パターンが大きく変

化して港内の染料存在量が約 1/2 となり、放流口の位置の重要性を示すことができた。 
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1)大谷英夫ら：流況制御のための湾口渦と水平循環流に関する実験的研究，海岸工学論文集，第 42 巻，

pp.1221-1225，1995 
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５．ベストミックスの評価 

 
5.1 目的 

従来行われてきた環境修復事業は、人工干潟、藻場造成等、単一の技術の応用が目的であった。

しかし、自然の環境は、干潟、藻場が単独で存在しているのではなく、磯場や汽水湿地なども含

め、多様な環境が連続的に存在する場となっており、それぞれの環境に適応した多様な生態系が

互いに補完関係を保つことによって健全な物質循環が形成されている。本プロジェクトでは、こ

のような自然の多様な環境が有する機能を重視し、より自然に近い物質循環構造を形成するため

の複数環境修復技術の適正組合せ（ベストミックス）手法を確立することを目指している。その

ため、実証実験施設の計画・設計段階においても、環境修復の連関に基づき環境修復のポイント

を絞り込むとともに、物理・化学的な制約、社会的な制約を勘案し、尼崎港内における環境修復

のための最適な技術を選択し、組み合せた。すなわちこの時点で、論理的に想定される「ベスト

ミックス」を組み立てたことになる。 
しかしながら、技術の組合せによる補完機能を実証し、論理的に想定した「ベストミックス」

による水質改善効果の定量化を行わなければ、尼崎港における環境修復事業提案の根拠となるベ

ストミックスが評価されたことにはならない。そこで、まず実証実験施設におけるモニタリング

調査において確認された現象に基づき、各技術相互の補完関係をまとめた。実証実験で確認され

た内容は、物理環境と生物との相互関係と生物間の相互関係があり、生態系の構造と機能を端的

に表したものといえるが、定量的に把握できるものとできないものとが混在するため、補完関係

をまとめる上では定性的な評価に留めることとした。 
次に水質改善効果を定量的に評価するため生態系モデルを用いたシミュレーションを行った。

ここでは、本プロジェクトで考えられている技術を組み込んだ生態系モデルを構築し、尼崎港内

全域で環境修復技術を適用することを前提に、技術適用の有無、組合せの違い等の比較計算を行

い、各技術の環境修復効果および技術の組合せによる補完効果の定量化を試みた。 
 
5.2 環境技術相互の機能補完関係 

実証実験施設におけるモニタリング調査の結果から、各技術間の相互影響を抽出すると表

5.2.1のようになった。これらを見ると、流動や透明度などの物理環境と生物との相互影響、捕

食や酸素供給としての機能など生物間の相互影響があることが分かる。例えば、干潟や閉鎖性干

潟の実証実験では、流れや波あたり（静穏度）と付着藻類の現存量に高い相関が見られており、

適度な攪乱（流況制御）によってアサリの生息に適した干潟環境が維持できる可能性がある。ま

た、アサリの浮体式藻場での飼育実験では、干潟において貧酸素による死滅が生じた夏季でも高

い生残率が得られることが確認されている。 
これらの相互関係を図で表したものが図 5.2.1 である。図中の外側の枠が「流れ場」すなわ

ち流況制御であり、流況制御と浮体式藻場、エコシステム護岸、人工干潟、磯・閉鎖性干潟との

補完機能を  の枠内に示している。また、黒色の矢印は浮体式藻場、エコシステム護岸、人工

干潟、磯・閉鎖性干潟相互の補完機能を表しており、その説明を吹出し枠内に示している。なお、

海藻バイオマス利用の補完機能と、海藻の胞子や遊走子、付着動物や底生動物の幼生などの供給

に関しては、すべての技術が関係する機能であることからこの図では省略している。この図から、

本プロジェクトで選択した環境修復技術は互いに多くの補完機能を有しており、しかも複数の技

術が絡み合うことで機能の増幅が図られていることが理解できる。しかし、補完機能の中には定

量化できるものとできないものとがあり、単一の指標で総合的に評価することが非常に難しい。

そこで次節では、懸濁物食性二枚貝のろ過による光環境の改善や、海藻の光合成による酸素供給

など、物質循環型の生態系モデルで定量化できる補完機能に着目し、技術の組合せによる水質改

善効果の定量的評価を試みた。 
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表 5.2.1 各実証実験施設の相互の機能補完関係 

 
補完機能の供給元 補完機能の内容および供給先 

浮体式藻場 

・ 海藻の光合成によって、周辺海域に酸素を供給して好気的に保つ（エ

コシステム護岸、人工干潟）。 
・ 夏季の貧酸素水塊発生時期にはアサリなどの避難場所として機能さ

せることができる（人工干潟）。 
・ 流れや波浪の減衰効果により、砂の移動等を軽減することができる

（人工干潟）。 
・ 海藻の胞子や遊走子、付着動物の幼生などが様々な場所に供給され

る（エコシステム護岸、人工干潟、磯・閉鎖性干潟）。 

海藻バイオマス 

・ 大型海藻によって固定された炭素や栄養塩を系外に除去することに

よって高い水質浄化機能を維持する（浮体式藻場） 
・ 浅場造成場所には夏季にアオサなどの緑藻類が大量に発生して生態

系に悪影響を及ぼす場合があるが、これを回収して利用することに

より浅場の水質浄化機能を維持する（人工干潟、磯・閉鎖性干潟）。

エコシステム護岸 

・ 懸濁物食性二枚貝（ムラサキイガイなど）のろ過作用により、周辺

海域の透明度を高めるとともに、浮泥付着量を軽減させることによ

り、藻場の生息範囲を拡大させる（浮体式藻場、磯・閉鎖性干潟）。

・ 夏季の貧酸素水塊発生時期にはアサリなどの避難場所として機能さ

せることができる（人工干潟）。 
・ 付着動物や底生動物の幼生などが様々な場所に供給される（人工干

潟、磯・閉鎖性干潟）。 

人工干潟 

・ 懸濁物食性二枚貝（アサリなど）のろ過作用により、周辺海域の透

明度を高めるとともに、浮泥付着量を軽減させることにより、藻場

の生息範囲を拡大させる（浮体式藻場、磯・閉鎖性干潟）。 
・ 魚類などの生活史に応じた生息場を提供し、周辺海域の生物多様性

を確保する（エコシステム護岸、磯・閉鎖性干潟）。 
・ 底生動物の幼生などが様々な場所に供給される（エコシステム護岸、

磯・閉鎖性干潟）。 

磯・閉鎖性干潟 

・ 磯や石積堤に繁茂する海藻の光合成によって、周辺海域に酸素を供

給して好気的に保つ（エコシステム護岸、人工干潟）。 
・ 石積堤のろ過作用により、周辺海域の透明度を高めるとともに、浮

泥付着量を軽減させることにより、藻場の生息範囲を拡大させる（浮

体式藻場）。 
・ 懸濁物食性二枚貝（ムラサキイガイなど）のろ過作用により、周辺

海域の透明度を高めるとともに、浮泥付着量を軽減させることによ

り、藻場の生息範囲を拡大させる（浮体式藻場）。 

流況制御 

・ 港内外の海水交換を促進させることにより、対象海域全体の栄養塩

レベルを低減させる（エコシステム護岸、人工干潟、磯・閉鎖性干

潟）。 

・ 港内外の海水交換や上下混合により貧酸素水塊の発生を抑制し、生

物生息範囲を拡大させる（エコシステム護岸、人工干潟、磯・閉鎖

性干潟）。 

・ 適度な流れや攪乱を作ることによって海藻の成長を促進させる（浮

体式藻場、磯・閉鎖性干潟）。 

・ 適度な流れや攪乱を作ることによってイガイのマット化を防ぎ、ア

サリの生息に適した環境を創出する（人工干潟）。 

・ 対象海域内の流れを作ることによって、海藻の胞子や遊走子、付着

動物や底生動物の幼生などの移動を促進させる（浮体式藻場、エコ

システム護岸、人工干潟、磯・閉鎖性干潟）。 
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図 5.2.1 各環境修復技術の相互の機能補完関係 

 
5.3 生態系モデルによる効果の定量化 

前節では定性的に各技術の機能補完関係を評価したが、ベストミックスの評価を行う上で、

個々の技術の環境修復効果と、それらの組合せによる補完関係も含めた効果の定量化を行うこと

も重要である。そこで、本プロジェクトで考えられている技術の多くを対象としてモデル化し、

尼崎港内全域で環境修復技術を適用した場合を想定した、技術適用の有無、組合せの違い等の比

較計算を行った。ただし、ここで用いている生態系モデルは後述のように物質循環型のボックス

モデルで、港内の流動の変化を考慮することができないため、流動制御技術に関しては下水処理

場からの排水を港口部に移動させた場合（負荷量減少に相当）のみ取り扱うこととした。 
(1) 生態系モデルの概要 
ベストミックスの評価を行う際に用いる生態系モデルは、中谷ら(1)がりんくう公園内海のモデ

ルとして開発した生態系モデルを基礎とする。このモデルは物質循環型のボックスモデルで、図

5.3.1に示すように、浮遊系、付着系、底生系、底泥系、堤体系の各生態系モデルを独立なユニ

ットとして扱い、ボックスごとに任意に組合せることができる。今回さらに、本プロジェクトで

扱われている各技術の特徴が表現できるよう、環境に与える影響が大きい生物種であると思われ

る、ワカメ、ムラサキイガイ、アサリ（図中黄色で表示）を加えた。ただし、これらの生物につ

いては、現存量の季節変化を予測するまで生物パラメタが揃っていなことから、3月および 9月

に限定して現存量を尼崎での値を参考に一定値として与え、定常計算を行うこととした。 

 表 5.3.1は各環境修復技術で考慮すべき要素について示したものである。本モデルでは前述の

５つの生態系モデルを独立したユニットとして取り扱うことが可能なことから、これらのユニッ

トの組合せとして既存の垂直護岸を含む各環境修復技術を表現することができる。 

流況制御 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海藻の成長促進 

 

         

 

・栄養塩レベルの低減 

・貧酸素水塊の抑制 

・イガイのマット化防止

・石積ろ過による海藻成長促進 

・二枚貝ろ過による海藻成長促進

・二枚貝ろ過による 

海藻成長促進 
 

浮体式藻場 
 

 
人工干潟 

 

・栄養塩レベルの低減 

・貧酸素水塊の抑制 

  
エコシステム護岸 

 

・光合成による酸素供給 

・生物避難場所の提供 

・防波機能による安定化 

・光合成による酸素供給 

・二枚貝ろ過による 

海藻成長促進 

 

・栄養塩レベルの低減

・貧酸素水塊の抑制 

・海藻の成長促進 

 
磯・閉鎖性干潟 

 

・光合成による酸素供給 

・二枚貝ろ過による 

海藻成長促進 

・生物避難場所の提供 

・魚類等再生産場の提供 

・光合成による酸素供給 

・二枚貝ろ過による 

海藻成長促進 

・魚類等再生産場の提供 



5 - 4 

提体生態系モデル

DO

SOM SDIP SDIN

N flux
Oxygen flux

礫表面

酸化層

LR

SS0

: 浮遊懸濁物

: 礫（直径：D）

SS

( )RLDSS
SS )(exp

0
λ−=

物理ろ過

提体生態系モデル

DO

SOM SDIP SDIN

N flux
Oxygen flux

礫表面

酸化層

LR

SS0

: 浮遊懸濁物

: 礫（直径：D）

SS

( )RLDSS
SS )(exp

0
λ−=

物理ろ過

DO

SOM SDIP SDIN

N flux
Oxygen flux

礫表面

酸化層

DODO

SOMSOM SDIPSDIP SDINSDIN

N flux
Oxygen flux
N flux
Oxygen flux

礫表面

酸化層

LR

SS0

: 浮遊懸濁物

: 礫（直径：D）

SS

( )RLDSS
SS )(exp

0
λ−=

物理ろ過
LR

SS0

: 浮遊懸濁物

: 礫（直径：D）

SS

( )RLDSS
SS )(exp

0
λ−=

LR

SS0

: 浮遊懸濁物

: 礫（直径：D）

: 浮遊懸濁物

: 礫（直径：D）

SS

( )RLDSS
SS )(exp

0
λ−=

物理ろ過

DO

SOM SDIP SDIN

N flux
Oxygen flux

SOM SDIP SDIN

海底

酸化層

還元層

底泥生態系モデル

DO

SOM SDIP SDIN

N flux
Oxygen flux

SOM SDIP SDIN

海底

酸化層

還元層

DODO

SOMSOM SDIPSDIP SDINSDIN

N flux
Oxygen flux
N flux
Oxygen flux

SOMSOM SDIPSDIP SDINSDIN

海底

酸化層

還元層

底泥生態系モデル

底生生態系モデル

アサリ

DO

N flux
Oxygen flux

付着藻類

堆積物食
動物

海底

底生生態系モデル

アサリ

DO

N flux
Oxygen flux

付着藻類

堆積物食
動物

海底

アサリアサリ

DODO

N flux
Oxygen flux
N flux
Oxygen flux

付着藻類付着藻類

堆積物食
動物

堆積物食
動物

海底

付着生態系モデル

ムラサキ
イガイ

DO

N flux
Oxygen flux

アオサ

藻食動物

ワカメ

付着生態系モデル

ムラサキ
イガイ

DO

N flux
Oxygen flux

アオサ

藻食動物

ワカメ
ムラサキ
イガイ

ムラサキ
イガイ

DODO

N flux
Oxygen flux
N flux
Oxygen flux

アオサアオサ

藻食動物藻食動物

ワカメワカメ

浮遊生態系モデル

植プラ動プラ
DIN

DO

DOMPOM
DIP

N flux
Oxygen flux

浮遊生態系モデル

植プラ動プラ
DIN

DO

DOMPOM
DIP

N flux
Oxygen flux

植プラ植プラ動プラ動プラ
DINDIN

DODO

DOMDOMPOMPOM
DIPDIP

N flux
Oxygen flux
N flux
Oxygen flux

 

垂直護岸 浮体式藻場 エコシステム護岸 干潟 磯 閉鎖干潟
DO ■ ■ ■ ■ ■ ■
DIN ■ ■ ■ ■ ■ ■
DIP ■ ■ ■ ■ ■ ■
植物プランクトン ■ ■ ■ ■ ■ ■
動物プランクトン ■ ■ ■ ■ ■ ■
POM ■ ■ ■ ■ ■ ■
DOM ■ ■ ■ ■ ■ ■
アオサ ■ ■ ■
ワカメ ■
藻食動物 ■ ■
ムラサキイガイ ■ ■ ■ ■
付着藻類 ■ ■
堆積物食動物 ■ ■ ■ ■
アサリ ■ ■
酸化層SOM ■ ■ ■ ■
還元層SOM ■ ■ ■ ■
酸化層SDIN ■ ■ ■ ■
還元層SDIN ■ ■ ■ ■
物理ろ過 ■
酸化層SOM ■ ■
酸化層SDIN ■ ■

各環境修復技術において考慮するモデル

底泥生態系

提体生態系

浮遊生態系

付着生態系

底生生態系

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5.3.1 各生態系モデルのコンパートメントおよびフラックス 

 
表5.3.1 各環境修復技術で考慮すべき要素 
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数値計算を行う際のボックス配置は、図 5.3.2に示すように、浅場を造成しない場合と、浅場

を造成する場合の 2 つを作成した。浅場を造成しない場合は港内水深を一律 10m とし、鉛直方

向に表層 2m２層、底層 6m１層の３層構造とした。また、浅場を造成する場合は港内西側凹部

を４分割し、水深 1m から 4m まで傾斜をつけて、それぞれ 1m 層のボックスを積み重ねる構造

とした。ボックス間の海水の移動は、簡単のため潮汐によってのみ行われると仮定し（平均潮汐

差 0.606m として計算）、各ボックスにおいて連続の式を満足するように流量を定めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3.2 尼崎港内を想定した計算ボックス配置（図中の数字はボックス番号を示している）、

左：浅場を造成しない場合、右：浅場を造成する場合 
 

(2) 計算条件および評価法 
ベストミックスを評価するという観点より、各技術の適用の有無による比較を前提とし、図

5.3.3に示すように、何も適用しなかった場合（Case-1）、浅場の造成を行わなかった場合（Case-2
～4）、浅場の造成を行った場合（Case-5～7）、ほぼ全ての技術を適用した場合（Case-8）につい

て、バックグラウンド条件を 3 月および 9 月の２条件で計算を行った。ただし、9 月については

ワカメの生育期ではないことから考慮していない。また、何も適用しなかった場合（Case-1）と

ほぼ全ての技術を適用した場合（Case-8）については、現状の下水処理場からの負荷を与えた場

合と、下水処理場の負荷を減少させた（排水口を港口部に設置すると仮定）場合について比較計

算を行った。ここで、エコシステム護岸を適用する位置は港内東側航路部の垂直岸壁全面（総延

長 4600m、水深 2m まで）とした。また、浮体式藻場は浅場と隣接するように港内西側の凹部前

面（長さ 1400m、幅 250m、5m2あたり 1 本のロープが垂下していると仮定）に配置し、第２層

（水深 4m）までワカメが繁茂するとした。干潟を適用する位置は港内西側凹部の水深 3m まで

とし、その前面に砂止めを兼ねた提体（磯）が水深 1m まで存在するとした。また閉鎖干潟は提

体も含めて港内西側凹部域の全面とした。 
バックグラウンド環境条件は、尼崎港内でのモニタリングの結果を参考に与えた。ここで、干

潟および閉鎖干潟に生息するアサリは水深 1m～2.5m に分布するとし、磯および閉鎖干潟の堤体

に繁茂するアオサは各堤体表面積の 1/2 に分布するとした。また武庫川下流浄化センターからの

排水の影響については、（独）産業技術総合研究所中国センターで行われた水理模型実験結果を

参考に、排水口が現状位置の場合（負荷量＝2.23t-N/d、すべてのボックスに均一に添加されると

仮定）と、港口部に設置した場合（現状の 0.515 倍の負荷量＝1.15t-N/d）の２通りで比較計算す

ることとした。なお、計算ステップは 15 分で、計算開始 1000 日後の結果を解析した。 
数値計算結果の評価には、以下の２つの指標を用いた。また必要に応じて，一次生産，懸濁物
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浮体式藻場浮体式藻場 エコシステム護岸エコシステム護岸 干潟干潟 磯磯 閉鎖干潟閉鎖干潟

Case 1 Case 2 Case 3 Case 4

Case 5 Case 8Case 7Case 6

Case 1 Case 2 Case 3 Case 4

Case 5 Case 8Case 7Case 6

ろ過，有機堆積物の蓄積等に着目したフラックス解析によって物質の流れを評価した。 
① 透明度改善効果：各技術適用空間における表層海水中の懸濁物質量および光減衰率を解析す

ることによって透明度改善効果を評価する。 
② 貧酸素化抑制効果：各技術適用空間における底層海水中の溶存酸素を解析することによって

貧酸素化抑制効果を評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.3.3 各 Case における環境修復技術の配置 
 
(3) 計算結果および考察 
 表 5.3.2に表層透明度（＝3.2/表層海水の光減衰率として算出）および底層溶存酸素の全ボッ

クス平均値を示す。現状の Case 1 を見ると、表層透明度は 3 月の 3.64m に比べて 9 月は 1.25m
となっており、夏場にかなり透明度が低下する。また底層溶存酸素は 9 月に 0.12 mg l-1となって

おり、夏場の底層はほぼ無酸素状態になっている。 
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3月(3A) 9月(9A) 3月(3B) 9月(9B)

Case 1 3.64 1.25 3.87 1.43

Case 2 3.70 － － －

Case 3 3.75 1.44 － －

Case 4 3.90 － － －

Case 5 3.99 1.85 － －

Case 6 4.20 2.04 － －

Case 7 4.30 2.35 － －

Case 8 4.53 2.58 4.76 2.85

負荷量減少

表層透明度平均値　(m)

現状負荷量

3月(3A) 9月(9A) 3月(3B) 9月(9B)

Case 1 5.56 0.12 5.75 0.33

Case 2 5.21 － － －

Case 3 5.70 0.31 － －

Case 4 5.63 － － －

Case 5 5.98 1.24 － －

Case 6 6.29 1.33 － －

Case 7 5.94 1.22 － －

Case 8 6.33 1.52 6.67 2.08

底層溶存酸素平均値　(mg l -1)

現状負荷量 負荷量減少
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技術の適用による透明度の向上について夏場の 9A で比較すると、エコシステム護岸を適用し

たCase 3-9AではCase 1-9Aとの差は 0.19mとわずかであるが、浅場を造成すると大幅に上昇し、

干潟と磯を配置した Case 6-9A では Case 1-9A との差は 0.79m となる。さらにその両方を適用し

た Case 8-9A では Case 1-9A との差が 1.33m にまで増加し、それぞれ単独に適用した場合の上昇

量を単純に加えた値以上の効果が現れている。また Case 5-9A、Case 6-9A の値を比較すると、

Case 6-9A の方が 0.19m 高く、同一面積の浅場造成をした場合でも、干潟単独ではなく磯と組合

せることによって透明度の上昇が図れることがわかる。一方技術の適用による溶存酸素の増加に

ついて夏場の 9A で比較すると、透明度と同様エコシステム護岸を適用した Case 3-9A では Case 
1-9A との差は 0.19mg l-1とわずかであるが、浅場を造成すると大幅に上昇し、干潟と磯を配置し

た Case 6-9A では Case 1-9A との差は 1.21 mg l-1となる。その両方を適用した Case 8-9A では Case 
1-9A との差が 1.40 mg l-1となっており、それぞれ単独に適用した場合の上昇量を加えた値とほ

ぼ等しくなる。また Case 5-9A、Case 6-9A の値を比較すると、Case 6-9A の方が 0.09 mg l-1高く、

溶存酸素の向上の面でも干潟単独ではなく磯と組合せることによる効果が確認できる。 
同一面積で干潟＋磯とした場合（Case 6）と閉鎖干潟にした場合（Case ７）を比較すると、

閉鎖干潟のほうが透明度は高い値となるものの、溶存酸素は低い値となっている。これは、閉鎖

干潟の堤体の効果によるもので、フィルター効果により懸濁物質は減少するものの、礫間接触酸

化効果により溶存酸素も減少する。また、下水処理場からの負荷量を削減した効果（A と B と

の比較）を見ると、透明度の向上より溶存酸素の増加のほうがより強く現れており、Case 8-9B
では全体平均でも底層で 2.08mg l-1の溶存酸素が確保できている。 
 

表 5.3.2 表層透明度および底層溶存酸素の全ボックス平均値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.3.4 夏場（9 月）における Case 1, 5, 8 の表層透明度の計算値 
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図 5.3.5 夏場（9 月）における Case 1, 5, 8 の底層溶存酸素の計算値 
 
 図 5.3.4、図 5.3.5は、夏場（9 月）における Case 1, 5, 8 の表層透明度および底層溶存酸素の

各技術適用空間における値をそれぞれ示したものである。透明度の向上、溶存酸素の増加ともに

浅場造成場所で顕著に現れており、干潟単独の場合においても透明度は 3m 以上、溶存酸素は

2mg l-1以上が確保されている。また、ほぼすべての技術を適用し、さらに負荷量を削減した Case 
8-9B では、浅場造成場所で透明度が 3.78m、溶存酸素が 2.85mg l-1となり、本研究で設定した水

質改善目標値である透明度 5m、溶存酸素 3mg l-1に対し、透明度でほぼ 8 割、溶存酸素でほぼ 9
割の達成度となった。 

以上の計算結果から、浅場の造成が水質改善効果に有効であること、さらに干潟と磯の組合せ

等複合的な技術適用が効果を向上させることが確かめられた。このような水質改善効果の有効性

を物質循環という観点から検証するため、9 月、現状負荷量の条件で、何も適用しない Case 1-9A
と干潟のみ適用した Case 5-9A、それに干潟と磯を適用した Case 6-9A について懸濁物質まわり

の窒素および溶存酸素のフラックスを解析した。 
図 5.3.6、図 5.3.7は、定常状態になる前の 100 日目の浅場造成場所（Case 1-9A の場合は水

深 10m のまま）における懸濁物質および酸素のフラックスをそれぞれ図示したものである。現

状の Case 1-9A では、懸濁物質食者はムラサキイガイのみであるため、懸濁物質の海底への沈降

量が多く、底泥酸素消費も大きい。干潟を造成した Case 5-9A では、アサリによる懸濁物質除去

により底泥への沈降量が若干減少し、底泥酸素消費もわずかに減少する。また透明度が上昇する

ため浮遊系の一次生産量も若干上昇する。しかし、大型藻類が全く生育していないため酸素供給

源が付着藻類に限られることから、アサリの摂餌速度が抑えられている。これに比べ干潟と磯が

存在する Case 6-9A では、磯に生育しているアオサからも酸素供給があるため、アサリの摂餌速

度が上昇し、懸濁物質の沈降量が大幅に減少し、底泥酸素消費量も減少する。またこのとき透明

度も上昇することにより、浮遊系の一次生産量、付着藻類の一次生産量ともに増加し、さらに酸

素供給が促進されるという補完効果も確認できる。 
これらの結果は、生物機能を利用した環境修復を行う際には、ひとつの生物機能にのみ着目し

た単一の技術を適用するのではなく、多様な生物生息場を創出し、生物間の補完機能が十分に発

揮される場の創出が重要であることを示している。 
 
 
 
 
 



5 - 9 

有機堆積物

植プラ

アサリ

ムラサキ
イガイ

付着藻類

アオサ

DO

Case 6-9A

2.68
1.08

2.07

2.04

0.52
0.81

酸素フラックス(mg/l/d)

有機堆積物

植プラ

アサリアサリ

ムラサキ
イガイ
ムラサキ
イガイ

付着藻類付着藻類

アオサアオサ

DODO

Case 6-9A

2.68
1.08

2.07

2.04

0.52
0.81

酸素フラックス(mg/l/d)

有機堆積物

植プラ

アサリ

ムラサキ
イガイ

付着藻類

DO

Case 5-9A

3.01

1.87

1.61

0.57
0.46

酸素フラックス(mg/l/d)

有機堆積物

植プラ

アサリアサリ

ムラサキ
イガイ
ムラサキ
イガイ

付着藻類付着藻類

DODO

Case 5-9A

3.01

1.87

1.61

0.57
0.46

酸素フラックス(mg/l/d)

有機堆積物

酸素フラックス(mg/l/d)

植プラ
ムラサキ
イガイ

DO

Case 1-9A

3.14

0.62 0.30

有機堆積物

酸素フラックス(mg/l/d)

植プラ
ムラサキ
イガイ
ムラサキ
イガイ

DODO

Case 1-9A

3.14

0.62 0.30

有機堆積物

DIN
ムラサキ
イガイ

懸濁物質

Case 1-9A

38.2

282.4 384.2

懸濁物質フラックス(kg-N/d)

有機堆積物

DIN
ムラサキ
イガイ
ムラサキ
イガイ

懸濁物質懸濁物質

Case 1-9A

38.2

282.4 384.2

懸濁物質フラックス(kg-N/d)

有機堆積物

DIN

アサリ

ムラサキ
イガイ

懸濁物質

Case 5-9A

32.4

35.2

275.8
398.3

懸濁物質フラックス(kg-N/d)

有機堆積物

DIN

アサリアサリ

ムラサキ
イガイ
ムラサキ
イガイ

懸濁物質懸濁物質

Case 5-9A

32.4

35.2

275.8
398.3

懸濁物質フラックス(kg-N/d)

有機堆積物

DIN

アサリ

ムラサキ
イガイ

懸濁物質

Case 6-9A

18.7

62.6

268.6
403.1

懸濁物質フラックス(kg-N/d)

有機堆積物

DIN

アサリアサリ

ムラサキ
イガイ
ムラサキ
イガイ

懸濁物質懸濁物質

Case 6-9A

18.7

62.6

268.6
403.1

懸濁物質フラックス(kg-N/d)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.3.6 夏場（9 月）における Case 1, 5, 6 の浅場造成場所における懸濁物質フラックス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.3.7 夏場（9 月）における Case 1, 5, 6 の浅場造成場所における酸素フラックス 
 
5.4 まとめ 

ここでは、技術の組合せによる補完機能を実証し、論理的に想定した「ベストミックス」によ

る水質改善効果の定量化を行うことを目的として、まず実証実験施設におけるモニタリング調査

において確認された現象に基づいた各技術相互の補完関係の整理を行った。その結果、本プロジ

ェクトで選択した環境修復技術は互いに多くの補完機能を有しており、しかも複数の技術が絡み

合うことで機能の増幅が図られることがわかった。しかし、補完機能の中には定量化できるもの

とできないものとがあり、単一の指標で総合的に評価することが非常に難しいため、水質改善効

果の定量的な評価を行う際には、懸濁物食性二枚貝のろ過による光環境の改善や、海藻の光合成

による酸素供給など、物質循環型の生態系モデルで定量化できる補完機能に着目した。尼崎港内

全域で環境修復技術を適用した場合を想定した、技術適用の有無、組合せの違い等の比較計算を

行った結果、浅場の造成が透明度改善効果、貧酸素化抑制効果ともに大きいこと、懸濁物食性二

枚貝のろ過と海藻の光合成による酸素供給は互いに大きな補完効果を生み出すことなどがわか

った。最終的に最も水質改善効果が高い技術の組合せとして、図 5.4.1に示すように、尼崎港西

側凹部に干潟と磯、その前面に浮体式藻場を設置し、東側航路部の岸壁全面にエコシステム護岸

を設置したケースが示された。このような技術配置をし、かつ下水処理場の排水口を港口部へ移

設し負荷量を削減することにより、最も水質が悪化する夏季（9 月）においても、浅場造成場所

においては、透明度で約 4m、溶存酸素で約 3mg l-1 まで改善される可能性を示すことができた。 
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図5.4.1 環境修復技術の最適配置を行った尼崎港のイメージ 

 
1) 中谷直樹，大塚耕司，奥野武俊：生態系モデルを用いた環境修復技術の機能評価－りんくう公園内海の

事例－，土木学会論文集，Ⅶ-30，pp.13-28, 2004 



6 - 1 

６ パッケージ化 

 
6.1 環境修復技術の現状 
閉鎖性海域の環境は、昭和 40 年代のいわゆる公害が問題となった時期に比べ一定の改善が
図られてきた。しかしながら、依然として赤潮が恒常的に発生するとともに夏季には底層の貧

酸素化が続き、海底には有機汚泥が堆積した状態が残されている。このような沿岸域の環境に

対して修復・再生が市民の要請・時代の趨勢として進められようとしている。特に、自然再生

推進法の成立に見られるように、失われた良質な環境を再生する取り組みが行われつつある。 
一方、沿岸域の環境修復技術は、環境影響評価法の成立前後において、埋立て等の開発行為

に対する代償措置、いわゆるミティゲーションが位置づけられ、その中で失われる機能と同等

もしくはそれ以上の機能の回復・創出が求められたことから、消失する干潟や藻場を人工的に

造成する技術の研究・開発が進められた。この場合の「環境修復」の対象はすなわち「失われ

る場」であり、多くの場合干潟もしくは藻場の造成であった。 
 これに対して、図 3.3 の環境悪化の連関に示したように、様々な原因が相互に関連し合い悪
化を招いている閉鎖性海域の環境を修復するための技術は、干潟や藻場に限らず、図 3.5 の環
境修復の連関のように様々な技術の適用が考えられる。環境修復に当っては、技術の必然性や

効果について科学的な検討に基づき、最適技術を選定し組み合わせることが重要である。この

ような考え方、検討の方法論の確立が求められている。 
 

 

 

 

 

 

 

6.2 尼崎港内におけるベストミックスに基づくパッケージ化 
環境修復技術適用における課題を踏まえ、ここでは尼崎港内において調査、検討、実証したベ

ストミックスに関する検討手法（方法論）を整理し、他の海域で同様な検討を行い適切な技術

を選定できるためのフローを一つのパッケージと位置付け整理した。より効率的・効果的に環

境修復を推進するためベストミックスの考え方（方法論）を整理し、方法論のパッケージ（い

わば手引き）として取りまとめた。 

 以下に方法論のパッケージについて示す。 

  
 
 
 
 
 
 

■環境修復技術選定上の課題 

・海域に適した技術の検討が必要 

・最適技術を選定し組み合わせるための方法論が求められている 

 

■パッケージ 

・最適環境修復技術選定のための方法論のパッケージ 



6 - 2 

 
6.3 類似海域におけるパッケージの適用ケース 
 方法論のパッケージ、原単位のパッケージの適用ケースは図 6.3.1 のように想定される。対
象となる港内において海域の環境条件を把握・評価し、地域住民のニーズや修復・再生の事業

主体の別等の社会的な特性に基づく判断の下に、いずれか一方もしくは両方のパッケージを選

択し、環境修復の検討を進めることになる。ここでは、環境特性に基づき尼崎港との類似性を

いかに判断するのかが重要となる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.3.1 パッケージの適用ケース 
 
 
 
6.4 方法論のパッケージによるベストミックスの検討 
 類似する閉鎖性海域における最適環境修復技術の選定手順を図 6.4.1 に示し、手順に基づく
検討の進め方を以下に示した。 

 

(1) 現状の把握・評価 
  海域の環境を修復するために、環境の現況把握と評価を行う。現況把握のための環境調査

については、非生物的環境（水質･底質・流況・波浪等）と生物的環境（ネクトン、ベント

ス等）を互いに関連付けて調査することが重要である。また、物質循環構造を修復するとい

う観点からは、港内における物質（有機懸濁物や栄養塩類等）の現存量、流入・流出量など

物質循環の特性を定量的に整理する。 

  これらの結果から、対象港内における環境の現況、物質（窒素）循環構造の概略をまとめ

る。次に、環境基準や水産用水基準に照らして現況を評価する。 
  

機能原単位のパッケージ 

 
方法論のパッケージ 

 

○○港における環境修復の検討 

スタート 

対象港内の環境特性把握 

判 断
社会的特性 
・住民の要請 

・事業主体の別 

・事業予算 

ベストミックスの方法論 

に基づく検討 

・現状の把握と評価 

・環境悪化の原因の明確化 

・修復目標の設定 

・目標達成のための方針決定 

・  〃  技術の選定 

・最適配置と規模の設定 

・期待される効果とコストの評価

（数値シミュレーション）

尼崎の原単位に基づく検討 

原単位に基づく干潟・藻場・

護岸の規模設定 

 

海面利用等の制約に基づく配

置の決定 

 

・事業計画、設計、施工 

・モニタリング 
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(2) 環境悪化の原因の明確化 
 効果的な環境修復事業を実施するためには、環境悪化の原因を明らかにする必要がある。

環境悪化の要因が複雑に関連し合った閉鎖性海域では環境悪化の連関図を作成することが有

効な手法である。 
海域において歪みが生じた物質循環構造を適切な循環システムに修復し、生態系を望まし

い状態にするためには、環境悪化の連関に示した個々の現象に対する修復措置をより効果的

に組合せ、総合的に実施する必要がある。閉鎖性が強い沿岸域の環境を修復するためには機

能の異なる複数の技術を組合せて適用する必要がある。 
 

(3) 修復目標の設定 
  海域における環境指標は多様であり、環境修復目標を設定する場合の考え方も様々となる。 
 市民や NPO、環境保全にかかわる団体、漁業関係者などその立場によって修復のイメージ
や目標が異なる。一般的には修復目標設定の考え方として、①過去の良好な状態を目標にす

る考え方、②対照となる良好な地点の状態を目標にする考え方、③潮干狩りや海水浴といっ

た目的となる行動を実施できる状態を目標にする考え方などが挙げられる。 
都市近郊の閉鎖性海域の多くは「親水性」が課題であり、また海底の貧酸素が生物の成

育・生息に多大な影響を及ぼしている場合が多いことから、透明度、DO が再生の指標とし
て適している。 

  透明度については市民にとって分かりやすい親水性の指標であるとともに、港内の物質循

環上重要な役割を果たす海藻の生育環境を表すことからも重要な指標といえる。DO につい
ては海域の生物の生死に係わる重要な指標であるとともに、様々な環境悪化の要因と関連す

る複合的な指標でもある。 

 

(4) 目標達成のための基本方針検討 
  前項に掲げた修復目標を達成する

ため修復技術を選定するに当って基

本方針を整理する。 
  一般的には、陸側で取り組むべき

事項と沿岸域で取り組むべき事項に

その対応策が分かれる。陸側で実施

すべき措置として下水処理場から流

入する負荷の削減が挙げられる。 
物質循環構造を修復するための海

域での措置としては、一旦海域に排

出された過剰な栄養塩、有機懸濁物、

有機堆積物を生物体に置換え海域か

ら取り上げることが基本となる。 

また、修復技術を適用するに当っ

ては「修復技術が港内外で新たな環

境影響を及ぼさないこと」、「自然の

エネルギーを利用する（化石燃料を

消費しない）こと」、「維持管理が不

要であること」、「自然の材料を使用

すること」を基本にする必要がある。

その他、港湾機能に支障を来たす可

能性があるものについては充分な検

討が必要である。 
 

 

 

(1) 現状の把握・評価 

(2) 環境悪化の原因の明確化 

(3) 修復目標の設定 

(4) 目標達成のための方針検討 

(5) 技術の選定 

(6) 実証実験施設の計画･設計･施工 

(7) 実証実験施設
のモニタリング及

び室内実験 

(8) 生態系モデル
に よ る シ ミ ュ

レーション 

(9) 港内における最適配置と
規模の検討 

図 6.4.1 ベストミックスの検討手順 
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(5) 目標達成のための技術の選定 
技術を選定するに当っては、修復目標として掲げた項目を改善する「環境修復の連関」を

作成することが有効である。 
  透明度を改善するためには、海域のデトリタス（有機懸濁物）を削減する必要がある。そ

のためには、陸域で対応すべき負荷の削減の他に、内部生産の削減⇒植物プランクトンの基

礎生産の抑制⇒NP 等栄養塩の削減・・・・というように修復方策の連関を明らかにし、必要

な技術を抽出する。透明度を改善するための技術として、「外海からの負荷の流入抑制」「下

水の高度処理」「下水の港外放流」「浚渫」「覆砂」「海藻の生育基盤（藻場）の造成」「流れの

創出」「付着動物の生息基盤の創出」等が抽出される。また、ＤＯについても同様に、「鉛直

混合」「エアレーション」「浚渫」「覆砂」「干潟の造成」「干潟表層の攪乱創出」「流れの創

出」といった技術が抽出できる。 

  このようにして抽出された技術を再度、基本方針に沿ったスクリーニングを行い、適用す

べき技術を選定する。また、それらの技術を港内の特性に応じた形にアレンジする。これら

一連のフローは図 6.4.2 のように示すことができる。 
  なお、この時点で尼崎港内で得られた各修復技術の機能が参考になる。環境修復技術の組

合せによる物質循環構造の修復（窒素を指標）の概念図を図 6.4.3 に、各技術が有する機能

を表 6.4.1 に示した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.2 修復技術選定の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境修復の連関を整理 

環境修復技術を抽出 

基本方針に基づくスクリーニング 

港内の環境特性に応じたアレンジ 

社会的条件等を勘案した配置の決定 

     現状の物質循環構造が歪んだ状態   各技術の機能と物質循環構造の修復 
図 6.4.3 環境修復技術の組合せによる物質循環構造の修復（窒素を指標とした概念図） 

 

PON 

DIN 

有 機 汚 泥 ⇒ 酸 素 消 費 

DIN 

有 機 汚 泥 削 減    酸 素 消 費 量 削 減 

浮体式藻場

干潟 

閉鎖性干潟

PON 

エコシステ

ム護岸 

流況制御 
流入負荷削減
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(6) 実証実験施設の計画・設計・造成 
   環境修復のための事業を本格的に実施するに先立ち実験的事業を実施することが望まし

い。困難な場合には事業の検討を進めるが、その場合「順応的管理」を前提に事業を実施

しなければならない。なお、環境実証実験（環境修復事業）の計画・設計・施工の手順を

以下に示した。 

 

① 計画 

   環境修復事業の計画･設計に当たっては以下の調査を行う必要がある。 

(a) 地盤条件を把握するためのボーリング調査 
(b) 爆発物が存在しないことを確認するための磁気探査 
(c) 実証試験施設造成のための海底地形測量 
 

② 設計 
   予算規模を踏まえ、各実証実験施設の規模を算定するとともに、主に水深や波当り、 

護岸の形状、地盤条件といった物理的な条件に加え、海面及び係船護岸利用の実態を踏ま

え設計を進める。 
 
③ 施工 

   施工に当っては使用する材料に留意する必要がある。干潟の場合利用する砂の問題があ

り、海砂を利用すると他の地区での新たな環境影響が生じることになるため良質な浚渫土

を利用することが望ましい。しかしながら、良質な浚渫土砂を確保できない場合、海砂代

替材を検討する必要がある。 

   藻場造成を行なう場合、種苗や母藻の供給が必要になる場合が多く、その際、同一海域

で自生もしくは養殖された種苗・母藻を利用する。 

 

(7) 実証実験施設のモニタリング 
  このような検討経過を経て造成した実証実験施設において、個別の技術が発揮する効果と

その組合せによる効果を明らかにするため、継続的なモニタリングを行う。 

 
(8) 生態系モデルによるシミュレーション 
  実証実験施設におけるモニタリング調査の結果得られた、各施設が有する効果に関する定

量的なデータに基づき、生態系モデルを用いて、環境修復事業を本格的な規模で実施する場

合の効果について予測評価する。 
 

(9) 港内における最適配置と規模の検討 
  上記のような検討を踏まえ環境修復事業の配置、規模を決定する。検討に当たっては、さ

らに各種の制約が生じるため関係機関との調整が重要となる。 

表 6.4.1 各技術が有する機能 

機能 
技術 

機能 単位 値 
浮体式藻場 溶存態の栄養塩を海藻が吸収固定 窒素 kg/100m2年 0.6~2.0 

ｴｺｼｽﾃﾑ護岸 棚部に生息する生物による有機懸

濁物の除去 
%（対垂直護岸比） 64 

人工干潟 2 枚貝が有機懸濁物・堆積物を捕
食し除去 

窒素 kg/100m2・5ヶ月 約 2.0 

閉鎖性干潟 礫間接触酸化等による懸濁物の除

去 
%（懸濁物除去率） 最大 75 
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このようにして、方法論のパッケージを対象海域に当てはめ、環境修復事業を推進する。

経済的要因としてのコストの例を表 6.4.1に示した。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 6.4.1 コストの算出例 

区分 諸元・規模 概算事業費 

干潟及び磯 砂留め潜堤：約 2800ｍ 

干潟：約 22ha 

2,800 百万円 

7,400 百万円 

計 10,200 百万円 

浮体式藻場 約 8 ha 50 百万円 

エコシステム護岸 延長約 1,200ｍ 1,500 百万円 

 
 
 
 
 
 

社会的要因：護岸や背後地の利用 

海面の利用（船舶の航行） 

物理的要因：深さ、地盤の状態、護岸の構造 

波当たり、流れ 

経済的要因：コスト（イニシャルコスト・ランニングコスト） 
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7. 尼崎港内における環境修復提案 

 

7.1 環境修復提案の流れ 

 本研究の検討結果に基づき尼崎港内の臨海部

における環境修復の提案を行なった。図 7.1に示

すように選定した技術を組合せ、修復目標を達成

するための最適な組合せ・ベストミックスを設定

した。 

次に、尼崎港内にそれらの技術を適用した場合

の効果を生態系モデルを用いて予測・評価した。

その結果、浅場の造成が透明度改善効果、貧酸素

化抑制効果ともに大きいこと、負荷量の削減も含

めできる限り多様な技術を適用することにより、

生物間の補間機能が発揮され、水質改善目標に対

し夏場においても透明度でほぼ 8割、溶存酸素で
ほぼ 9割達成される可能性を示すことができた。 
この段階で、目標達成のために必要な技術の規

模が明らかになった(表 7.1)。これらの規模の技

術を尼崎港内に適用、造成することによって対象

海域の環境修復目標が達成されるが、実際には港

湾機能、海面の利用に支障を来たさないこと、さ

らに、地質や波浪の条件によって実際に干潟等が

造成可能な範囲が限られることになる。 

そこで、次に実現可能な規模を設定し、港内で

の環境修復事業として３案を立案した。これらの

案を図 7.2～7.4に示した。 

 これらの案に基づき「港湾計画」、「尼崎 21世紀の森づくり計画」との調整を図り、当面の港
湾利用を前提に実現可能な施設の配置・規模を絞り込んだ。なお、この段階で、現地の地盤条

件、潮汐、波浪条件を勘案し、施設の安定性及び施工性に関する概略的な検討を行った。 
 さらに、この結果絞り込まれた最終案について生態系モデルを用い効果の予測評価を行った。 
 

表 7.1 修復目標達成のための施設必要規模 

施設 規模 単位 

浮体式藻場 35 ha 
エコシステム護岸 4,600 m 
干潟 42 ha 
磯 14 ha 

 

 

 

適用技術の選定・組合せ 
ベストミックス 

ベストミックスの評価 

実現可能な規模の設定 

港湾計画との調整 

尼崎 21世紀の森づ
くり計画との調整 

環境修復提案

効果の予測評価 
（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ） 

図 7.1 環境修復提案の流れ 
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図 7.2 修復事業提案-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3 修復事業提案-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.4 修復事業提案-3 
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7.2 安定性及び施工性に関する検討 

安定性及び施工性の検討に当たっては以下の条件を前提とした。 

 
①水深：設置対象地点の最新の深浅測量図を用いる。 
 ②地盤条件：尼崎港内の地盤はその多くが軟弱地盤で、埋立時の外郭施設となる護岸等の基礎

は、置換砂による大規模な地盤改良が実施されている。よって、港内に環境修復を目的とし

た施設（構造物）の設置を検討するに際し、表 7.2に示す項目を既存資料から想定し、地盤

条件を設定した。 
③波浪条件：港外における有義波高 H1/3，有義周期 T1/3について、確率波として統計処理され

たデータとしてナウファスの神戸のデータに基づき、常時波浪について昭和 52～56年の 5
年間の風資料より推算した結果、波高別出現率は 50cm未満 86.5%、50cm以上 13.5%、1.0m
以上は 1.0%となる結果を得た。また、異常波浪について、尼崎西宮芦屋港における異常気
象による波浪は表 7.3に示す値を参考とした。 
なお、施工については表 7.4に示した順序を想定した。 

 

表 7.2 想定した地盤条件 

目      的 項       目 

ａ．施設の滑り，沈下等の

安定性の検討に必要な

データ 

・実施海域複数箇所における原位置試験データおよび室内試験

データより求める。 

   １）土質柱状図        ２）Ｎ値        

   ３）単位体積重量       ４）内部摩擦角(φ) 

   ５）一軸圧縮強度(qu）    ６）圧密係数(Cc) 

   ７）粒度分布 

ｂ．施設材料の検討に必要

なデータ 

 

・浚渫処理土の土質データ 

   １）単位体積重量       ２）粒度分布 

   ３）一軸圧縮強度またはコーン指数 

   ４）圧密係数 

・覆砂材の土質データ 

１）単位体積重量     ２）粒度分布 

３）内部摩擦角 

 

 

表 7.3 想定した波浪条件 
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表 7.4  施工方法の想定 

対象施設 施設基本構造の概略 施工方法 

干      潟 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

①砂留の築堤 
    ↓ 
②覆砂 
 ・干潟中詰材の撒出し（浚渫処理土） 
    ↓ 
 ・干潟表面の覆砂（良質材） 
    ↓ 
③整形 
    ↓ 
④生物生息機能のための微地形造成 
  （自然力） 

磯 

 
※干潟の砂留堤体を磯場として利用 
 
 
 

①捨石材投入 
    ↓ 
②捨石均し（潜水作業） 
    ↓ 
③被覆石投入 
    ↓ 
④被覆石整形（潜水作業） 

筏 
式 
浮 
体 
式 
藻 
場 

 

 ①筏組み立て 
   （単体を陸上ヤードにて） 
  ↓ 
 ②海面へ釣り込み・連結 
  ↓ 
 ③曳航 
  ↓ 
 ④投錨・固定 
  ↓ 
 ⑤種苗ロープの設置 

ブ 
イ 
式 
浮 
体 
式 
藻 
場 

 
 
 
 
 
 
 

①ブイの連結（陸上 or船上） 
  ↓ 
 ②アンカー取り付け 
  ↓ 
 ④現場投入 
  ↓ 
 ⑤ワカメロープ設置 
  ↓ 
 ⑥灯浮標設置 

エ 
コ 
シ 
ス 
テ 
ム 
護 
岸 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①鋼製枠の製作（工場製作） 
   ↓ 
②ポラコン板の製作（工場製作） 
   ↓ 
③H鋼の取付（一部潜水作業） 
   ↓ 
④鋼製枠の設置（潜水作業） 
   ↓ 
⑤ポラコン板の設置 
   ↓ 
⑥捨石材投入 
   ↓ 
⑦捨石材保護工設置 

 

置換雑石

Ｈ．Ｗ．ＬＨ．Ｗ．Ｌ

Ｌ．Ｗ．ＬＬ．Ｗ．Ｌ

土木シート

中詰材

覆砂材

砂留堤砂留堤
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 以上の検討結果に基づき、修復提案を図 7.5の案に絞り込んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.5 尼崎港内における環境修復提案 

 

 

7.3 概算事業費の算出 

 図 7.5 の案についてその概算事業費を算出した。算出にあたって、最も大きなウエイトを占

める干潟については図 7.6、7.7 のような構造・断面を想定した。なお、費用を算出するに当っ

ては、多くの仮定が含まれることを付記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.6 干潟平面図 

 

 

 

 

 

 

エコシステム護岸 

浮体式藻場 

干潟 

干潟 

断面位置 
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図 7.7 干潟断面図 

 

 

 

表 7.5 概算事業費の算出結果 

区分 諸元・規模 概算事業費 備考 

干潟及び磯 砂留め潜堤：約 2800ｍ

干潟：約 22ha 

2,800 百万円 

7,400 百万円 

計 10,200 百万円 

 

浮体式藻場 約 8 ha 50 百万円  

エコシステム護岸 延長約 1,200ｍ 1,500 百万円  

合計  11,750 百万円  

 

 

 

 

 

屑石

OP+5.0

OP+1.0

OP-2.5

50,000

100,000

OP-3.5

L.W.L OP+0.5

H.W.L OP+2.1

OP-1.5

OP+1.5

OP+5.0

OP+1.0

370,000

OP-5.0

L.W.L OP+0.5
H.W.L OP+2.1

OP-7.0

OP-3.0
干潟

干潟Ａ

干潟Ｂ

OP-5.0

屑石

土木ネット

10,000 40,000

干潟

OP+0.5OP+0.5

屑石

土木ネット

OP+0.5
OP+0.5

16,500 550 15,000
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7.3 モデルによる効果の定量化 

(1) 定量化の概要 

5 節では、個々の技術の環境修復効果、並びにそれらの組合せによる相互影響、補間関係も含

めた効果評価を行うことを目的として、尼崎港内全域で環境修復技術を適用した場合を想定し、

技術適用の有無、組合せの違い等の比較計算を行った。その結果、浅場の造成が透明度改善効果、

貧酸素化抑制効果ともに大きいこと、負荷量の削減も含めできる限り多様な技術を適用すること

により、生物間の補間機能が発揮され、水質改善目標に対し夏場においても透明度でほぼ 8割、

溶存酸素でほぼ 9割達成される可能性を示すことができた。しかし、実際には航路や泊地の確保

等の制約を受け、理想状態に比べて小さい規模でしか技術を適用することができないため、環境

改善効果もかなり小さくなることが予想される。ここでは、図 7.5で示した制約条件を考慮した

場合の環境修復提案の条件で夏場（9月）の水質予測を行い、技術適用範囲が縮小した場合の水

質改善効果の評価を行った。 
 

(2) 計算方法 

ここで使用する生態系モデルは 5節で述べたものと同じで、各環境修復技術の適用範囲を縮小
することによって制約条件を考慮した場合の水質予測を行った。計算には、前述ベストミックス

の評価に示した浅場を造成する場合のボックス配置を使用した。図 7.5に示した提案では西側凹

部にも航路や泊地など水深が深い部分が存在するが、本モデルでは複雑な形状を模擬した流動計

算を行うことができないため、水深が一律に浅くなる本ボックス配置で計算することとした。 

図 7.8に環境修復技術の適用範囲を示す。ここでは計算を行う季節を水質改善効果が顕著に見

られる 9月としたので、ワカメの生育期ではないことから浮体式藻場は考慮していない。また、

制約条件より浅場の造成面積が約 20ha、エコシステム護岸の延長距離が 1.1km に制限されるこ
とから、図 7.8に示すように、西側凹部の長さ 500mの範囲にのみ干潟および磯の生物が生息す
るとし、港口部のボックス表層にのみ総延長 1.1kmのエコシステム護岸を配置することとした。
なお、尼崎港全域に技術適用した Case 8-9Aと同様、干潟に生息するアサリは水深 1m～2.5mに
分布するとし、磯の堤体に繁茂するアオサは堤体表面積の 1/2に分布するとした。その他バック
グラウンド条件、計算ステップ等も 5節の条件と同じとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7.8 制約条件を考慮したケースを想定した環境修復技術の配置 
 
 

磯磯
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2.
16

1.
63

1.
53

1.
44

1.
03

0.
72

0.
68

0.
44

底層溶存酸素　単位（mg l-1）表層透明度　単位（m）

2.
16

1.
63

1.
53

1.
44

2.
16

1.
63

1.
53

1.
44

2.
16

1.
63

1.
53

1.
44

1.
03

0.
72

0.
68

0.
44

1.
03

0.
72

0.
68

0.
44

1.
03

0.
72

0.
68

0.
44

(3) 計算結果および考察 

 図 7.9は、表層透明度および底層溶存酸素の各技術適用空間における値をそれぞれ示したもの

である。第５章に示した尼崎港全域に技術適用した Case 8-9Aと比べると、透明度の向上、溶存
酸素の増加ともにかなり小さいものの、何も適用していない Case 1-9Aに比べれば特に西側凹部
でかなりの改善効果が現れており、透明度は 1.30m から 2.16m に、溶存酸素は 0.03mg l-1から

1.03mg l-1に増加している。また、エコシステム護岸を港口部に配置したため、東側航路部では、

港奥に行くほど水質改善効果は小さくなっている。溶存酸素 1.03mg l-1はほとんどの生物が酸素

欠乏に陥るレベルであるが、これは前述のように西側凹部での平均的な値として得られた数値で

あり、局所的には十分生物生息が可能なエリアが出現していると考えられる。これらの結果は、

航路や泊地の確保等の制約を受け、理想状態に比べて小さい規模でしか技術を適用することがで

きない場合には、尼崎港全体の水質を大幅に改善することは難しいものの、局所的には水質が改

善され、生物生産場所、夏場の貧酸素時の避難場所等が確保されることによって、生物多様性が

増す可能性を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7.9 制約条件を考慮したケースの表層透明度および底層溶存酸素の計算値 
 
(4) まとめ 

ここでは、実際には航路や泊地の確保等の制約を受け、理想状態に比べて小さい規模でしか技

術を適用することができない場合の環境改善効果を予測するため、制約条件を考慮した場合の環

境修復提案の条件で夏場（9月）の水質予測を行った。その結果、制約条件を受ける場合は、尼
崎港全域に技術適用した場合のように尼崎港全体の水質を大幅に改善することは難しいものの、

局所的には水質が改善され、生物生産場所、夏場の貧酸素時の避難場所等が確保されることによ

って、生物多様性が増す可能性を示すことができた。 
なお、図 7.5に示した規模の事業を港内にて実施するためにはおよそ 120億円近い事業費が必

要となる。富栄養化した閉鎖性海域が貴重な社会基盤であることに加え、そこでの環境修復の必

要性・必然性が社会に認識されることが環境修復事業を進める上での大きな課題である。また、

事業主体、費用負担のあり方などを解決することが、今後の事業化に向けた当面の課題となる。 
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８ まとめ 

 
以上のように研究を進めてきた結果、4～7 章に記載したような成果を得た。これらをまとめ

ると下記のようになる。 
 
（１）多様な環境修復技術の開発とその最適な組合せ（ベストミックス）を示すとともに、その

効果を以下のように定量化することができた。 

①尼崎港における環境の現状を調査、解析し、環境悪化の連関を明らかにし、次に透明度改

善と底層の溶存酸素環境改善という目標を設定した。その目標を達成するために、技術の

機能面に着目し、浮体式藻場（藻場造成）、エコシステム護岸（垂直護岸部でのベントス

生息基盤）、人工干潟、石積堤を用いた閉鎖性干潟（礫間接触浄化等）、流況改善を選定し

た。技術の選定にあたっては、高度に土地利用が進んだ都市型の内湾では従来より着目さ

れている干潟を造成できる場所は極めて限られていることと、濁質の濃度が高いために藻

場も従来の方法では造成が不可能なことに留意し、それらの環境機能を代替でき、かつ広

範囲に適用可能な技術を選択した点に特徴がある。 
②尼崎港内に、浮体式藻場、エコシステム護岸、人工干潟、石積堤を用いた閉鎖性干潟の現

地実験施設を設置し、個々の技術およびそれらの効果の相乗、補完作用を定量化し、最適

な技術の組み合わせを示すことができた。なお従前の現地実験では、単一の技術の効果を

検証することを目的に行われてきたが、本研究のように複数の技術を適応し、個々の技術

だけでなく、その効果の相乗作用、補完作用を見いだそうとする試みは国内外でも見あた

らない。 
③現地調査データを用いた生態系モデルによる数値シミュレーションによって、大規模にか

つ適切に各技術を適用した場合の効果を評価した。その結果、水質のもっとも悪化する夏

季においても、物質循環は改善されるために、浅場造成場所の平均で、表層の透明度が約

4ｍ（目標年平均 5m、現状年平均 2.5ｍ）、底層の溶存酸素が約 3mg/L（目標 3mg/L、現

状 0mg/L）など、良好な生態系の形成が可能なレベルにまで環境を改善できることがわ

かった。また、アサリ等の動物による懸濁物質の除去と藻類による酸素の供給など、それ

ぞれの技術の相互作用によって相乗的に環境改善効果が発現することを定量的に明らか

にすることもできた。 
 
（２）都市型の内湾での環境修復技術のベストミックスを行うための方法論を提案（環境修復技

術のパッケージ化）した。またその一部について試行し、その有効性を検証することがで

きた。  

 
（３）尼崎港における環境修復事業化のための提案を行うことができた。本提案には下記の特徴

がある。 

①航路や泊地、埠頭など港湾としての当面の利用状況や「尼崎 21 世紀の森」構想等も考慮

し、より現実的な環境修復技術の施設配置と規模を具体的に検討した。またいくつかの仮

定を含むものの、建設コストの試算も示すことができた。 
②生態系モデルによって、事業によってもたらされる効果を予測した。結果、港内全体の水

質を大幅に改善することは難しいものの、夏場の貧酸素時においても避難場所や生物生産

場所が確保されると事業を評価することができた。 
 
（４）実証試験によって各技術の環境修復効果について以下のような新たな知見を得ることがで

きた。その成果は適宜論文等で発表されている。 

①浮体式藻場を用いれば、尼崎港のように極度に透明度が低く生息基盤の欠如した海域でも、

藻場造成が可能であることを実証することができた。また栄養塩類の固定、系外除去の定

量評価とともに、そのワカメの堆肥化に成功した。この堆肥が「尼崎 21 世紀の森」構想

など陸域臨海部の森づくりに活用されれば、陸と海における栄養塩類の循環システムも形
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成できることを示している。 
②大量発生と環境への悪影響が懸念されるアオサについても、それを前処理をせずにメタン

ガス化し、資源化できる目処をつけた。 
③エコシステム護岸では直立護岸から海底への負荷削減と底層の貧酸素化の低減に貢献で

きることを明らかにし、都市型の閉鎖性海域で問題となる直立護岸部の改善に有効な知見

を得た。 
④人工干潟では、干潟地形の安定性が確認され、設計手法の妥当性が確認された。その一方

で、富栄養化した静穏な海域に建設された干潟上にはイガイ類がマットを形成するなどの

管理上有用な知見を得ることができた。 
⑤閉鎖性干潟では、期待した懸濁物の除去による透明度の向上などの効果が明らかになる一

方で、一般の開放型の干潟と比較して底生生物の加入が遅れることなど、実用上の重要な

知見が得られた。 
⑥流況制御技術では、港口部における剥離構造物設置や水路開削などの海水交換促進工法の

効果を明らかにするとともに、港内に放流されている下水処理水の放流位置の変更による

港内への負荷削減効果や、現状の港口部の防波堤の延長による港内の流動改善効果などの

効果を明らかにすることができた。 
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１ 実証実験

 
1.1 実証実験海域の環境変動 
（1）港内におけるモニタリング調査の概要
 港内においては本編 4.1.2 の図 4.1.3 に示す調査を平成 14 年 2 月～16 年 2 月の間定期的に
実施した。また、平成 15 年度は本編 4.1.2 の表 4.1.1 の調査を行い港内水質の変動、各実証実
験施設の状態を把握した。

（2）港内におけるモニタリング結果
尼崎港内におけるモニタリング結果を次ページ以降に示す。 
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（2）収穫されたワカメの堆肥化と、肥料としての効果および成分の詳細な分析 
1）目 的 
平成１４年度尼崎港ワカメ育成実験で収穫されたワカメ（収穫後３０分程度藻体を水道水中

に浸すことである程度脱塩したもの）を堆肥化し、幼植物体（コマツナ）による栽培試験を行
い、植物育成用肥料としての有用性を確認した。
 
2）実験期間 
 平成１５年７月～平成１６年２月 
 
3）実験概要 
a. 堆肥化 
水質改善と生物多様性の回復を目指し増養殖された海藻類を採取し、脱塩、乾燥させた藻体

を高速発酵処理機(商品名“ バイオメイト” )に米糠、尿素とともに投入、発酵させ、堆肥化した。

b. 幼植物体栽培試験(植害試験) 
堆肥化させた藻体を土壌に投与した場合に作物の生育害が生ずるか否かを栽培試験を通じて

判定した。試験は農林水産省農蚕園芸局長通達 1943号の「植物に対する害に関する栽培試験方
法」をもとに実施し、試験概要は一定量の藻体堆肥を土壌に混和させ、コマツナを播種し、発
芽状況、初期生育状況を 3週間調査するものである。

c. 海藻および堆肥成分分析 
本試験に用いられる海藻類の堆肥は肥料取締法では「特殊肥料」に分類される。特殊肥料は、

品質保全に関する一定の規格･基準はないが、主要成分含有量の表示義務がある。現段階ではこ
れら海藻堆肥を生産･販売するものではないが、将来的な利用を考慮し、主要成分含有量を分析
した。また、利用する海藻に金属類の含有が懸念されるため、従来「普通肥料」に適用される
公定規格に準ずる項目についても分析を行った。
 
4）実施内容 
a.堆肥化 
収穫後、水道水に３０分程度浸した後、乾燥させたワカメ(動物付着なし･あり)を一昼夜淡水

に浸漬した後、湿潤状態のまま計量し、高速発酵処理機に米糠および発酵微生物(エヌ･アイテク
ノ㈱製,商品名“ バイオテック 21” )とともに投入し、堆肥化した。その際、発酵程度により窒素
分の補給として尿素も投入した。
 
i) 試験期間(堆肥期間) 

・1回目：平成 15年 08月 04日～08月 18日(14日間) 
・2回目：平成 15年 10月 27日～11月 04日(08日間) 
・3回目：平成 15年 11月 11日～11月 17日(06日間) 

 
ii) 堆肥原料および量 

堆肥化に伴う原料を表 1.2.2,図 1.2.5～6に示す。 
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表 1.2.2堆肥原料および量 

 

 
図 1.2.5 原料海藻 

図 1.2.6 原料海藻の淡水浸漬状況(1昼夜:24時間) 

容量(㍑) 重量(kg) 備      考

動物付着なし 15.0 8.2 神戸大学より入手(2003.4.17. 尼崎港),
事前に淡水にて一昼夜(24時間)浸漬

動物付着あり 40.0 16.0 神戸大学より入手(2003.5.19. 尼崎港),
事前に淡水にて一昼夜(24時間)浸漬

米糠 80.0 24.2 宮津市内精米所より入手

バイオテック21 0.5 放線菌,ナットウ菌,乳酸菌等23種類の
好気性高温微生物および酵素群

海藻類堆肥 米糠混合 40.0 18.3 前回堆肥化物

尿素 窒素分46％ － 0.4
発酵に必要な窒素分として添加した
※混入量は堆肥化物のC/N比が20以
下となるように算出した。

海藻類堆肥 米糠混合 32.4 16.7 前回堆肥化物

尿素 窒素分46％ － 0.4
発酵に必要な窒素分として添加した
※混入量は堆肥化物のC/N比が20以
下となるように算出した。

3回目

堆肥原料

海藻類

1回目

2回目

動物付着なし(尼崎港 2003.4.17) 動物付着あり(尼崎港 2003.5.19) 
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iii) 堆肥化結果および考察 
 ①第 1回目堆肥化試験（図 1.2.7～8） 

堆肥化にあたっては、高速発酵処理機を用い、堆肥化を試みた。当機は通常、生ゴミ等の
堆肥化に使用し、約 1昼夜で堆肥化される。今回、乾燥海藻類を淡水にて湿潤状態まで戻し
米糠、菌体とともに処理機に投入したが、3 日経過時点で海藻類がほとんど分解されていな
い状態であった。そのため海藻類を一旦取り出し、約数㎝片に裁断した後、再投入した結果、
約 2週間後に海藻片が完全に分解された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2.8 第 1回目堆肥化状況 

海藻類を投入してから 2 週間後に一旦、処理機から堆肥化物を取り出し、後述する幼植物体
栽培試験(植害試験)に供試した。その結果、土中からカビが発生し、供試植物の成長を著しく阻
害した。堆肥化物の成分分析からも発酵が十分でない(未熟状態)と判断されたため、再堆肥化す
ることとした。
②第 2回目堆肥化試験（図 1.2.9）
再堆肥化にあたっては、発酵に必要な窒素分として尿素を第 1 回目堆肥化物に加え、前回同
様、高速発酵処理機を用いて行った。再堆肥化開始直後は発酵が促進され、著しいアンモニア
臭が見られたが、1週間後にはアンモニア臭がほぼなくなったため発酵終了とした。

図 1.2.9 第 2回目堆肥化状況 

図 1.2.7 高速発酵処理機(バイオメイト) 

発酵処理中(処理後期) 発酵処理中(原料投入直後) 

尿素混合 発酵処理中
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堆肥化物を投入してから約 1 週間後に処理機から再堆肥化物を取り出し、幼植物体栽培試験
(植害試験)に供試した。その結果、前回同様、海藻堆肥処理区にのみ土壌表面よりカビ(糸状菌)

が発生し、供試植物の生長量は標準区と同等レベルであり、対照肥料区と比較して明らかに劣
っている。これは供試肥料である海藻堆肥が、まだ十分に発酵されておらず、未熟とはいかな
いまでも中熟の状態であるためと思われたため、再々堆肥化することとした。

③第 3回目堆肥化試験（図 1.2.10） 
再々堆肥化にあたっては、第 2 回目堆肥化物に再度尿素を加え、高速発酵処理機を用いて行

った。再々堆肥化開始直後は、前回同様、発酵が促進され、著しいアンモニア臭が見られたが、
1週間後にはアンモニア臭がほぼなくなったため発酵終了とした。
堆肥化物を投入してから約 1 週間後に処理機から再々堆肥化物を取り出し、幼植物体栽培試

験(植害試験)に供試したが、これまで同様、海藻堆肥処理区にのみ土壌表面よりカビ(糸状菌)が
発生したため、栽培試験を中止した。
栽培試験の状況から、これまでの高速発酵処理機を用いた堆肥化方法では海藻堆肥を完熟さ

せることは困難であると判断し、今だ完熟していない堆肥化物を土壌中で 2 次発酵させ、完熟
させることとした。

2次発酵の方法として、中止した栽培試験から幼植物体(播種から 1週間経過)を全て引き抜き、
土壌中の水分含量を 50～60％維持させた状態で約 1ヵ月間放置した。約 1ヵ月後には土壌表面
のカビがほとんど見られなくなったため、土壌中で完熟したものと判断した。
その後、再度栽培試験を実施し、良好な結果が得られたことから堆肥化物が完熟したことを確
認した。

 

 

 

 

 

図 1.2.10 堆肥化物 

 
b. 幼植物体栽培試験(植害試験) 
堆肥化させた藻体を土壌に投与した場合に作物の生育害が生ずるか否かを農林水産省農蚕園

芸局長通達 1943号の「植物に対する害に関する栽培試験方法」をもとに実施し、判定した。
 
i) 試験期間(栽培期間) 

・第 1回目：平成 15年 10月 1日～22日(21日間) 
・第 2回目：平成 15年 11月 7日～28日(21日間) 
・第 3回目：平成 16年 01月 8日～29日(21日間) 

 
ii) 試験方法 

ア. 試験容器 
プラスチック鉢(内容量:500ml)を用い、各試験区ごとに 2連とした。 

イ. 供試作物(指標作物) 
・第 1回目：コマツナ(タキイ種苗“ 極楽天” ) 
・第 2回目：コマツナ(タキイ種苗“ 小松菜” ) 
・第 3回目：コマツナ(タキイ種苗“ 極楽天” ) 

ウ. 供試土壌 
真砂土(花崗岩風化土)：pH 5.5，EC 0.03mS/cm 

第 1回目 第 2回目 第 3回目 
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エ. 試験方法 
①土壌の充填 
供試土壌の試験容器への充填は 2mm目のふるいを通した風乾土を用い、試験容器当りの充填

量が約 500mlとした。

②土壌水分管理 
試験期間中における土壌水分は、試験開始後約 10日間は試験容器中における土壌の最大容水
量の 50～60％となるように灌水を行い、その後は作物の生育に応じて適宜灌水(灌水し過ぎて鉢
底から水が漏れない程度)した。

③海藻堆肥の調整 
供試肥料(海藻堆肥)および対照肥料(類似普通肥料:バーク堆肥)は、それぞれ粉砕して 1㎜の目

のふるいを通し、試験に供した。
※対照肥料(バーク堆肥)

・第 1回目：ハリマ工業㈱製造 商品名“ 森のめぐみ”
・第 2回目：㈱かんでんエルファーム製造 商品名“ エルコンポ”
・第 3回目：ハリマ工業㈱製造 商品名“ 森のめぐみ”

④施肥設計(試験区) 
供試肥料および対照肥料の標準施用量は、試験容器当たり、肥料の乾物換算重量で 5gとなる
量とし、この施用量を基準として、標準量施用区、2倍量施用区、3倍量施用区および 4倍量施
用区を設けた(表 1.2.3)。また、窒素飢餓等による生育遅延を回避するために、全ての処理区に窒
素(N),リン酸(P2O5),カリ(K2O)として、それぞれ試験容器当り25mgに相当する硫酸アンモニア、
過リン酸石灰および塩化カリを施用した(表 1.2.4)。

表 1.2.3処理区 

肥料水分含量

現物当り 乾物当り (％)
標準量施用区 5.3 5 2
2倍量施用区 10.6 10 2
3倍量施用区 15.9 15 2
4倍量施用区 21.2 20 2
標準量施用区 12.5 5 2
2倍量施用区 25.0 10 2
3倍量施用区 37.5 15 2
4倍量施用区 50.0 20 2

標 準 区 － － 2 －

標準量施用区 5.3 5 2
2倍量施用区 10.6 10 2
3倍量施用区 15.9 15 2
4倍量施用区 21.2 20 2
標準量施用区 12.0 5 2
2倍量施用区 24.0 10 2
3倍量施用区 36.1 15 2
4倍量施用区 48.1 20 2

標 準 区 － － 2 －

標準量施用区 6.1 5 2
2倍量施用区 12.2 10 2
3倍量施用区 18.2 15 2
4倍量施用区 24.3 20 2
標準量施用区 12.5 5 2
2倍量施用区 25.0 10 2
3倍量施用区 37.5 15 2
4倍量施用区 50.0 20 2

標 準 区 － － 2 －
※現物当りの肥料施用量＝乾物当りの肥料施用量÷乾物比＝5g÷(1－水分含量)

鉢数

供試肥料
(海藻堆肥)

対照肥料
(バーク堆肥)

施用量(g/鉢)
試 験 区

第1回目

第2回目

供試肥料
(海藻堆肥)

対照肥料
(バーク堆肥)

第3回目

供試肥料
(海藻堆肥)

対照肥料
(バーク堆肥)

17.8

60.0

5.6

60.0

5.4

58.4
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表 1.2.4 処理区の施用量 

⑤施肥方法 
肥料は、試験容器全体の土壌と均一となるよう、よく混合して施用した。

なお、施肥は播種当日に施用したが、第 3回目のみ播種約 1ヵ月前に施用した(施用：平成 15年
12月 4日，播種：平成 16年 1月 8日)。

⑥播種 
播種量は試験容器当り 20粒とし、播種は種子が等間隔となるよう桝目状にピンセット等を用
いて行い、播種後、風乾土壌で種子が隠れる程度に覆った。

⑦温度管理 
試験期間中における栽培温度は 15～30℃程度までの範囲内に保つように管理した。

⑧栽培期間および調査(表 1.2.5) 
栽培期間は播種後 3週間とし、この期間中に発芽調査(発芽数,発芽率)を 2回(播種後約 1週間

までに)、約 1 週間後から生育調査(葉長,状況写真)を 2 回、最終回に地上部を収穫し、生体重を
測定した。

表 1.2.5 実施工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

現物当り 乾物当り 窒素
(N)

リン酸
(P2O5)

カリウム
(K2O)

標準量施用区 5.3 5 85 33 180
2倍量施用区 10.6 10 145 41 335
3倍量施用区 15.9 15 205 49 490
4倍量施用区 21.2 20 265 57 645
標準量施用区 12.5 5 85 50 50
2倍量施用区 25.0 10 145 75 75
3倍量施用区 37.5 15 205 100 100
4倍量施用区 50.0 20 265 125 125

標 準 区 － － 25 25 25
※第2回目以降は堆肥化物の成分を実施していない。

対照肥料
(バーク堆
肥)

施用量(g/鉢) 成分量(㎎/鉢)

供試肥料
(海藻堆肥)

試 験 区

第1回目

1 7 4

1 7 8

4,6,8 12,14 11,13,15

22 28 29

項  目
10月

上 中

b.播種

a.施肥

c.発芽率調査

d.生育調査

12月
下

11月
上 中 下

1月
上 中 下

21 2215

上 中 下

第1回目 第2回目 第3回目



資 1 - 42 

iii) 栽培試験結果および考察
試験結果を図 1.2.11～20,表 1.2.6～8に示す。

 
 
 

図 1.2.11 第 1回目栽培試験結果 

図 1.2.12 第 2回目栽培試験結果 

図 1.2.13 第 3回目栽培試験結果 

第 1,2回目の栽培試験開始直後から海藻堆肥区にのみ土壌表面よりカビ(糸状菌)が発生し、供
試植物であるコマツナの発芽を抑制した。その後、海藻堆肥区のみほとんど生長せず、最終的
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な生長量は他の処理区と比較して著しく低い結果となった。これは供試肥料である海藻堆肥が
十分に発酵されておらず、未熟な状態であるためと考えられる。
通常、堆肥熟度の指標は炭素窒素比(C/N 比)によって表され、20～40 程度(理想は 30 以下)と

される。例えばオガクズなどを含む高 C/N 比の有機物では、有機物分解に伴う微生物の急激な
増加により、施用された無機態窒素が菌体に取り込まれることによって、作物は施肥窒素を吸
収できず窒素飢餓を起こす。また、鶏糞のような低 C/N 比の有機物では、急激な分解に伴いア
ンモニアガスや亜硝酸ガスなどの窒素ガスが発生し、作物はクロロシスや黄白化などの障害を
引き起こす。さらに炭酸ガスが急激に発生すると根に障害を引き起こし、作物の生育が阻害さ
れる。
第 1 回目の海藻堆肥は C/N 比が 37.6 と比較的高い値(対照バーク堆肥：35)だったが、数値的
に問題はないレベルと思われた。しかし、堆肥化に大量の米糠を使用したため、米糠に含まれ
る糖分に微生物が反応し、土壌内が窒素飢餓状態となり、作物が生長に必要な窒素分を吸収で
きないため、今回のような結果になったものと考えられる。
その後、2 回にわたり新たな窒素源(尿素)を加えた海藻堆肥を発酵処理機に投入し、さらに土

壌中で 2次発酵させることにより堆肥化物を完熟させることができた。完熟させた堆肥化物は、
3回目栽培試験では、対照肥料には及ばなかったが、植物の生長を促進させる肥料としての機能
は確認することができた。

表 1.2.6 第 1回目栽培試験結果 

3日後 5日後 7日後 14日後
発芽率

(％)
発芽率

(％)
発芽率

(％)
葉長
(cm)

葉長
(cm)

生体重
(g/鉢)

生体重
指数

1 10 85 90 0.6 2.3 1.5 45
2 15 90 90 0.8 2.6 1.6 48
平均 13 88 90 0.7 2.5 1.6 47
1 0 55 85 0.3 2.2 1.1 33
2 5 80 80 0.5 2.6 1.5 45
平均 3 68 83 0.4 2.4 1.3 39
1 0 45 70 0.4 2.6 1.1 33
2 0 50 75 0.6 2.3 1.2 36
平均 0 48 73 0.5 2.5 1.2 35
1 0 40 55 0.6 3.1 1.3 39
2 0 25 40 0.5 2.9 0.8 24
平均 0 33 48 0.6 3.0 1.1 32
1 35 95 100 4.4 9.6 10.1 306
2 90 100 100 4.6 7.8 10.7 324
平均 63 98 100 4.5 8.7 10.4 315
1 55 90 90 6.1 10.4 13.9 421
2 55 100 100 5.1 10.1 12.5 379
平均 55 95 95 5.6 10.3 13.2 400
1 55 80 80 6.2 11.4 13.3 403
2 60 95 100 6.9 11.3 16.4 497
平均 58 88 90 6.6 11.4 14.9 450
1 55 100 100 7.0 12.4 15.3 464
2 55 90 100 7.1 12.5 14.6 442
平均 55 95 100 7.1 12.5 15.0 453
1 80 100 100 1.8 4.5 3.6 －
2 85 100 100 1.6 3.4 3.0 －
平均 83 100 100 1.7 4.0 3.3 100

※生体重指数は標準区の平均値を100として算出

第1回目

供試肥料
(海藻堆肥)

標準量施用区 カビ発生

2倍量施用区 カビ発生

3倍量施用区 カビ発生

3倍量施用区

4倍量施用区

異常症
状

21日後試 験 区 ポット
№

発芽成績 生育成績

標 準 区

4倍量施用区 カビ発生

対照肥料
(バーク堆
肥)

標準量施用区

2倍量施用区
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表 1.2.7 第 2回目栽培試験結果 

表 1.2.8 第 3回目栽培試験結果 

 

3日後 5日後 7日後 14日後
発芽率

(％)
発芽率

(％)
発芽率

(％)
葉長
(cm)

葉長
(cm)

生体重
(g/鉢)

生体重
指数

1 － 96 96 2.1 2.5 1.2 71
2 － 96 96 2.0 2.8 1.5 88
平均 － 96 96 2.1 2.7 1.3 79
1 － 100 100 1.8 2.5 1.0 62
2 － 100 100 2.2 2.4 1.2 70
平均 － 100 100 2.0 2.5 1.1 66
1 － 100 100 1.2 1.5 1.2 73
2 － 100 100 1.2 1.4 0.8 48
平均 － 100 100 1.2 1.5 1.0 60
1 － 100 100 2.2 3.0 1.8 106
2 － 100 100 1.4 2.0 1.1 66
平均 － 100 100 1.8 2.5 1.4 86
1 － 100 100 2.3 2.8 2.9 173
2 － 96 100 3.0 3.4 3.4 205
平均 － 98 100 2.7 3.1 3.2 189
1 － 96 96 3.2 4.2 4.4 260
2 － 100 100 2.8 3.6 3.0 179
平均 － 98 98 3.0 3.9 3.7 219
1 － 92 92 3.1 3.4 4.1 246
2 － 100 100 2.6 3.2 3.1 186
平均 － 96 96 2.9 3.3 3.6 216
1 － 100 100 4.2 4.2 3.2 192
2 － 100 100 3.1 4.3 4.4 264
平均 － 100 100 3.7 4.3 3.8 228
1 － 100 100 2.3 2.8 1.3 －
2 － 92 100 2.6 3.7 2.1 －
平均 － 96 100 2.5 3.3 1.7 －

※生体重指数は標準区の平均値を100として算出

第2回目

供試肥料
(海藻堆肥)

標準量施用区 カビ発生

2倍量施用区 カビ発生

3倍量施用区 カビ発生

4倍量施用区 カビ発生

3倍量施用区

4倍量施用区

異常症
状

21日後試 験 区 ポット
№

発芽成績 生育成績

対照肥料
(バーク堆
肥)

標 準 区

標準量施用区

2倍量施用区

3日後 5日後 7日後 14日後
発芽率

(％)
発芽率

(％)
発芽率

(％)
葉長
(cm)

葉長
(cm)

生体重
(g/鉢)

生体重
指数

1 5 85 85 0.8 3.9 3.3 102
2 10 75 75 0.7 3.8 2.7 83
平均 8 80 80 0.8 3.9 3.0 92
1 10 85 90 1.0 4.2 3.6 111
2 5 75 75 1.1 3.7 1.8 55
平均 8 80 83 1.1 4.0 2.7 83
1 5 75 85 1.6 4.6 3.4 105
2 5 70 80 1.8 6.0 4.8 148
平均 5 73 83 1.7 5.3 4.1 126
1 0 90 90 1.8 5.7 6.2 191
2 0 85 85 1.9 6.9 6.5 200
平均 0 88 88 1.9 6.3 6.4 195
1 5 50 75 1.5 4.9 3.1 95
2 20 95 95 1.7 4.9 3.8 117
平均 13 73 85 1.6 4.9 3.5 106
1 25 85 95 3.5 6.9 7.8 240
2 5 85 85 2.9 8.5 7.7 237
平均 15 85 90 3.2 7.7 7.8 238
1 20 75 80 3.2 7.8 7.7 237
2 25 85 90 3.3 7.7 8.7 268
平均 23 80 85 3.3 7.8 8.2 252
1 20 80 95 3.3 6.8 7.6 234
2 20 80 85 3.3 7.3 7.6 234
平均 20 80 90 3.3 7.1 7.6 234
1 25 95 100 1.2 4.2 3.5 －
2 20 85 95 0.9 3.7 3.0 －
平均 23 90 98 1.1 4.0 3.3 －

※生体重指数は標準区の平均値を100として算出

標 準 区

標準量施用区

2倍量施用区
対照肥料
(バーク堆
肥)

3倍量施用区

4倍量施用区

異常症
状

21日後試 験 区 ポット
№

発芽成績 生育成績

第3回目

供試肥料
(海藻堆肥)

標準量施用区

2倍量施用区

3倍量施用区

4倍量施用区
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1 - 47
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c.

1 1.2.9

1.2.10

C/N

( )

( )
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CNP

CNP

a.

CNP

b.

c.

d.

e.
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13 12 21

1kgf 4kgf
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1.5 m

0.5 m
0.5 m

1.0 m

1.0 m

1.5 m

0.5 m
0.5 m

1.0 m

1.0 m

0.5 m
0.5 m

1.0 m

1.0 m

90 cm

90 cm

90 cm

3 cm

90 cm

90 cm

90 cm

3 cm

14 1 9

0.5kgf 1.7kgf

14 2 5
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50 cm

50 cm

50 cm

1 cm

50 cm

50 cm

50 cm

1 cm

1kgf 2kgf 3kgf

14 3 11

1kgf 400gf 2kgf 600gf 3kgf 600gf

10 1

12:00 13:00

13 2 8

3 10 1.0m

1.0m
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1.0m

1 9 2 9

0.5m 1.0m 2.0m

1.0m 10

1 9 0.5m

14 2 4



1 - 55 

[wt%] 14.3 

[wt%-DB] 17.3 

C [wt%-DB] 37.8 

H [wt%-DB] 5.1 

N [wt%-DB] 4.9 

P [wt%-DB] 0.2 

S [wt%-DB] 3.2 

wt%-DB
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(1) (2)

1 NaOH

NaOH 1:1 90 10 TOC

100% (3)

13.32% 37.65% VS/TS

81.81%

50g

wet-g/L 16318mg/L S-TOC

50% TOC

S-TOC

m3
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2 kg-wet/m3

2 kg-wet/m3

1 kg-wet/m3

MLSS 1%

n =3 12

40% 108ml/g-VS

h) 0.0 24.5 98.2 147.8 269.7 

0.0 23.6 49.1 68.7 108.0 

0.0 44.2 103.1 118.8 152.1 

0.0 16.7 177.8 275.0 311.1 

ml/g-VS 

5

m3

2 kg-wet/m3

2 kg-wet/m3

MLSS 1%

20 1g 400ml

50

200ml/g 34
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1 14 3

800cc

60

3L

[g] [ ] [MPa] [min]
SCW-
TEST 

30 400 30 60 
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40 30MPa 70 400



1 - 61 

[g] [g] 
[L] 

492.8 318.1 1.78 

[g] 808.81 2.09 
TC

TOC 
3920 mg/L 
4460 mg/L 

32.2 wt%  

N
P
S

1040 mg/L 
9 mg/L 

490 mg/L 

2.3 wt%  
3.6 wt%  
5.3 wt%  

Na
Mg
Al
Si
K
Ca

-
120 mg/L 

375 mg/L 
<1 mg/L 

8 mg/L 
740 mg/L 

45 mg/L 

44.9 wt%  
-
-
-
-
-
-
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[L] 1.78 

H2
N2*
CO

CH4
CO2

C2H4
C2H6

[L] 
0.000
1.155
0.000
0.004
0.617
0.003
0.000

[mol%]
 0.00 
64.90
 0.00 
 0.25 
34.67
 0.16 
 0.02 

N2*

C P S N

C 50wt%

37wt% 7wt% 3.5wt%

P

N

CO2

NO2

N 50wt%

C 3.5wt%

1%

N C

400

50g 1000ml

170 30
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450 30MPa

5

[wt%] 13.32 

C [wt%-DB] 37.65 

wt%-DB

**

[g] [g] 
*

[g] [wt ]

50.0 1000 1220 3.55 50.8 

*

**

[cc/min [wt ] [ ] [MPa] [min] 

SFG-1 2.6 3.55 450 30 5 

C [mg/min] 34.5 5.4 14.9 14.2 

C [wt%] 100 15.7 43.2 41.1 
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C 40
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18mol
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7 1 8 2 11 20

1 21
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1.4 人工干潟 
沿岸域における有機汚濁対策として、下水道整備に代表されるような流入負荷削減のための対
策や、浚渫，覆砂などの底質改善策などがかなりの費用をかけて実施されてきている。しかしな
がら、東京湾・大阪湾などのように過度に富栄養化が進行した水域では、あまり実効があがって
いないのが現状である。 
  一方で、わが国の高度成長期には臨海部の大規模な開発が行われ、後背地の開発と相俟って、
干潟・藻場を含む浅海域の多くが埋立等によって消失し、沿岸域の環境は大きく変貌した。第二
次大戦前には全国で約 82,600haの干潟が存在したと言われているが、1978年までにその約 38％
が消失し、さらにその後 1992年までの 13年間に、全国で干潟の約７％，藻場の約３％が消失し
たとされている１）。 
  以上のことから、かつて干潟や藻場が担ってきた水質浄化機能が、場の物理的喪失によって大
きく損なわれたことが、内湾の富栄養化の進行や、負荷削減対策にも拘らず水質の改善傾向が見
られないことの大きな原因ではないかと推定されている。そのため劣化した干潟を修復したり、
あるいは人工的に干潟を造成することにより、少しでも過去の自然浄化能力を取り戻し、水質改
善につなげることが求められている。 
  干潟は、生物生息・生物生産・浄化・アメニティーなど、様々な機能に恵まれ、自然再生の中
心的な役割を担う場として注目されている。その機能の大部分は、干潟に生息する生物によって
担われているため、人工的に整備した場所に生物の加入が速やかに行われ、安定した活動が行わ
れる必要がある。
  2003 年に施行された自然再生法には、様々な新しい概念が盛り込まれている。自然再生の技
術は未完成であり、様々な環境条件に依存するために不確実な部分が多い。従って、ある事業が
目標像を定めて始められても、しばしば当初の目標とは異なる結果が生じやすい。予めこのよう
な不確実性を見込み、作っては少しずつ手直しをする、順応的管理（Adaptive Management）が
必要とされる。人工的に造成した干潟の管理においても、造成後に当初設定した目標とのズレを
修正することは重要である。

1.4.1 研究目的
 尼崎港において、様々な環境修復の要素技術を最適に組み合わせ、生物体を中心とした有機物
や栄養塩の有効利用を通して、総体として物質循環の機能が円滑に行われ、海水の浄化や生態系
の回復を図ることが求められている。
要素技術の組み合わせを考える前提として、富栄養化が過度に進行した尼崎港において、個々

の要素技術が果たして機能するかどうかを見極め、機能するとすればその条件を整理することが
必要である。ここでは干潟を取り上げ、尼崎港内に実証試験の場として造成し、モニタリングす
る干潟の目的を述べる。
干潟における環境機能は、生息する生物が担っている。図 1.4.1に、典型的な干潟生態系の食
物網を示す。これらの生物が安定して生息し、食物網を通した相互依存関係が破綻なく維持され
ることが当面の目標となる。ただし、これらの構成生物すべてが、周辺が人工的な護岸で囲われ、
過度に富栄養化が進行した尼崎港において実現される必要は、必ずしもないであろう。干潟の造
成目的は、従来より様々であるが、アサリなどの二枚貝が多い砂泥質干潟か、トリの生息場とし
ての干潟（どちらかといえば泥質干潟が主体）に大別できよう。尼崎地区を考えると、トリの生
息場所は近隣の地域でいえば大阪南港・鳴尾浜などに存在しており、改めて尼崎港内に求められ
ているわけではない。従って、当面トリは目的の生物対象から外すこととする。アサリなどの懸
濁物食性二枚貝はどうだろうか。二枚貝の生息は、潮干狩りなどの利用をはじめとする親水機能
面が期待されるほか、濾過作用によって海水から有機懸濁物を除去され、さらにヒトを含めた高
次の生物に利用されるため、浄化機能面からも期待される点が大きいといえる。
懸濁物食性の二枚貝には、アサリ・シオフキ・バカ貝などの有用種がある一方、ホトトギス貝、
コウロエンカワヒバリ貝など、トリの利用はあっても人の食用としては期待できないイガイの仲
間がある。特にホトトギス貝は表在性の二枚貝であり、高密度に生息する場合には底表面をマッ
ト状に覆う。そのため、他の生物種の定着や生息を阻害するばかりでなく、マットによって酸素
の透過が阻害され、底質が還元状態になり、硫酸還元が生じやすい。それによって生じる硫化物
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は多くの生物にとって有害であり、生物の多
様性が損なわれる。
尼崎港内で果たしてアサリなどの有用二

枚貝が安定して生息し、期待されるような機
能を発揮してくれるであろうか。その答えは、
実証試験を待たねばならないが、少なくとも
その可能性は予め検討しておく必要がある。
その際に参考となるのは、周辺の生息の状況
である。大阪湾の周辺にはあまり干潟と呼べ
る場所はないが、人工的に造成された場所と
しては、西宮港内に造成された甲子園浜があ
る。ここには、粒径の大きめの砂浜が造成さ
れ、かつ量的には多くはないが、アサリも定
着している。そのため、富栄養が進行した大
阪湾奥部においても、アサリなどの浮遊幼生
は存在し、定着場所を安定に確保することが
できれば、可能性として十分アサリなどの二
枚貝が加入し、生息することが可能であると
考えられる。
以上のことから、本研究においては、アサ

リなどの生息が可能な干潟を造成するため、
必要な底質材料を選定し、干潟地形が安定し
て存在するように、周辺の波動条件などから
地形の勾配を算定するなどの設計を行った
後に、干潟を現地施工する。造成後には、地
形の変化特に沈下量や、波等による洗掘・堆
積量を追跡調査するとともに、生物加入・定
着状況を詳細にモニタリングする。生物の加入については、特に幼生や親生物の加入の有無など、
加入の機構がわかるような調査を実施する。また、特にアサリの定着を促進するため、予め赤穂
干潟沖で採取されたアサリを養成かごに入れ、人工干潟上に設置し、その後の成長をモニタリン
グする。さらに当該実証実験では、干潟の洗掘・沈下などの物理的な地形変化の様子や、生物の
定着の様子から、必要に応じて手直しを行う、Adaptive Management手法の考え方を導入し、そ
の手法の確立を目指す。
 
1.4.2 実証施設の概要 
  干潟の造成にあたっては、軟弱地盤上で安
定した干潟を造成するため、 
  ①地盤改良（改良済み既設護岸の活用） 
  ②軽量材の活用 
  ③浮体構造の利用 
について比較検討を実施し、最適工法である
①を採用した。 
  施設の形状・規模を図 1.4.2～図 1.4.3 に
示す。図のように、干潟実証実験施設（以下，
人工干潟と記す）は、側面は護岸と石積み堤，
沖側は潜堤によって囲まれた 32m×12mの砂
質干潟（造成時の中央粒径：0.56mm）であり，
OP+1.0mの高さまで 1/50勾配にて造成した。

二枚貝類 多毛類 腹足類 甲殻類

底生藻

植物ﾌﾟ

ﾗﾝｸﾄﾝ

鳥類

溶存有機物

無機栄養塩

底泥

海水

ﾃﾞﾄﾗｲﾀｽ ﾊﾞｸﾃﾘｱ

図 1.4.1 典型的な干潟生態系の 
 食物網模式図 

図 1.4.2(a) 人工干潟平面図 

12
m

既設護岸 

32m

石積み堤

潜堤（O.P.+0.3m） 

H.W.L. O.P.＋2.1m
M.S.L. O.P.＋1.4m
L.W.L. O.P.＋0.5m

NN
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図 1.4.2(b) 人工干潟断面図

図 1.4.3 人工干潟の全景
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1.4.3 研究内容 
本研究では、尼崎港内に整備された人工干潟において、生物の生息基盤となる地形の変化を追

跡しながら、生物の定着をモニタリングする。さらに、二枚貝の水質浄化機能に着目し、アサリ
の生息が造成干潟においてどの程度可能であるかを調査する。ここで、アサリの生息が困難な場
合には阻害因子を探る事とした。

1.4.4 人工干潟の形状・底質・底生生物のモニタリング調査 
（1）干潟施設の沈下 
干潟施設の沈下について調査方法とその結果を以下に示す。

1）調査概要
  図 1.4.4に示すように、干潟の沈下量を観測する目的で干潟域に沈下板 3基および石積み堤体
に 6 地点の測量ポイントを設置した。観測は、1 回/月の頻度で実施し、各測点の沈下量の経時
変化を求めた。
2）主な結果
図 1.4.5に各測点における沈下量の経時変化を示す。図より、干潟域の沈下について、6月ま

での造成後約 3ヶ月で約 3cmの沈下量が確認されたものの、6月以降 1cm以内の変動幅に収まっ
ている。石積み堤体の沈下について、最も大きな沈下が予測される堤体先端部（No.1+5.0測点）
では当初に約４～６cm/月の沈下量が確認されたが、現況では 1cm/月以下の沈下量となっている。 
  以上から、施設の地盤沈下はほぼ収束する傾向が確認されており、沈下量に対しても当初設計
予測の範囲内に収まる結果を得た。
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（2）砂面変動 
波浪等の影響によって洗掘・堆積される可能性がある干潟域の砂面変動量を把握することを目

的に、以下の調査を実施した。
1）調査概要
干潟域を図 1.4.6に示すように 114地点の格子にて分割し（測線は、縦方向に砂留潜堤を起点
に 3m間隔の測線を 5本，１ｍ間隔の測線を 15本設定し、横方向に A～Fの 6測線を設定した）、
各格子点における地盤高を毎月 1回計測した。
2）主な結果
図 1.4.7に、代表的な砂面変動の例として、Ｃ測線，Ｅ測線の断面形状の経時変化を示す。各

測線について、造成後 2ヶ月までの 3月～5月にかけて砂留め潜堤背後域（0～６測線）で約 30cm

～40cm層厚の砂の流失が確認された。造成後 4ヶ月が経過した 7月以降には大きな砂の流失は
ほとんど確認されていない。砂面の変動は、潜堤から岸へ向かって（水深が浅くなるに従って）、
６測線～18測線までの範囲で砂面変動が小さく、18測線～30測線までの範囲で 10cm程度の変
動が確認された。調査期間中は、尼崎付近を通過する台風も無かったことから、造成材を補充す
る様な大きな外力が干潟域に働かず、その結果として上記に示した範囲で地形変動が収まったも
のと考えられる。

図 1.4.7 干潟域砂面変動量経時変化

図 1.4.6 砂面変動測点
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（3）底質の粒度組成 
波浪等の影響によって洗掘・堆積される干潟域の砂面の粒度組成変化を把握することを目的に、

以下の調査を実施した。
1）調査概要
図 1.4.8中に●印で示した 5地点において、底質のコア採取を行い、粒度組成を調査した。サ

ンプルは 10cmの深さで採取し、表層～2cm，2cm～5cmの底質粒度組成を分析した。
2）主な結果
図 1.4.9に、表層～2cmの粒度組成について、結果を示す。潜堤から岸に向かって 18m以上離
れた範囲において、粗砂分（0.85mm～2.5mm）の割合が増加することが確認された。潜堤から
岸に向かって 6m～16mの範囲では粒度変化は少なく、細粒分の割合も増加傾向であることが確
認された。
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（4）底生生物 
干潟の底生生物調査は、一般のモニタリング調査、および加入調査から構成される。それぞれ

について、調査方法と主な結果を以下に示す。
1）モニタリング調査概要
図 1.4.10 に示す St.1～5 の 5 地点において、底生生物の種類数・個体数・湿重量を測定した。

また、□印で示した地点において、加入の機構がわかるような「加入調査」を行った。
いずれの調査においても、底生生物は各調査地点において、出現種類別に個体数、湿重量を計

測した。
2）モニタリング調査の主な結果
図 1.4.11に底生生物調査結果を示す。干潟域の底生生物についてみると、各調査地点ともに湿

重量・種類数ともに増加傾向にある。個体数についてみると、干潟造成後の初期にはヨコエビ等
の節足動物が優占し、その個体数が大きく影響して５月にはマクロベントス総個体数が極大値を
示した。この時期の節足動物を除外すれば、個体数についても調査期間にわたってほぼ増加傾向
にあるといえる。

 優占する種類については、動物の門ごとにみても、季節ごとに大きく変動している。５月には
節足動物が優占していたが、８月以降に軟体動物（主として２枚貝類）が出現し、１１月には優
占するようになった。
マクロベントスの定着には、干潟の地盤高（冠水時間）が大きく影響するようである。５月の

ヨコエビ類を中心とした節足動物の分布は、常時水没しているＫ６地点で最も個体数及び湿重量
が大きく、逆にほぼ常時干出しているＤ２５においては最小であった。８月の生物分布をみると、
Ｋ６において、多毛類が優占し（アシナガゴカイ、スピオ）、潮間帯のＫ６－Ｄ１８においては

図 1.4.10 底生生物調査地点 図 1.4.11 底生生物調査結果
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二枚貝（ホトトギス貝、コウロエンカワヒバリ貝）が優占していた。一方、Ｄ２５においては、
個体数が激減し、0.1ｍ２あたり総個体数は６個体にすぎず、Ｋ９の約 1/200であった。また、調
査期間を通じて、潮間帯内では冠水時間の少ないＤ１８において、個体数・湿重量ともに、そこ
よりも深い地点より少なめであった。
２枚貝の種別についてみると、アサリは若干出現しているものの、そのほとんどがイガイ科で

あった。特に、イガイ科（ホトトギスガイ）が潜堤背後から 18m の地点の範囲でマット状に生
息していることが現地調査で確認されている。
この結果から、マット状に生息するホトトギスガイがアサリの定着を阻害している可能性があ

ることが推定される。
3）加入調査の概要
  我々は、単なる生物モニタリング調査と共に、生物がどのような形態で干潟に棲みつくのかが
わかるような調査を実施した。一般に、干潟材料となる砂を原地盤の上に覆砂後、生物が加入・
定着する過程として、①幼生が定着して成長する、②元々覆砂土に生物が棲んでいた、③覆砂土
よりも下層の原土から生物が移動してきた、④覆砂していない周辺の原土から生物が移動してき
た、等の様々な過程が考えられる。この加入機構の解明は、干潟造成技術上重要なポイントとな
る。なぜなら、例えば①の寄与が大きいならば、浮遊幼生が集積しやすく、加入が起こりやすい
場所を選定する必要がある。③の寄与が大きいならば、覆砂による埋め殺しを最小限に押さえ、
下層の原土からの移動を助けるために、覆砂土を薄く何度も投入するなどの工夫が必要となる。 
図 1.4.12に示した３種類のコアを用いた実験は、原地形が砂浜で、かつ周辺に自然干潟が残

る三河湾において造成された人工干潟（西浦地区）において行ったものである。尼崎地区におい
ては、人工干潟の原地形は直立壁の護岸および水深の深い海底地形から構成されていた点を考慮
し、干潟に典型的な種の親生物が原地形に残さ
れていた可能性が低いため、本研究では、通常
のアクリルパイプのほか、口にプランクトンネ
ットをかぶせて幼生のみ加入が出来るパイプ、
の２種類のアクリルパイルを用いることとし
た。 
予めふるいで篩ってマクロベントスを取り

除いた干潟土砂をこれらのパイプに入れ戻し、
試験区にパイプごと多数埋め、所定の時間経過
後に３本ずつ取り出してみるという現地実験
を行った。本実験の結果は、1)および 2)におい
て示した通常のマクロベントスのサンプリン
グ調査と比較することで、上述の②以外の生物
加入量の大小関係が調べられることになる。図
1.4.12 に、生物が加入する機構、及び実験系の
様子を模式的に示す。本実験のスタートは、干
潟造成からは約２ヶ月後にずれていることに
注意されたい。
4）加入調査の主な結果
図 1.4.13に実験結果を示す。造成干潟自体のマクロベントス生物量（コントロール）は干潟造

成後約６ヶ月経過して急激に個体数・種類数共に増加したが、本実験では、①、②及び④全ての
加入が可能な系（ケース２）では、予想通り最も加入量が大きく、約３ヶ月経過後に大幅な増加
を示している。特に種類数に関してはコントロールと遜色ない結果が得られている。また、①の
みが可能な系（ケース１）では顕著に生物加入が少なかった。特に個体数密度においては、ケー
ス１での増加速度は少ない結果となった。ただし、約５ヶ月経過後のケース１については、ネッ
ト表面に目詰まりが生じていた。このため、幼生加入量が過小評価となっていると考えられる。
図中の直線は、個体数密度および種類数の増加速度を直線回帰したものである。期間平均で、

5000個体／ｍ２／月、１．１種類／月の増加を示している。

図 1.4.12 底生生物加入調査の方法（本
実験では、ケース１及びケース２を実施し
た） 
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（5）生物の加入・定着に関する考察
1）時間経過に伴う個体密度と種類数の変動
本研究では、マクロベントスを１年以上調査

し、干潟造成後の時間経過に伴う種類数の単調
な増加が確認された 2)（図 1.4.11参照）。
港湾空港技術研究所の干潟メソコスムでは、室
内に基盤となる砂質の干潟を整備し、マクロベ
ントスがいない状態を初期条件として実験を開
始し、生海水を導入しながら親生物がきわめて
加入しにくい系で生物定着のモニタリングが行
われている。実験開始後底生藻類を中心とした
加入がまず生じ、次いでメイオベントスなどの
加入が続き、約１年経過後にはマクロベントス
までの生物加入が進行した。その後６年経過時
点まで、生態系創出後の経過時間とマクロベン
トスの種類数との間には、明瞭な増加傾向がみ
られているが、創出後の経過時間とマクロベン
トスの個体密度との間には有意な関連性がみら
れていない 3)。
現地で造成された干潟ではどうだろうか。三

河湾では湾口での航路浚渫によって発生した砂
質土砂を用いて複数の地点で干潟造成が行われ
ている。山口ら 4)は２カ所の造成干潟において
生物の定着をモニタリングし、造成後約６ヶ月
で急激なマクロベントスの加入と生物量の増加
を観察している。その後、地盤高が低い地点に
おいては約２年までに種類数の増加傾向が続い
た、地盤高の高い地点においては４年以上にわ
たって種類数が増加し続けている。上野ら 5)は、
三重県英虞湾で干潟地形を創出し、マクロベン
トスの定着の様子を 18 ヶ月間モニタリングし
ている。そして、現地の砂質の堆積物を使用し
た実験区では、種類数が実験開始直後から単調
に増加し、9 ヶ月でおおむね平衡状態に達する
一方、個体数については、18ヶ月間増加し続け
ることを報告している。川上ら 6)が実施した長
崎県諫早湾における６年間の現地実験では、泥
質および砂質の造成干潟におけるマクロベント
スの個体密度および種類数が平衡状態に達する
のにそれぞれ約３年および約２年要したことを
報告している。矢持ら 7)は大阪府阪南地区でマ
クロベントスを１年以上調査し、干潟造成後の
時間経過に伴う種類数の増加がみられた一方、
個体密度については明瞭な時間経過に伴う変動
がみられなかったと報告しており、本研究と同
様の結果を得ている。これらの現地造成干潟に
おける結果を総括すると、マクロベントスの種
類数については造成後約半年以内に急激な加入
があり、長くても２年程度で平衡状態に達する
ケースが多いといえる。

図 1.4.13 マクロベントス加入調査の結
果。上図：個体数密度の経時変化、下図：種
類数の時間変化。

図 1.4.14 三河湾西浦人工干潟におけるマ
クロベントス加入調査の結果。左図：造成後
の個体数密度（上）及び種類数（下）の経時
変化、右図：図 1.4.12 において示した底生
生物加入調査による生物個体数密度及び種
類数の時間変化。
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2）幼生の分散性と発生様式
底生生物の定着に影響を及ぼす要因は実に様々であり、例えば塩分・酸化還元電位・粒度・有

機物量・餌としてのデトライタス・着底基質のバクテリア相などが知られている 8)。そして定着
する種により、これらの要因の相対的重要性は異なる。しかし、いくら好適な環境条件が整って
いても、生物がその干潟に接近することができなければ、永遠に底生生物は定着しない。つまり、
底生生物の造成干潟へ接近が、定着のための第一関門である。Lewin et al.9)は造成された salt marsh

でマクロベントスを調査し、定着したマクロベントスが、拡散しやすい幼生期の存在する生活史
を持つ種であったことを報告している。
桑江ら 10)は、盤洲干潟の高潮帯において普遍的にみられるホソウミニナ（Batillaria cumingii）
が、干潟メソコスムにおいて６年間に一度も出現しなかったことに疑問を持ち、2000 年７月に
成体の B. cumingiiを干潟メソコスムの水槽３に投入する実験を試みた。その結果、B. cumingii

の投入後約２ヶ月で小型の殻を持つ個体が出現し水槽内での再生産が確認され、３年以上経過し
た後も安定した B. cumingiiの生息がみられた。つまり、干潟メソコスムの環境条件そのものは
B. cumingiiにとって不適ではないことが実証された一方、B. cumingiiが６年間一度も出現しなか
ったのは、この種の供給過程に問題があったためであることも判明した。B. cumingiiは浮遊幼生
期を持たない直達発生型（親に似た形でふ化する）の発生様式であることが Adachi and Wada11)

によって明らかにされている。すなわち、B. cumingiiは幼生による浮遊分散がないため、成体が
生息しない干潟メソコスムへの新規加入が起きなかったわけである。
以上の事例から、造成干潟のような新しい生態系では、分散性の高い浮遊幼生期を持つ種が加

入しやすく、分散性の低い幼生期を持つ種や、直達発生の種は加入しにくいことがわかる。した
がって、マクロベントスの幼生の分散性や発生様式は、造成干潟における種類数の増加や生態系
の発達の速さに大きく寄与すると考えられる。
3）幼生の供給や成体の移入を考慮した造成干潟の成熟促進
未成熟な生態系では、日和見種が卓越し大型の生物が少ないため、種類数が少なく多様性も低

いといえる。しかしながら、実際の干潟造成においては、造成後の干潟の発達を待つ時間的余裕
がなく、成熟を早めたいという要請も現実には存在すると思われる。とすれば、幼体の供給や成
体の移入を考慮した成熟促進も考える必要がある。具体的な技術方策としては、効率的なマクロ
ベントスの幼生供給や成体の移入が起きるように、既存干潟の近くに場所を選定すること、幼生
の供給経路（流れによる幼生の輸送）を考慮して場所を選定すること、繁殖期の成体を持ち込む
ことにより、受精卵や幼生の当該干潟への接近機会を増やすことなどが考えられる。これらの技
術方策が成熟促進に対して有効な手段であるかどうか検討する必要がある。
4）三河湾西浦地区人工干潟との比較
 尼崎港におけるモニタリング調査結果を、三河湾西浦地区人工干潟での調査結果と比べると、
ほぼ同様、もしくは若干早めの生物加入速度を示している。西浦においては造成後約５－６ヶ月
において急激な個体数の増加がみられた。尼崎においては、同様な急増は約３ヶ月後にすでにヨ
コエビを中心とした増加が生じている。１０ヶ月経過後の種類数／個体数密度はそれぞれ西浦干
潟で、5種類、3000個体／ｍ２であったのに対して、尼崎地区ではそれぞれ８ヶ月後（１１月）
に 15-19種類、2500-14000個体／ｍ２であった。両者の比較においては、冠水時間・周辺の生物
生息状況などを考慮しなければならないが、尼崎地区において、干潟生物定着の十分なポテンシ
ャルを有していることは確かであると思われる。周辺の干潟から親生物が加入可能な場では、生
物の個体数や重量で判断すれば、比較的短期間に生物が加入・定着するものと期待される。 
また、加入生物の種類や順序にも違いが見られる。西浦地区においては、周辺に潮干狩り場な

ど二枚貝の生息場が広がっていることから、早くからアサリやバカ貝などの有用二枚貝の定着が
みられた。一方、尼崎地区においては、まずヨコエビの親生物が周辺から加入し、ついでイガイ
を中心とした二枚貝が加入／定着した。アサリなどの定着はみられるものの、より汚濁に強い種
であるホトトギス貝が優占し、かつこれらがマット化して干潟表面を覆ったため、アサリなどの
他の二枚貝の定着を阻害したものと考えられる。 
造成干潟では、早い段階（約半年）でのマクロベントスの成体の加入が著しい。但し、西浦地

区では造成後の大きな地形変化（バー地形の移動による堆積）が生物生息にとって大きな障害と
なった。一方、尼崎地区においては、波による攪乱が小さく、大きな地形変化がなかったものの、
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乱れが弱いことがイガイのマット化につながった可能性があると考えられる。 
 

（6）調査結果の総括 
干潟形状調査，底質調査，底生生物調査より以下の項目が確認された

1）干潟砂面変動について大きな変動は収束したものの、砂留潜堤背後および潮感帯の一部にて
数 cmの砂の移動が確認された。また、潜堤から岸方向へ 6～16ｍの領域について、砂面はほ
とんど動かないことが確認された。

2）生物調査から、干潟全域における底生生物種出現数の増加および重量の増加傾向が確認され
た。生物個体数・出現数データから、砂面が安定した場で相当数・種の生物が出現している
ものの、湿重量データからは軟体動物（2枚貝）が卓越している結果を得た。2枚貝に着目す
ると、砂面が安定した場所で個体数・重量が増える傾向にあるが、2 枚貝のほとんどはイガ
イ科にて構成されている。

3）上記から、物理的な撹乱が小さい場では、生物の個体数・重量は増加するものの特定生物種
にかたよる傾向があることが推定される。

4）今後、干潟実証実験施設における物理場の変化と生物相の関連を調査し、③の事象を確認す
ることが課題として抽出された。 

1.4.5 Adaptive Management に関する調査及び考察 
（1）目的 
 人工干潟の形状・底生生物などのモニタリング調査により、尼崎港内干潟実証実験施設（以下、
人工干潟とする）の地盤高は、砂留潜堤背後および潮間帯の一部で洗掘が起こったが、その他の
領域ではほとんど変動していないこと、底生生物は、砂面が安定した場所に多く出現しているこ
とが分かった。また、湿重量でみると二枚貝が卓越しているが、そのほとんどはイガイ科である
ことが確認された。このように、人工干潟では、物理的な攪乱が小さく砂面の安定した場所にお
いて生物が多く出現したが、特定種（主にイガイ科）に偏っていた。そこで本検討では、底生生
物や底質・流況・波浪（主に航跡波）などの現地調査ならびに波・流れの数値シミュレーション
を行い、人工干潟における物理的環境条件と二枚貝類の種類や個体数の関係を整理し、二枚貝の
生息条件を考察した。

（2）現地調査の概要 
2003年 8月 27日にイガイ科のマット化、底生生物、底質の調査、2003年 8月 29～31日に底
面付近の流況調査、2003 年 11 月 6～7 日に波浪観測、底面流速、潮位および地盤高の調査を行
った。図 1.4.15に調査地点を示す。干潟内には、岸沖方向へ潜堤を起点に 15mまでは 3m間隔、
15～30mまでは 1m間隔、干潟幅方向へは 2m間隔で測線を設定し、調査はこれらの側線を基準
に行った。
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1）イガイ科のマット化
項目：イガイ科マットの平面分布、マット厚
地点：平面分布は干潟全域、マット厚は B,D,E-F側線上の潜堤から 3,10,17,23mの地点
 平面分布は潜水士による目視観測、マット厚はコアサンプリングにより測定した。
2）底生生物
項目：マクロベントスの種類数、個体数、湿重量
地点：B,D,E-F側線上の潜堤から 3,10,17,23mの地点、採泥厚さは約 10m 

3）底質
項目：粒度，強熱減量，全有機態炭素，酸揮発性硫化物 AVS，密度
地点：B,D,E-F側線上の潜堤から 3,10,17,23mの地点，2層（0～2cm，2～10cm）
4）底面付近の流況
項目：流動場の強さ
地点：B,C,D,E,E-F側線上の潜堤から 1.5m間隔（一部、3m間隔）の計 88地点
測器：石膏球
測定期間：48時間
 流動場の強さは、石膏球を底面近傍に 48時間設置し、前後での石膏球の重量差から測定した。
5）地盤高
地点：A,B,C,D,E側線上の潜堤から 3m間隔（一部、1m間隔）の地点
測器：レベル
6）潮位
地点：E側線上の潜堤から 4mの地点
測器：水深計（ALEC電子社製MDS-TD）
7）航跡波を対象とした波浪観測
項目：波高、周期
地点：石積堤から約 6m沖側の人工干潟外の地点（地盤高 O.P.約-1.1m）
測器：観測ポール、ビデオカメラ
 波高・周期の測定は、図 1.4.15の×印で示す地点に観測ポールを設置し、ここでの水面変動を
ビデオカメラで撮影して、撮影画像を解析
して行った。
8)航跡波伝搬時の底面流速
地点：C 側線上の潜堤から 3（底面から

0.45m）、12（底面から 0.20m）、21m

（底面から 0.20m）の地点
測器：電磁流速計（ALEC電子社製 AEM）
サンプリング間隔：0.5s 

（3） 現地調査結果 
1）イガイ科のマット化
イガイ科のマット化は 7 月から進行しは
じめ、8月に最大となったが以後は減少し、
10月には潜堤から 10mの地点を除いて消滅
した。図 1.4.16 は、マット化が最も繁栄し
た 8 月に行った調査結果である。（a）にイ
ガイマットの平面分布、（b）にマット厚分
布を示す。平面分布の結果から、干潟の大
部分においてイガイ科がマット化している
ことが分かる。ただし、潜堤背後および潜
堤から 21mより岸側の範囲においては、マ
ット化していない領域が存在することが分
かる。また、マット厚は、岸側の地点（潜
堤から 23m）から沖側に向けて徐々に増加
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するが、潜堤背後の地点（潜堤から 3m）では減少する傾向を示した。なお、マット厚の最大値
は約 3cmであった。
2）底生生物
 図 1.4.17 にマクロベントスの種類数を示す。種類数は最も岸側の地点（潜堤から 23m）で一
部小さな値となったが、その他の領域では 8～16程度の値を示した。分布に関しては、明確な傾
向を示さなかった。
 図 1.4.18、1.4.19に、それぞれマクロベントスの個体数、湿重量を示す。個体数、湿重量は、
最も岸側の地点（潜堤から 23m）から沖側へに向けて増加し、最も沖側の地点（潜堤から 3m）
で減少する傾向を示した。湿重量の結果をみると、軟体動物が卓越していることが分かり、その
ほとんどがイガイ科（主にホトトギスガ
イ）とアサリで構成されていた。
 図 1.4.20、1.4.21は、それぞれイガイ科
とアサリの個体数、湿重量を示したもの
である。個体数では、イガイ科がアサリ
の 5 倍程のオーダーとなったが、湿重量
では同程度であった。また、図 1.4.21 を
みると、イガイの湿重量は潜堤から 3、9m

の B 測線上で特に大きいことが分かる。
一方、同 3、9m におけるアサリの湿重量
をみると、B測線上での値は D、E-F測線
上に比べて小さい。このように、イガイ
が高密度に生息する場所においては、ア
サリの生息量は減少する傾向を示した。
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3）底質
a）粒度
 図 1.4.22に 0～2cm層での粒度分布の結果を示す。これらの図をみると、すべての地点にお
いてシルト・粘土分は約 1～5%、砂分は約 75～85%、礫分は約 10～20%であり、砂分が主体で
構成されていることが分かる。
岸沖方向の粒度変化をみると、最も潜堤側の地点（潜堤から 3m）と最も岸側の地点（潜堤
から 23m）の地点は、潜堤から 10、17m地点に比べて粗砂分の割合が大きく細砂・中砂分の割
合が小さいことが分かる。潜堤から 10、17m地点付近は、造成時の粒度が比較的に維持されて
いることから、潜堤背後および岸側の地点において粗砂分の割合が大きいのは、細砂・中砂分
が流出したためと考えられる。
 2～10cm層での岸沖方向の粒度変化は、0～2cm層と同様の分布傾向を示した。0～2cm層と
2～10cm層での粒度を比較すると、潜堤背後の地点では 0～2cm層の方が 2～10cm層より粗砂・
礫分の割合が大きかった。他の地点では、大きな差が表れなかった。
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b）酸揮発性硫化物 AVS 

 図 1.4.23に酸揮発性硫化物 AVS（0～2cm層）の測定結果を示す。B測線上の潜堤から 10m

地点において 0.29mg/g と高い値を示したが、その他の地点では 0.2mg/g 以下であった。AVS

の分布とイガイ湿重量の分布を比較すると，双方の分布形がよく一致していることが分かる。
そのため、AVSは主にイガイ科のマット化によって、マット下部が嫌気化して発生したと考え
られる。また、イガイ科の湿重量および AVS の値が特に大きい地点では、アサリの湿重量は
減少する傾向がある。そのため、イガイ科のマット化は、アサリの直接の加入阻害や底質還元
化による成長阻害を生じさせたものと考えられる。
c）強熱減量
図 1.4.24に強熱減量（0～2cm層）の結果を示す。強熱減量は、約 1.0～2.5%となった。分布

に関しては、土粒子の粒径が大きい潜堤背後（潜堤から 3m）および岸側（潜堤から 23m）の
地点で低い値、土粒子の粒径が小さい潜堤から 10、17m地点で高い値を示した。
d）全有機態炭素
 図 1.4.25に全有機態炭素（0～2cm層）の測定結果を示す。全有機態炭素は約 0.1～0.5%とな
った。分布形は、強熱減量と同様に、潜堤背後（潜堤から 3m）および岸側（潜堤から 23m）
の地点で低く、潜堤から 10、17m地点で高くなった。
e）密度
密度は 2.64～2.68g/m3程度の値を示し、分布には顕著な傾向が表れなかった。

4）底面付近の流況
 石膏球を用いて流動場の強さを測定した。図 1.4.26に流動場の強さの平面分布を示す。図に示
す値は、測定により求まった最大強さを基準とした比率（0～1）である。この図から、流動場の
強さは、潜堤背後の領域と岸側領域で大きな値を持つことが分かる。
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5）航跡波を対象とした波浪観測
湾口から入射する波（主にうねり）に対して、人工干潟はその回折領域に位置するため影響が

小さく、また、尼崎港での風は年間を通して N～W方向に卓越しており、人工干潟は SE方向に
向いているため風波の影響も小さい。そのため、人工干潟は通常時非常に静穏である。しかし、
船舶の往来があると、比較的に波高の大きな航跡波が、干潟内へ入射することが分かった。
以下に航跡波の測定結果を示す。なお、船舶の航行がない時に行った波浪観測の結果から、通

常時に発生する波の有義波高は約 4.5cm、有義波周期は約 1.8sであることが分かった。
a）測定ケース
 表 1.4.1に航跡波の測定ケース、図 1.4.27に船舶の航行ルートを示す。表 1.4.1のように、測
定は全部で 24 ケース行ったが、撮影画像で明確に航跡波を確認することが出来たのはその内
10 ケース（表中 で塗ったケース）であった。「root type」欄は、船舶の航行ルートを表し、
ここに示す typeA～Dは図 1.4.14の通りである。
b）結果
 図 1.4.28 に波高、図 1.4.29 に周期の測定結果を示す。航跡波は、通常時の波浪の有義波高、
有義波周期を参考にして、波高 4.5cm以上かつ周期 1.8s以上の波を対象として整理した。これ
らの図から、波高は平均すると約 10cmであるが、20cm以上となるものもあることが分かる。
また、周期は 2～4s程度であった。

N

0ｍ 1000ｍ

TYPE A TYPE B TYPE C

TYPE D人工干潟

武
庫
川

尼崎港

大阪湾

hour minite
1 42 ガット船 D
2 43 - D
3 40 渡船 B
4 49 クルーザー B
5 58 渡船 A
6 15 8 - C
7 19 ガット船 C
8 25 ガット船 D
9 29 渡船 B
10 47 フェリーバージ C
11 55 - D
12 3 渡船 B
13 8 クルーザー B
14 23 渡船 A
15 25 ガット船 D
16 48 フェリーバージ D
17 0 クルーザー C
18 13 ガット船 D
19 30 土運船 C
20 31 渡船 B
21 52 渡船 A
22 50 土運船 C
23 30 渡船 B
24 46 渡船 A
注）　   塗り：波高，周期を測定することが出来たケース．
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図 1.4.27 船舶の航行ルート 

表 1.4.1 航跡波の測定ケース 
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6）航跡波伝搬時の底面流速
 航跡波伝搬時に測定した底面流速を用いて、底面せん断力を計算した。底面せん断力は、まず
測定流速を航跡波成分と航跡波以外の流速成分に分離して、田中ら(3)の波・流れ共存場での摩擦
係数を用いて計算した。計算対象は、波高が特に大きかったケース 6,7,14,17,18（表 1.4.1参照）
とした。これら 5ケースの潮位条件は、約 O.P.+2.0mであった。

a）航跡波成分の分離

 式（1.4.1）のように、測定流速 tU は、航跡波成分 tuw と航跡波以外の流速成分 tu f から
成ると考え、 tuw と tu f の分離を行った。

tututU fw ................................................................................................. (1.4.1) 

tu f は、主にサーフビートやセイシュのような長周期成分と海浜流のような定常成分から
成ると考えられる。そこで、 tu f は tU を 8.5s間隔で移動平均して求め、 tuw は tutU f

として計算した。
図 1.4.30に計算結果の一例（ケース 6、潜堤から 3m地点）を示す。この図から、 tu f は tuw

と比べて無視できない大きさであることが分かる。

（a）測定流速 tU  

（b）航跡波以外の流速成分 tu f  

（c）航跡波成分 tuw  
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図 1. 4. 30 測定流速の分離 
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b）底面せん断力

 底面せん断力は、上記の tu f を流れ成分と仮定して、田中ら 12)の波・流れ共存場での摩擦
係数 cwf を用いて計算した。この方法では、底面せん断力の最大値 max0 は次式で定義される。

2
max0

ˆ
2 w

Rcw U
f

................................................................................................. (1.4.2) 

ここに、 は流体密度、 wÛ は境界層外縁波動流速の振幅である。摩擦係数 cwf は、全 flow 

regimeに適用可能な次式により算定した。

RcwScwLcwcw ffffffff 2112 11 ....................................................... (1.4.3) 

ここに、 Lcwf は層流、 Rcwf は粗面乱流、 Scwf は滑面乱流での摩擦係数である。また、 1f 、

2f は重み関数であり、次式で表される。

65.4

51 105.2
0513.0exp

R
f ............................................................................. (1.4.4) 

06.2

1
2 0101.0exp

R

R
f ...................................................................................... (1.4.5) 

mwhc aUzu
R

ˆ
500 .................................................................................................. (1.4.6) 

15.1

00
1

ˆ
1350501.0

z

U

z

z
R wh ......................................................................... (1.4.7) 

wc

wc

Uu

Uu
ˆ/1

ˆ/
........................................................................................................... (1.4.7) 

ここに、 cu は流れ成分の流速、 hz は水深、 ma は波動による底面水粒子軌道振幅、 は動粘
性係数、 0z は粗度長（ 30/0 skz 、 sk ：相当粗度（＝0.06cm とした））、 は波の角周波数で
ある。
 このようにして求めた底面せん断力 max0 を、摩擦速度 *U で表したのが図 1.4.31である。(a)

は最大波の *U 、(b)は波高の大きな波の上位 1/3に対して計算した *U の平均値を示す。このよ
うに、 *U は岸沖方向に対して明確な分布を示さなかった。また、値は最大でも 1.2cm/s以下と
小さかった。

図 1. 4. 31 航跡波の摩擦速度 *U  

7）地盤高
図 1.4.32は、地形変化を確認するために行った干潟内地盤高の調査結果である。平成 14年度

の地盤高調査では、造成後 4ヶ月を経過すると大きな変動は収束し、地盤は安定状態にあると報
告している。今回の測定結果と平成 14年度の安定期に達した地盤高を比較したところ、ほとん
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ど変動していなかった。また、地形勾配は約 1/35であった。

8）潮位
 干潟内で測定した水深の時系列データから、干潟内での潮位変動に伴う流れ（潮流）を計算し
た。潮流の算定には、式（1.4.8）を用いた。

dzu
dt

dh
hA

h

0

.......................................................................................................... (1.4.8) 

ここで、hは水深、 hA は水深測定点から汀線までの距離である。なお、水深 hの測定日（03/11/16）
は、中潮期であった。
図 1.4.33に、潮流流速 uの計算結果を示す。このように、uの振幅は最大で 0.2cm/s程度と非
常に小さいことが分かる。

 
（4）潜堤背後領域の数値計算 
 潜堤背後の領域は、粒度調査と石膏球を用いた流況調査から、その他の領域に比べて物理的撹
乱が大きいと考えられる。そのため、この領域で生物量が減少する原因として流れ場の影響が考
えられる。そこで、数値波動水路（CADMAS-SURF（V4.0））13)を用いて、潜堤背後領域の流動
場の計算を行った。
1）計算条件
 表 1.4.2 に計算条件を示す。計算は、航跡波の波浪条件に対して行った。潮位は M.S.L.

（O.P.+1.4m）とした。潜堤部は、捨石により築堤されているため、空隙率 0.44、抵抗係数 1.00、
慣性力係数 1.20 のポーラスセルを与えた。また、干潟部底面は滑面乱流境界とした。図 1.4.34

に計算領域を示す。計算は潜堤から 10.5mまでの領域を対象とした。
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図 1. 4. 32 干潟内の地盤高 

図 1. 4. 33 潮流流速 

- 0.3

- 0.2

- 0.1

0

0.1

0.2

0.3

0 5 10 15 20

時間 (hr)

流
速
 (
cm
/s
)



1 - 127 

2
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uv
............................................................................................................ (1.4.9) 
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（5）冠水時間特性 
気象庁が公開する大阪市港区築港における 2002/11/01～2003/10/31の潮位データを用いて、月

月の冠水時間割合を計算した。計算には、式（1.4.10）を用いた。

)(24

)(

h

h

各月の日数
月間冠水時間

冠水時間割合＝ .................................................................. (1.4.10) 

図 1.4.37は、11,2,5,8月の冠水時間割合を示したものである。この図から、冠水時間割合は、
生物量が減少する岸側領域において、同様に減少することが分かる。また、イガイ科のマット化
は、7月から進行しはじめ、8月に最大となったのち減少して、秋期には一部を除いて消滅した
が、特に岸側領域での冠水時間割合は、マット化の進行・減衰とほぼ同様な変動を示すことが分
かる。
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図 4. 4. 36 流速ベクトル 
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図 1. 4. 37 冠水時間割合 
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（6）月別平均水深での砕波点と底面摩擦速度 
1）砕波点 

航跡波の波浪条件を用いて、人工干潟内の砕波水深 hBを計算し、月別平均水深での砕波点を
求めた。表 1.4.3 に hBの計算条件を示す。hBは、地形を勾配 1/35 の一様斜面として、合田の砕
波限界条件 14)を用いて計算した。計算の結果、hBは 0.37mであることが分かった。

表 1. 4. 3 砕波水深 hBの計算条件 

 図 1.4.38は、月別の砕波点の位置を示した結果である。この図から、砕波点は月毎に変動する
が、潜堤から 22～27mの範囲に位置することが分かる。

2）底面摩擦速度 
 砕波点の計算と同様に航跡波の波浪条件（H=0.2m、T=3.0s）を用いて、月別平均水深での底面
摩擦速度 *U を計算した。 *U は、以下に示す Jonssonの方法 15)で底面せん断力 0を計算して求め
た。底面境界層内の流れは、滑面乱流と粗面乱流の遷移領域に位置するが滑面乱流に近いため、
滑面乱流の式を用いた。

2
0 2 wwUf ........................................................................................................... (1.4.11) 

ここに、 は流体密度、 wf は摩擦係数、 wU は境界層外縁波動流速である。

55.1log2
4

1
log2

4

1
1010

mw

ww

aU

ff
......................................................... (1.4.12) 

kh

a
U w sinh

............................................................................................................ (1.4.13) 

ここに、 ma は底部水粒子軌道振幅、 は動粘性係数、aは波の振幅（＝H/2）、 は角周波数、k

は波数、hは水深である。なお、砕波点までの浅水変形に伴う波高変化は首藤の式 16)により計算
し、砕波帯内の波高は次式により与えた。

hH 78.0 .............................................................................................................................(1.4.14)

図 1.4.39は、11,2,5,8月における *U の分布を示したものである。この図をみると、特に岸側の
領域において、 *U は月毎の変化が大きく、また、イガイのマット化の進行・減衰とほぼ同様な
変動をすることが分かる。一方、中砂（d=0.06cm）の移動限界摩擦速度は 4.1cm/sである 17)のに
対して、砕波点での摩擦速度は 5.6cm/sであることが分かる。そのため、この領域で礫・粗砂分
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図 1. 4. 38 月別の砕波点 
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の割合が大きくなるのは、主に砕波によって中砂より小さい粒径の土粒子が流出したためである
と考えられる。

 
（7）調査及び考察の総括 
1）イガイ科の湿重量が特に大きい場所では、アサリの湿重量は相対的に減少する傾向を得た。
また、AVSの分布は、ホトトギスガイを中心としたイガイ科の生物量の分布とよく一致して
いた。これは、イガイ科がマット化することによって、アサリは直接的な加入阻害やマット
下部で発生した硫化物による成長阻害を受けたものと考えられる。

2）人工干潟内の通常時における大きな物理的外力は、航跡波によるものであることが分かった。
航跡波の波高は大きなもので 20cm程度、周期は 3s程度であった。

3）潜堤背後では、大きな渦度が発生することが分かった。そのため、潜堤背後で生物量が減少
する一因として、渦による撹乱の影響が示唆される。

4）生物量が減少する岸側の領域では、相対的に冠水時間が短いこと、航跡波の砕波点はこの領
域内であることが分かった。また、イガイ科生物マットは、冠水時間が減少する秋期におい
て衰退した。これらの事により、岸側の領域では、冠水時間の減少と砕波による底質撹乱が
生物量の減少に影響を与えていると考えられる。

 
1. 4. 6 今後の展望 
流れ・底質・および生物の空間的な分布を詳細に調べ、それらの相関性を解析して、イガイが

優占する環境条件を定量的に見出すこと、また、イガイの優占化を防止する対策が課題として抽
出された。今後検討して行きたいと考えている。
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20 2003 2 18 4 L1 L3

2003 2

3m 8m 15

2003 4 9 5 20 6 18

2003 9 4

14 2

2002 5

8

11

2003 2

2003 4 9 5 20 6 18

2 2003 4 5 6

6

2003 9 6

1.83kg-wet/m2 336m2

616kg-wet
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1)

, 1997 

2)

No.55 pp.79-84 1997 
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1 500

1 63

2 3

0.56cm

35cm 11 50 12 25

Case0 Case1

Case2

Case3 Wetland

66 min. 100 min.

Case0
1.75km

10

Case1
100

      475
      6

Case2
330

     230

Case3 0.53
3

1 500 1km 2

1 63 10 15.9cm

1 63 1day 22m51s

1 7.9 10cm/s 1.27cm/s

1 0.71 0.025 0.035

1 250000
10 3/s

275 3/s

40cm3/s

1100cm3/s

1 63 35cm 0.56cm

1 63 12h25m 11m50s
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1 2000 1 159

710 121 590

275 s 66 min.

100 min.

SW-201

ACM-250
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35mm 0.92

Stn.1 Stn.2 Stn.3

30.3 215.7

17.2 229.5

25.9 204.0

19.3 181.8

X

Y
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Case0 Case2

Case0 Case2

Stn.1

Case0B Case1B

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 1 2 3 4 5

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 1 2 3 4 5

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 1 2 3 4 5

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 1 2 3 4 5

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 1 2 3 4 5

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 1 2 3 4 5

mm deg. mm deg.

 Stn.1 5.7 0.2 5.7 0.7

 Stn.2 5.7 0.5 5.7 0.8

 Stn.3 5.6 0.6 5.6 0.0

Case0 Case2
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Case0

5.1cm s

Case1 Case2

Case3

mm deg. mm deg.

 Stn.1 5.8 0.1 5.8 0.1

 Stn.2 5.8 0.1 5.8 0.1

 Stn.3 5.7 0.1 5.8 0.1

 Stn.4 5.8 0.1

Case0B Case1B
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0 1 2 3 4 5
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Case2B Case3B
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Case3B

Case0B

0

0 500m

1m
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0

0 500m
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0
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0
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dttr
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0
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R tR t
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Case3 Case2 Case1

tr 50

50

50

6

0

20

40

60

80

100

0 2 4 6 8 10

Case0B

Case1B

Case2B

Case3B

0

20

40

60

80

100

0 2 4 6 8 10

Case0A

Case1A

Case2A

Case3A

pd.
50

pd.

Case0A 33.4 23.2

Case1A 15.1 10.5

Case2A 17.9 12.4

Case3A 15.5 10.8

pd.
50

pd.

Case0B 21.4 14.8

Case1B 9.9 6.9

Case2B 22.2 15.4

Case3B 13.2 9.2
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500ppm 10cc
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148,959 day COD 9.1mg

20ppm

413.8cc min.

CaseD0

500 CaseD1 CaseD2

100

20cm CaseB0

0.56cm 35cm 11

50 12 25

MT-CMI 4 12

i cm i cm2 s

Case0 14,712 2.4 104

Case1 17,549 3.4 104

Case2 16,057 2.9 104

Case3 17,707 3.5 104

CaseD0 CaseD1 CaseD2
( )

CaseB0
( )
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1 3 5 10

CaseD1 CaseD0 CaseD2

CaseB0 CaseD0

1

CaseD0 CaseD1 CaseD2

( )

CaseB0

(

)

3

5

10
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5 10

16
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CaseD1 CaseD0
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34
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10

CaseD0 CaseD1 CaseD2
( )

CaseB0
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1m0
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CaseD1 CaseD0

CaseD2 1 2

CaseB0 2 3

0.5
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0.5 0.5

0.5
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11 12 13 14

15
16 17 18 19

20
21 22 23 24

25
26 27

28

29 30

31 32

33 34



1 - 186

5

CaseH1 10 CaseH2 CaseH2
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0.56cm 35cm 11

50 12 25
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1 2

42

pp.1221-1225 1995

21 2 pp.169-182 1984

22 pp.1-15
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BUD

UDUDIUDN

UDUD

UD

UDUD

UD

UDUD B
TT

TT

TT

TT
KF

UDUD

minmax

min

minmax
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1 1
KUD, TUDmaz, TUDmin,

UD

DINK

DIN

UDN

UDN KUDN

UDUD

UDUD

UDUDI
Bk

Bk
kzI

)exp(1
)exp(exp1 0 UD, kUD

5.1)5.48/(054.0)5.48/(0088.02125.0 PPPP BBk

UDUDUDUD BTRF )exp(2 RUD, UD

BRD

RDZPPP

RDsat

RDRDRD BPOMBB
qoxDO

DO
TVF )(,1min)exp(

1

1 VRD, RD, qoxRD1

2

)(

max

max
2 ,1min)(exp

RDsat

RDRDoptRDr

TT

RDoptRD

RD
RDrRD

qoxDO
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BTT
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RDoptRDr
VRDr, TRDmaz, TRDopt,
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RDRDeRDeRD BTVF )exp( 113

RDRDeRDeRD BTVF )exp( 223
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2
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MYsat
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VMY, MY, OCP,

PARP, PARPOM,
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MYMYrMYMYrMYrMY BBTF 212 )exp(
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213 MYMYMY FFF

,BPP,BZP , ,DIN ,POM ,DO ,DOsat

.
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BUD

KUD 11.91 d-1
UD 0.0137 µE-1 m2 s 

TUDmaz 35.0 oC kUD 0.0044 g-wet-1

TUDmin 5.0 oC RUD 0.00089 d-1

UD 1.127  UD 0.1243 oC -1

KUDN 13.15 µmol-N l-1    

       

BRD

VRD 0.0878 l mg-N-1 d-1
RD 0.17  

RD 0.0936 oC -1 qoxRD2 0.25  

qoxRD1 0.4  VRDe1 5.61E-4 d-1

VRDr 0.01 d-1 VRDe2 1.32E-5 oC -1

TRDmaz 35.0 oC RDe1 0.106 d-1

TRDopt 20.5 oC RDe2 0.135 oC -1

        

BMY

VMY 0.286 l mg-N-1 d-1
MYr1 0.0036 d-1

MY 0.0679 oC -1
MYr2 0.14  

POW 3.0  Myr 0.0956 oC -1

OCP 3.0E7 l-1 qoxMY 0.2  

PARP 1.27E8 mg-N-1  0.5  

POM PARPOM 3.77E6 mg-N-1
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Case 1 Case 2 Case 3 Case 4

Case 5 Case 8Case 7Case 6

Case 1 Case 2 Case 3 Case 4

Case 5 Case 8Case 7Case 6

2m 6m

1m 4m 1m

0.606m

Case

4600m 2m

1400m 250m 5m2 1

4m

3m 1m

Case
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(0-2m) (2-4m) (4-10m) (0-2m) (2-4m) (4-10m) (0-2m) (2-4m) (4-10m)

(3 ) I 0 µE m
-2

 s
-1 446.0 446.0 446.0

(9 ) I 0 µE m
-2

 s
-1 725.0 725.0 725.0

(3 ) T o
C 9.0 8.0 6.0 9.0 8.0 6.0 9.0 8.0 6.0

(9 ) T o
C 25.0 24.0 22.0 25.0 24.0 22.0 25.0 24.0 22.0

(3 ) DO mg-DO l
-1 11.0 9.0 5.0 10.0 7.0 5.0 9.0 8.0 5.0

(9 ) DO mg-DO l
-1 8.0 3.0 0.5 8.0 3.0 1.0 6.0 3.5 1.0

DIN mg-N l
-1 0.4 0.6 0.9 0.7 0.9 1.2 0.3 0.6 1.0

B PP µg-Chla l
-1 8.0 5.0 2.0 7.0 4.0 2.0 7.0 4.0 2.0

B ZP µg-N l
-1 2.0 1.0 0.0 2.0 1.0 0.0 1.5 0.9 0.4

POM µg-N l
-1 6.0 43.0 63.0 3.0 40.0 63.0 10.0 40.0 60.0

DOM mg-N l
-1 0.08 0.10 0.12 0.08 0.10 0.12 0.08 0.10 0.12

SOM mg-C g-dry
-1

SDIN mg-N g-dry
-1

B SA1 g-dry m
-2

B SA2 g-dry m
-2

B UV g-dry m
-2

B UD g-dry m
-2

B RD g-dry m
-2

B MY g-dry m
-2

3

N/dry weight = 0.084

C/N = 9.26

N/dry weight = 0.084

N/dry weight = 0.06

N/dry weight = 0.025

N/dry weight = 0.0845

718.2

174.1

1610.0

35.0

2.5

200.0

35.0

0.0

235.8

1610.0

200.0

200.0 200.0 N/dry weight = 0.084

30.0

2.5

200.0

9

1m 2.5m

1/2

2.23t-N/d

0.515

1.15t-N/d 15 1000

3.2/

Case 1 3 3.64m 9 1.25m

9 0.12 mg l-1

9

Case 3 Case 1 0.19m

Case 6 Case 1 0.79m

Case 8 Case 1 1.33m

Case 5 Case 6

Case 6 0.19m
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Case 3 Case 1 0.19mg l-1

Case 6 Case 1 1.21 

mg l-1 Case 8 Case 1 1.40 mg l-1
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Case 6 0.09 mg l-1
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Case 8 9
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2 - 12 

DO

Case 6-9A

2.68
1.08

2.07

2.04

0.52
0.81

(mg/l/d)

DODO

Case 6-9A

2.68
1.08

2.07

2.04

0.52
0.81

(mg/l/d)

DO

Case 5-9A

3.01

1.87

1.61

0.57
0.46

(mg/l/d)

DODO

Case 5-9A

3.01

1.87

1.61

0.57
0.46

(mg/l/d)(mg/l/d)

DO

Case 1-9A

3.14

0.62 0.30

(mg/l/d)

DODO

Case 1-9A

3.14

0.62 0.30

DIN

Case 1-9A

38.2

282.4 384.2

(kg-N/d)
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Case 1-9A

38.2

282.4 384.2

(kg-N/d)
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Case 5-9A
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(kg-N/d)
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(kg-N/d)
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Case 6-9A
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268.6
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(kg-N/d)

DIN

Case 6-9A

18.7

62.6

268.6
403.1

(kg-N/d)

3.78m 2.85mg l-1

5m 3mg l-1 8 9

9 Case 1-9A

Case 5-9A Case 6-9A

100

Case 1-9A 10m

Case 1-9A

Case 5-9A

Case 6-9A

9 Case 1, 5, 6

9 Case 1, 5, 6
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